
平成26年度一般会計当初予算説明資料

2款総務費

1項総務管理費

8目 私立学校振興費

事業名 本年度

私立幼稚園保育料軽

減事業補助金 34. 588 

トータjレコスト 36， 136千円

前年度 比較

36， 428 ム1.840 

子育て応援課(内線:7 5 70) 

(単位:千円)

財源内訳

国庫支出金起債その他一般財源
備考

齢静入鉛

205 34， 383 
(前年度 38，017千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 保育料軽減補助金の申請書の審査・交付決定・補助金の支払い

工程表の政策目標(指標) 多乎世帯の保育料軽減、小児の医療費軽減助成の継続、子育て同盟による新たな手法

の模索

事業内容の説明 (f鳥取県授業料減免・奨学金基金」充当事業]

事業の目的・概要

私立幼稚園設置者が保護者の経済的負担を軽減するために、保育料を軽減する場合にその所要額のl

一部を助成する。

2 主な事業内容

(単位.千円)

事業名 予算額 補助率 事 業 内 n廿旬

私立幼稚園同時在 私立幼稚園に同一世帯から同時に2人以上の園児が

園保育料軽減事業 9， 1461 . 1/3 在闘し、 2人目以降の閤児の保育料を私立幼稚園が

費補助金 軽減する場合に、その軽減額(保育料の1/2を上限)

の一部を助成する。

私立幼稚園第3子保 私立幼稚園に在国する第3子以降の園児の保育料を

育料軽減子育て支 25， 237 保育料の 私立幼稚園が3/4以下に軽減する場合にその軽減額

援事業費補助金 1/4相当 の一部(保育料の1/4を上限)を助成する。

私立幼稚園東日本 東日本大震災で被災した園児の保育料を私立幼稚

大震災被災園児保 205 1/4 園が軽減した場合にその軽減額の一部を助成する。

育料軽減事業

合計 34， 588 
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8目 私立学校振興費

子育て応援課(内線 :7570)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国間支出金 起債 その他一般財源

私立幼稚園施設整備

費補助金 39， 920 22. 764 17， 156 39， 920 

トータJレコスト 41， 468千円 (前年度 24，353千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 施設整備費補助金の申請書の審査・交付決定・完成検査・補助金の支払い

工程表の政策目標(指標) 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向止を図るための各種取組を

実施するロ

事業内容の説明

事業の目的・概要

私立幼稚園の施設整備事業(大規模修繕、耐震改修、改築等)に対する助成を行う。

なお、東日本大震災のような大規模災害を踏まえ、全国的にも耐震化率が低い水準にある本県私

立幼稚園の耐震化を緊急的に推進するため期間を限定した補助率のかさ上げを行う。

※H24. 4.1現在の私立幼稚園耐震化率 65目 9 % (全国平均 75.2%:38位)

(参考)公立幼稚園の耐震化率 (H24. 4.1現在)100%(※認定こども園は除く)

2 主な事業内容

事業名 予算額 補助率 事 業内 n乍~

私立高等学校等大規 34，776千円 (修繕) 1/3 老朽化等した幼稚間施設の修繕等に対し

模修繕等促進事業補 (耐震改修) 1/3 て助成を行う。

助金 (修繕7園、耐震l固くIS値O.41>) 

私立学校振興資金利 5， 144千円 年率又は年1%の 施設整備事業に充てるため、金融機関等

子補助金 どちらか低い額 から借り入れた資金に係る利子負担に対

して助成を行う。 (5園)

合計 39， 920千円

<補助率の見直じ内容>

. 耐震補強事業

平成30年度末までに工事が完了する事業に限定して、決のとおり補助率をかさ上げする。

区分 IS値<0.3 0.3云 IS値主主0.7
【幼・中・高】 国 県事業主体 国 県 事業主体

現行 1/2 oill 1/3 1/3 D:.ill 1/2 、、、

見直し 1/2 om 1/3 1/3 |欄l総繍 1/3 

※事業主体の負担を 1/3に統する。

- 改築事業
平成30年度末までに工事が完了する事業に限定して、次のとおり補助率をかさ上げする。

(ただし、平成26年度は該当事業なし)

区分 30年経過等の老朽化園舎等

【幼稚園】 国 県 事業主体

現行 1/3 D:.ill 1/2 、、、

見直し 1/3 闘的綱 1/3 
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8目 私立学校振興費

子育て応援課(内線 :7.570)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

私立幼稚園運営

費補助金(私立幼 776，668 757，716 18，952 135，793 640， 875 
稚園運営費補助 、，

金)

トータルコスト 778， 990千円(前年度 760，099千円) [正職員:o. 3人]

主な業務内容 運営費補助金の申請書の審査・交付決定・補助金の支払い

工程衰の政策目標(指標) 多よ子る新世帯たなの手保法育料の模軽索減、 小児の医療費軽減助成の継続、 子育て同盟に

事業内容の説明

事業の目的・概要

私立幼稚園の教育内容の充実、保護者負担の軽減、学校経営の健全性を高めるた

め、私立幼稚園の運営費に対して助成を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事 業 名 予算額 補助 率 事 業 内 容

私立幼稚園運 定額 一般分

営費補助金 776，668 (人件費.教育管理費、設備費) 640， 592 
( 2 7園) 1/2‘1/3 イ也 特別分

(特別支援教育‘ティーム保育等) 136，076 

私立幼稚園運営

費補助金(子育て

支援活動・預かl 83， 116 75， 313 7， 803 4 L 558 41曾 558
り保 育推 進事業

補助金)

トータルコスト 84，664千円 (前年度 76，902千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 運営費補助金の申請書の審査・交付決定・補助金の支払い

工程衰の政策目標(指標) 多子世帯の保育料軽減、小児の医療費軽減助成の継続、子育て同盟

による新たな手法の模索

事業内容の説明

事業の目的・概要

私立幼稚園が行う預かり保育(通常の教育時間終了後や休業日等に行う保育)や子

育て支援活動(地域の子どもたちへの施設開放、 2歳児受入等)に要する経費に対して

助成を行うロ

2 主な事業内容 (単位.千円)

事 業 名 予算額 補助率 事 業 内 H廿~ 

子育て支援活動 1/2 子育て支援活動推進事業 (26園) 31， 043 
-預かり保育推 83， 116 
進事業補助金 定額 預かり保育推進事業等 (24園) 52曾 073
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子育て応援課(内線 7 5 7 0 ) 

B目 私立学校振興費 (単位.千円)

本年度 比較
日オ 源 内 訳 {蔚考事 業 名 前年度

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)幼児教育

の質の向上のた (基金繰入金)

めの緊急環境 整 21， 322 01 21， 322 21，322 
備事業

トータルコスト 22，096千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内 容 緊急環境整備事業補助金申請書の審査・交付決定・補助金の支払

工程衰の政策目標(指標) 保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組の実施

事業内容の説明 ( r鳥取県安心こども基金j充当事業]

事業の目的・概要

質の高い環境で子どもを安心して育てることのできる環境を整備するため、安心

こども基金を財源として、私立幼稚園を設置する学校法人が実施する環境整備事業

に対し助成ずる。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事 業 名 予算I額 補助率 事 業 内 n廿h 

幼児教育の 質の 21， 322 認定こども園 112遊具・運動用具・教具・保健衛生

向上のため の緊 上記以外 113 用品等の整備

急環境整備 事業

補助金
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3款民生費

2項児童福祉費 子育て応援課(内線 :7150)
(単位:千円)1目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
lt 源 内 訳

ー備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)中山間地域市町 (基金提入金)

村保育料無償化等モ 43， 300 。43， 300 38， 970 4， 330 
デル事業

トータルコスト 43， 300千円 (前年度 O千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 関係機関との連絡・調整、補助金業務

工程表の政策目標(指標) 多子世帯の保育料の軽減措置など、子育て家庭の経済的負担を軽減し、子

育て支援制度を充実する。、

事業内容の説明 (fこども未来基金」充当事業]

事業の目的・概要

少子化、人口減少の危機に直面している中山間地域において、自治体独自に保育料の無償化等によ

る子育て支援施策の取組により、若者の移住定住など地域活性化に果敢に挑戦する市町村に対して助|

成を行う。

2 主な事業内容

中山間地域の市町村において、保育料等の負担軽減を行う場合に、それに要する経費の一部を助成

する。

ア実施主体 市町村

イ 補助率 算定基準額の 1/2
ウ対象経費 中山間地域※に居住し、地域の保育所、幼稚園、認定こども闘を利用する子ども

の保育料等を、市町村独自に無償化(軽減)するのに必要な経費

※鳥取県中山間地域振興条例で定める中山間地域

<保育料軽減等の想定パターン例>

無償化(軽減〉の内容 ( )内は軽減率

第 1子 第 2子 第 3子以降

無償
〈給食費等の

実費負担が有る
場合を含む)

無償

( 1軽/減2) 
{給食費等の

異質負担が有る
場合を含む)

無償
軽減 軽減 (給食費等の

(1/2 ) (1/3) 実質負担が有る
場合を含む)

無償
(給無食償費等の

無償
(給食費等の (給食費等の

実費負担が有る 実質負担が有る 実質負担が有る
場合を含む) 場合を含む) 場合を含む)

エ予算額 予定市町村 6町

算定基準額 86，600千円X1/2=43，300千円

3 これまでの取組状況、改善点

少子化対策として、子育てしやすい環境づくり及び「もう一人出産したい」という気持ちを持って

いただくため、国の保育料軽減制度に加えて、多子世帯 (3人以上の児童がいる世帯)の保育料を軽

減する市町村に対し単県助成を行っている。
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子育て応援課(内線:7150) 
1自 児童福祉総務費 (単位 千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)森のようちえん (基金繰入金l

等f:デ対ルす事る運営費助 24， 861 。24， 861 22，374 2， 487 
成モ 業
ト タJレコスト 24. 8_6_l千円 (前年度 O千円) [正職員:0.0人l
主な業務内容 補助金事務、関係機関との連絡調整
工程表の政策目標(指標) 子育てに不安な保護者の相談や支援に応じられるよう保育所、幼稚園、児

童館、地域子育て支援センター等の地域の子育て支援拠点を充実させる。
事業内容の説明 (fこども未来基金J充当事業]

事業の目的・概要
近年、多様な保育・幼児然教育が求められ、また、自然体験活動の大切さが見直される中、本県の恵

まれた環境を活かした自 ・地域のフィールドを活用した野外(圏外)保育におけデる子ル事どもの発達を
支援し、平成2τ年度に向けて県独自の新しい認証制度の創設を検討するため、モ 業として事
業者への運営支援を行う。

2 主な事業内容
(1)運営助成事業 21，861千円

自然・地域のフィールドを活用して野外(圏外)保育等を行う事業に対し、新しい認証制度(鳥
取型)の創設を検討するため、モデル事業を実施する。

ア実施主体 県
イ補助率 3/4 、
ウ内容
事業主体 民間事業者 (NPO、p 任意団体、個人)
利用定員 1グルヲ最大20人
利用年齢 3歳児~就学前児童( 定条件の下、年度途中に満3歳となる児童も対象)
職員配置 1グル プには最低2人以上の職員を配置

( 1グループ 15人を超える場合には、更に l人の職員肥置を推奨)
※必要資格、研修受講等の要件を検討

施設基準 -複数のフィ ル建ド物が)あること
-休憩用の施設( があること など

エ補助単価 -基本基準額(年額) 2， 673千円
-資格加算額(年額) 225千円

オ予算額
6施-設基※7保本グ基育ル土準ー額又プは幼稚園教諭の資格を有する者に対し加算

2， 673千円X7 =18，711千円
-資格加算額 225千円X7X2= 3， 150千円

計 21，861千円

(2 )効果研究事業 3， 000 千円(※H26~H28の債務負担行為)
自然・地域のフィールドを活用して野外(圏外)保育等を行うことにより、幼児の発達にどのよ

うな影響を及ぼすか研究する。

ア委託先 鳥取大学地域学部
イ研究内容 県内の森のようちえん及び認可幼稚園等の入所児童の発達について、児童の身体

性、精神性、知性、社会性等の観点から調査を行い、自然を活用した保育事業の効
果を検証する。

ウ研究期間 平成 26年度~平成28年度

3 これまでの取組状況、改善点
鳥取県では、平成 21年に智頭町で「森のようちえんまるたんぽラ」が開設され、その後広がり

を見せている。特に、「まるたんぼうJはメディアに取り上げられた乙ともあり、県外からの通園や、
移住者もあるなど、県外からも注目を浴びている。

<県内の森のようちえん<H25)> 名 称 所在地
森のようちえん まるたんぼう 智頭町
空のしたひろばすぎぼっくり 11 

いきいき成器保育園 鳥取市
hughug大山森のようちえん 伯番町
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l目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7570)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

認定こども園設置促 僅金繰入金)

進事業 22，437 1， 633 20， 804 21. 153 1， 284 

トータルコスト 23， 985千円 (前年度 3，222千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 関係機関との連絡・調整、補助金業務

|工程表の政策目標(指標) 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取

組を実施する。

事業内容の説明 ( r鳥取県安心こども基金」充当事業]

事業の目的・概要

保育に欠ける・欠けないに関わらず、低年齢から就学まで一貫した保育・幼児教育の提供が可能な

認定こども圏の設置促進を図るため、設置者及び利用者への支援及び普及啓発を行う。

2 主な事業内容 (単位.千円)

項 目 事業内容 区分 予算額 補助率

(1)認定こども 幼稚園型認定こども園の届出保育施設等に在 単県事業 874 
園保育料軽減事業 籍する児童を対象とし、以下の補助を行う。

実施主体:認定こども園学校法人あけぼの幼稚園

ー・------- -・岨----
[同時在園保育料軽減]同時入所の2人目以

保育料
l降の保育料を軽減(保育料の1/2を上限)する の1/12
l設置者に軽減額の一部を助成 を上限
，--------------------------------_.晶』ー-ーー------ー・------- ー・---圃曲

[多子世帯保育料軽減]第3子以降の保育料 保育料

lを軽減(保育料の1/2上限)する設置者に軽減 の1/4

l額の一部を助成 を上限

(2)認定こども 私立幼稚園及ひ事私立保育所関係者が行う先進 単県事業 410 10/10 
闘普及促進事業 地視察に係る経費及び職員等に対し研修会を実

施する経費に対して補助を行う。

(3)認定こども 学校法λ美哉幼稚園が行う認定こども園の整 基金事業 21，153 1/2 

圏整備事業 備に伴う幼稚闘改修事業に対して補助を行うロ

dロb、 計 22，437 
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l目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線:7150) 

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源内 訳

備考
国防支出金起債 その他 一般財源

子育て拠点施設等 (財産収入)

整備事業 346， 044 400， 068 ム54，024 2， 988 
(甚金繰入金)

343， 056 

トータ jレコスト 346，818千円(前年度 401.657千円) (正職員:O. 1人〕

主な業務内容 補助金事務、事業計画の管理、基金運用管理事務

工程表の政策目標(指標) 子育てに不安な保護者の相談や支援に応じられるよう保育所、幼稚園、児童

館、地域子育て支援センター等の地域の子育て支援拠点を充実させます。

事業内容の説明 (r鳥取県安心こども基金」充当事業]

事業の目的・概要

保育及び子育て環境の充実を図るため、鳥取県安心乙ども基金を財源として、保育所等の整備を行

う事業者、市町村に対して補助を行う。

2 主な事業内容

( 1 )保育所緊急整備事業 330， 576千円

私立保育所の施設整備等を行う事業者に助成を行う市町村に対して補助する。

0実施主体:市町村

0負担割合:安心こども基金(県)'1/2、市町村 1/4、事業者1/4
0実施事業

-鳥取市.松保保育園(増改築)

-米子市.五千石保育園(大規模修繕等)、住吉保育園(改築)

-倉吉市上北条保育園(改築)

-境港市:美哉幼稚園(保育所) (新設)、栴檀保育園(増改築)

(2 )子育て支援のための拠点施設整備事業 12，480千円

地域の実情に応じた子育て支援事業を実施するため、子育て支援のための拠点、施設の整備を行う

市町村に補助を行う。

0実施主体・市町村

0負担割合:安心こども基金(県) 1/2、市町村 1/2

0実施事業

-倉吉市:倉吉市子育て拠点施設(新設)

-南部町:南部町子育て拠点施設(新設)

(3)鳥取県安心乙ども基金利息積立金 2， 988千円

基金を運用した結果発生した利息を基金lと再度積み立てする。
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L目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線:7150) 

{単位:千円)

fft 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

保育サービス多様化 僅金購入金)

促進事業(障がい児 158， 153 108， 405 49; 748 158. 153 
保育、重度障がい児

保育事業)

トータルコスト 158， 153千円 (前年度 108，405千円) '[正職員:0.0人]

主な業務内容 関係機関との連絡・調整、補助金業務

工程表の政策目標(指標) 働き方・社会参加を応援するための保育制度(延長保育、一時保育、乳児

保育、障がい児保育、J病児・病後児保育、夜間保育、休日保育等)を充実

させる。

事業内容の説明 [fとっとり支え愛基金J充当事業]

事業の目的・概要

各市町村が特別な支援が必要と認めた障がい児又は重度障がい児に対して、保育士等を配置する場

合に助成を行う。

2 主な事業内容

ア実施主体 市町村

イ補効率 1/2 

ウ対象児童 市町村が特別な支援が必要と認めた児童

エ要 件 児童 1人につき保育土等を 1人以内配置する。

<現制度> 重度障がい児l人に対して保育士 1人の甑置、その他の障がい児2人に対して

保育士 1人の配置に対する助成 (補助率 1/3)

補助基準額 負担割合

対象児童1人につき 県 1/3 
重度 148， 500円/月 市町村 2/3 
重度以外 74，250円/月

<新制度> 障がいの程度に関係なく、特別な支援が必要と認めた児童に対して保育士等を

配置する場合に助成 (補助率 1/2)

補助基準額 負担割合

保育土等l人につき 県 1/2 
148， 500円/月 x1/2 (※)=74，250円 市町村 1/2 

※障がい児保育については、国から市町村へ対象児童2人につき 1人の保育士

を配置する地方交付税措置が行われていることから、当該措置額は除く。

オ予算額 158，153千円

3 これまでの取組状況、改善点

現行制度は、重度障がい児と障がい児で補助基準額に差を設け、また、保育土配置についても重度

障がい児には保育士を l人配置、障がい児には2人に 1人以上の保育士を配置することとしている。

近年、発達障がいの子どもが顕在化してきでおり、重度・軽度の判定に関わらず、子どもの特性に

応じた保育士等の配置が必要となってきている。
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1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線:7 1 5 0) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

促事保業育進)事サ業ビ(乳ス多児様保化育 14， 970 14， 782 188 14， 970 

トータルコスト 16， 518千円 (前年度 16，371千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 関係機関との連絡・調整、補助金業務

工程表の政策目標 多様な働き方・社会参加を応援するための保育制度(延長保育、一時保育、
(指標) 乳児保育、障がい児保育、病児・病後児保育、夜間保育、休日保育等)を

充実させる。

事業内容の説明

私立保育所が、途中入所の乳児を担当する保育士を年度当初から配置する経費について、市町村を
通じて助成する。

補助対象経費 途中入所乳児を担当する保育土を年度当初から3ヶ月配置する経費

4市 助 率 県 1/2 市町村 1/2 
補助基準額 保育士l人あたり: 5，940円x21日x3ヶ月 (4-6月) = 374，220円

(1保育所あたり2人までを上限とする)

途中入所児童数 配置する保育士数 保育所数 予算額(千円)

3人以上 1人 22 4， 117 dロb、雪ロι1 

6人以上 2人 29 10，853 14， 970 

保育所に対する総合
支援事業(保育対策 299， 823 281， 583 18， 240 149，911 149， 912 
等促進事業}

トータルコスト 302， 919千円(前年度 284，761千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 補助金事務、関係機関との連絡調整

工程去の政買Ilt票(指標) 認定こども園の設置促進及び保育 p 幼児教育の質の陶上を図るための各種取組

を実施する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

地域の実情に応じた保育サービスを実施する市町村に対して経費の一部を助成する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

事業名 事 業 内 n廿~ 高容 課長 予算額

延長保育事業 保護者の就労形態の多様化への対応として、民間保 65 228， 140 
育所において 11時間の開所時間を;超えて保育を行

つ。

休日保育事業 保護者の勤務等による休日保育需要への対応とし 国1/3 6， 875 
て、保育所で日曜・祝日等に保育を行う。 県1/3

夜間保育事業 保護者の勤務等による夜間保育需要への対応とし 市町村 1， 684 
て、保育所で夜間の保育を行う。 1/3 

病児・病後児 保護者の勤務等により病気の際自宅で保育を行えな 15 63， 124 
保育事業 い場合、保育所、病院等において病気の児童あるい

は回復期の児童を一時的に保育するほか、保育中に

体調不良となった児童への緊急対応等を行う。

'Ei 、 言十 L__ill， 823 
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l目 児童福祉総務費

財
事業名 本年度 前年度 比較

国l事支出金

子育て応援課(内線 :7150)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

保育所に対する総合
支援事業(低年齢児 168， 984 160，359 8， 625 

〆
168， 984 

等受入保育所保育主
特別配置事業)

トータ jレコスト 169，758千円(前年度 161.947千円) (正職員:0， 1人〕

主な業務内容 補助金の申請・交付、保育所指導、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 子育てに不安な保護者の相談や支援lご応じられるよう保育所、幼稚園、児童

館、地域子育て支援センタ一等の地域の子育て支援拠点を充実させます。

事業内容の説明 、

事業の目的・概要

各保育所に配置される保育土の増員を図ることによって児童の健全な育成を促すとともに、保育土

の就労環境の改善を図るために正規雇用を促進することを目的とし、 1歳児及び3歳児の担当保育士

の加配を行うための経費を助成する。

2 主な事業内容

国の定める基準保育士配置数よりも手厚く保育土を配置した場合に、それに要する経費の一部を助

成する。

0実施主体:

-補助要件を満たす公立保育所を運営する市町村 (参考}保育士配置基申

-補助要件を満たす私立保育所に間接補助を行う市町村 区分 加直後の...偉

0補助率:補助基準額の 1/2 。絵児 3: 1 3: 1 

0負担割合:県 1/2、市町村 1/2
μ 1 ! L l 日d九rコ九6叫戸川五出 J:F'"一~件孟 5・…1'."(.""

撲春0補助額.非正規職員単価 148，500円/月
I 30" I 30" 

正規職員単価 259，000円/月

※単価は加配後の職員数から国の定める基準による職員数を引いた人役差1. 0人当たり

(1)低年齢児(1歳児)加配 (予算額 :129，466千円)

1歳児が5人以上入所している保育所を対象として、 1歳児の数に対する担当保育士数の割合が

4.5: 1となるような保育士の加配を行う場合に助成する。

(2) 3歳児加配 (予算額 :39，518千円)

3歳児が 16人以上入所している保育所を対象としで、 3歳児の数に対する担当保育士数の割合

が 15・1となるような保育士の加配を行う場合に助成する。
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I目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

子育て応援課(内線 :7570)

(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

保育・幼児教育の質! (基金繰入金)

の向上強化事業 14， 855 15， 565 ム710 8， 120 6，713 

[雑入) 22 
トータJレコスト 19，498千円(前年度20，331千円) [正職員:0.6人 非常勤職員:2. 0人]

主な業務内容 保育所訪問指導、研修の企画立案、関係機関との調整

工程表の政策目標 認定乙ども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組を

(指標) 実施する。

事業内容の説明 [ r鳥取県安心こども基金」充当事業]

事業の目的・概要

保育専門員による保育所等訪問、保育士等を対象にした保育所保育指針実践研修等、各種研

修の実施、市町村が実施する研修事業への助成等により、保育・幼児教育の質の向上を図る。

2 主な事業内容
(1)保育所・幼稚園訪問指導 (5，836千円)

保育専門員(東部・西部f~ 1名ずつ配置)と幼児教育専任指導主事(教育委員会に 3名配

置)が、保育所、幼稚園等を訪問し、保育の内容等に対して指導助言を行い、就学前の保育

-幼児教育を支援する。

(2)保育の質の向上のための研修事業 (9，019千円)

保育に従事する者の資質向上を図るため、県が各種研修会を実施又は市町村が実施する保

育土等研修事業及び研修会参加のための代替保育士に要する経費を助成する。

①県が実施(委託・補助含む。)するもの (単位:千円)

区分 戸研 4主 内 n廿旬 予算額

直営 保育所保育指針実践研修、非常勤職員等スキルアップ研修、家庭支 739 
援研修 (4講座、 9回)

委託 -障がい児保育担当者研修、乳児保育担当者研修(1， 000) 2，725 
(委託先.子ども家庭育み協会)

-人権・同和保育研修(委託先.人権保育連絡会) (975) 
-市町村保育リーダー養成研修(委託先:鳥取大学) (750) 

補助 -新任、主任保育士、所長研修、鳥取県保育推進研究大会(実施主 900 
体:子ども家庭育み協会)

合計 [財源]鳥取県安心こども基金1/2、一般財源1/2 4， 364 

②市町村に対して補助するもの

市町村の保育土等研修事業、研修会参加のための代替保育士経費に対する助成 (4，655千円)

[実施主体]市町村 [補助率J1/2 [財源]鳥取県安心こども基金
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l目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国周波出金

(新)認定こども園

子育て応援課(内線 :7570)

(単位:千円)

1原 内 訳
備考

起債 その他 一醐撤

機能強化推進事業 2. 588 。2， 588 2， 588 

下一タJレコスト 3， 362千円(前年度O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 研修会開催等の事務の委託、関係機関連絡調整

耳 臨 澱 目 標骨鵬 子育てに不安な保護者の相談や支援に応じられるよう保育所、幼稚園、児童館、

地域子育て支援センタ一等の地域の子育て支援拠点を充実させます。

事業内容の説明

事業の目的・概要

認定乙ども園は、保育所と幼稚園の機能を有するとともに、保護者の子育て力の向上支援や

保護者が希望するときに子育て相談ができるための体制整備を行うことが求められている。(認

定こども園法)

しかし、認定こども固における子育て支援機能の質の確保策については、まだ確立された方

法がない状況であることから、認定こども薗が果たすべき子育て支援機能、さらに親育ち支援

機能のあり方について、本県で先導的なモデル事業を実施し認定こども閣の機能強化を行う。

(モデル事業実施期間:平成25-26年度)

2 主な事業内容

認定こども園に通う保護者及び園のある地域の保護者を対象に研修相談等を行うロ

(委託料2，588千円、平成25年度 l園、平成26年度3園で実施予定) (平成25年度は9月補正】

(1)定期的な研修・グループワークの実施

子育て研修テーマ例 研修開催方法

[子育てをいつ楽しむの?今でしょ!1 
子どもの幼児期から思春期までの発達ってどうなっているのかな? これらのテーマに関

保護者のしつけが子どもの社会性に与える影響ってどうなっているのかな? して月に 1回程度開

子どもの性差による遊びと行動の違いってどうなっているのかなっ 催

子どもの年齢とQOL(生活の質)の変化ってどうなっているのかな?

親子の紳が深まるちょっとしたふれ合い方ってどんなのかな。

楽しい育てのための保護者同士の紳の持ち方ってどんなのかなっ

キ 親の子育てカの向上に加えて、同じ地域で同じく育児に困っている人が、継続的

に同じ時間・情報を共有することにより地域でのつながりもできる。

(2 )個別相談の実施

上記のほか、子育て一般に関する相談も含めて個別の相談ブースを設けて相談会を実施。

(3 )定期的な成果の検証と普及啓発

. 保護者に対し、事業の実施前と後にアンケート調査等を行い、「子育てに対する心の充実

感の変化Jr心の健康度」及び「疲労度」等を保護者自らが振り返る機会を作るロ=今親とし

ての成長に自ら気づくことができる。

事業成果については、報告書としてまとめる。

. 研修グループワーク実施時には、他の認定こども園等に情報提供し、他園職員の参加を

促す。

. 従来からある私立幼稚園代表者会等において、実施内容について実践発表を行う@
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l目 児童福祉総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較 目オ

国府支出金

子育て応援課(内線 :71.50)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

鳥取県多子世 帯 保

育所保育料軽減子 320，170 319，985 185 320， 170 

育て支援事業

トータルコスト 320， 944千円(前年度 320，779千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金事務、予算業務、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 多子世帯の保育料の軽減措置など、子育て家庭の経済的負担を

軽減し、子育て支援制度を充実する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

少子化対策として、多子世帯(子どもが 3人以上いる世帯)の第 3子以降の児童の

保育料を 1/3以下に軽減する市町村に対して助成する。

2 主な事業内容

本制度は、多子世帯にとってより有利となるよう、国の軽減制度と県の軽減制度を

組み合わせて兄弟姉妹の保育料を軽減し、多子世帯の保育料総額を抑える鳥取県独自

の制度である。

(保育料負担割合 県1/3、市町村1/3、保護者 1/3)

[国制度と県制度のちがい]

<国の軽減制度>

同時入所している 2人目、 3入自の保育料が軽減される。

同時入所 l人目軽減なし、 2人目 1/2、 3人目以降無料。

<県の軽減制度>

同時入所に関係なく、第 3子以降の児童(同時入所の場合は国の軽減の対

象とならない最年長の児童)の保育料が 1/ 3 1::軽減される。

0保育料軽減の例(保育料月額 1人 3万円の場合)

( 1人のみ入所の場合〉 (3人同時入所の場合)

入所児童 保育料 国軽減 県軽減 軽減後の
入所児童 保育料 国軽減 県軽減 軽減後の

保育料 保育料

第 3子 30， 000 1/3 10， 000 第 1子 30， 000 113 10， 000 

第 2子 30， 000 1/2 16， 000 
第 3子 30， 000 無料 。

世帯保育料 25， 000 

-129-



子育て応援課(内線 :7150)

1目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 財 源 内 訳 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

産休等代替職員費 24， 750 26， 000 ム1， 250 24， 750 

補助金

トータルコスト 25， 524千円 (前年度 26，794千円) [正職員:O. 1人l

主な業務内容 補助金の申請・交付、保育所指導、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)認定乙ども困の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組を実

施する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

児童福祉施設等の職員(保育士、栄養士等)が出産又は傷病のため、長期間休暇を必要とする場合、

産休等代替職員を臨時的に雇用するための経費について助成を行う。

2 主な事業内容

[実施主体]社会福祉法人等

[補助率]定額(財源県10/10)
[補助対象期間]

-産休・出産予定日の8週間前(多胎妊娠の場合は 14週前)の日から産後8週間を経過するまでの

日

-病休:休暇開始 31日目から 90日までの期間において、その職員が休暇を継続する日

病児・病後児保育 2，994 7，488 ム4，494 2， 994 

普及促進事業

トータルコスト 3， 768千円 (前年度9，077千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 関係機関との連絡・調整、補助金業務

工程表の政策目標(指標) 病児・病後児保育の拡充に向けた支援

事業内容の説明

事業の目的・概要

国庫補助要件に満たない施設等に対して、市町村と協調して支援を行う。

2 主な事業内容

(1)国の補助要件に満たない小規模な受入施設等に対する助成(1， 000千円)

<補助基準額> 年額 2. 000千円(国庫補助の基本額(病後児対応型)と同額)

(3施設実施予定}

※国の補助要件

-職員自己置 看護師等:利用児童おおむね10人につきl人以上

保育士.利用児童おおむね3人につきI人以上

-年間延利用児童数:10人以上

(2 )病後児保育を行う届出保育施設等に対する運営費助成 (1，494千円)

<補助基準額> 166千円/月(国庫補助の基本額(病後児対応型)と同額年2，000千円)

(2施設実施予定)

(3 )届出保育施設等が病後児保育を実施するため、施設改修及び備品整備を行う経費に対する助成

(初年度のみ) (500千円)

<補助基準額> -施設改修 500千円

-備品整備 500千円

(4)負担割合 県 1/2 市町村 1/2 ※ (2 )、 (3)については、市町村負担は任意とする。
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l目 児童福祉総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較 日オ

国庫支出金

子育て応援課(内線 :7150)

(単位千円)

源 内 訳 備考

起債 その他 一般財源

届出 保 育 施 設等 (基金繰入金)

運営助成事業 16， 704 I 2， 450 14， 254 15，033 1. 671 

トータルコスト 17， 478千円 (前年度 3，244千円) [IE職員:O. 1人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整、監督指導、立入調査

工程表の政策目標 認定こども閣の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための

(指標) 各種取組を実施する。

事業内容の説明 [ rこども未来基金」充当事業]

事業の目的・概要
入所児室の処遇向上を図るため、指導監査基準を満たしている届出保育施設等(認

可外保育施設)に対して運営の支援を行う。

2 主な事業内容
届出保育施設等の運営に助成を行う市町村に対して、入所児童数に応じた補助金を

交付す
[実施る助。主体] 市町村
[補 率] 事業者内保育施設 1/4 

その他の保育施設 1/2 

(市町村任意負担)以児指
{要 件] -園、県、市町村 外のものが設置していること

-月極で入所する 童数(年平均)が 6人以上であるとと
-認可外保育施設 導監督基準を満たしていること
-県が指定する研修会に参加しているとと

[補助単価(新設)1 (児童一人当たり/月) (円)
|年齢区分| 0歳 1、 2歳 3歳 4歳以上
|保育単価 124， 750 115  380 I、8 3 4 0 I 7 1__L0 I 

[補助限度額]
< 現行> <見直し後>

入所児童数区分
年限度額

入所児童数区分
月限度額

(千円) (千円)
6人以上 10人未満 75 。6人以上 20人未満 1 9 5 

1 0人以上 20人未満 150 20人以上 30人未満 325 
2 0人以上 30人未満 250 30人以上 455 
3 0人以上 40人未満 350 

40人以上 450 

※補助率 10/1 0 ※補助率 事業所内他 1ノ//4 (市町村村任任意意負負担)
その:1'/2 (市町 担)

3 これまでの取組状況、改善点
現行の単価は、認可保育所運営費国庫負担金のうち、児童の一般生活費相当月額 1

万円を基準に年額としたものであり、認可保育所運営費に比べると極端に低い額とな
っている。

認可外保育施設等は、自宅及び勤務先から遠い等保護者の希望する認可保育所に入
所できない児童が入所し、また、認可保育所と阿様中途入所希望者が増えている施設
もある。

入所児童の処遇改善を進める上でも運営助成は必要であり、このたび補助単価を見
直し、認可保育所と同様に年齢毎に単価を定め、年額を月額とするとともに、乳幼児
加算 (0~ 2歳児に係る月額補助)は廃止する。

ー131-



l目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比 較
国庫支出金

子育て応援課(内線 :7570)
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

保育士登録事業 1. 358 1. 317 41 (手数料)

1. 358 

トータルコスト 2， 132千円 (前年度 2，111千円) [正職員:O. 1人l

主な業務内容 委託契約事務、、保育士登録事務、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組を

実施する。

事業内容の説明

保育土の登録事務(保育士証の作成、送付、書換え等)を社会福祉法人日本保育協会に委託するた

めの経費である。

(基金繰入金)

保育士再就職支援研 (2， 300) (6， 296) (ム3，996) (1， 150) (1， 150) 

修事業 2. 300 2， 300、 1. 150 1. 150 

トータルコスト 3，848千円(前年度3，889千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 潜在保育土の掘り起こし、再就職支援研修の実施、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組を

実施する。

事業内容の説明 ※上段( )は商工労働部の緊急雇用創出計上分を含む額
( r鳥取県安心こども基金」充当事業]

事業の目的・概要
県内の保育士需要に対応するため、保育士資格を持ちながら保育所で働いていない者(潜在保育士)

の再就職を支援するため、潜在保育士を対象とした研修を開催する。

2 主な事業内容
潜在保育土等の再就職を支援するため、県社会福祉協議会に委託して研修を実施するロ

研修は、実務経験が少ない方向けの初任者研修 (8日程度)と、一定の経験のある方向けの一般

研修 (3日程度)の2種類を実施する。

【財源]鳥取県安心こども基金1/2、一般財源1/2

3 これまでの取組状況、改善点

保育士再就職支援研修事業を平成22年度から実施しているが、年度途中の保育土確保は依然困難な

状況であるため、潜在保育士の掘り起こしを行うため、再就職支援研修を継続して実施する.
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子育て応援課(内線 :7150)

1目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取県保育士等修学

資金貸付事業 23， 640 6， 000 17， 640 23， 640 

トータルコスト 25， 188千円(前年度10，766千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 鳥取短期大学で保育土等を目指す者に対する奨学金の貸付業務

工程表の政策目標(指標) 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組を

実施する。

事業別容の説明

事業の目的・概要

保育専門学院が果たしてきた役割を鳥取短期大学に一本化するに当たり創設した鳥取県保育

土等修学資金制度の運営に要する経費である。

2 主な事業内容

(1)修学資金の対象期間等

平成26年度から平成30年度までの鳥取短期大学幼児教育保育学科入学生

(2)修学資金の対象者

次の要件の全てに該当する鳥取県在住者

-鳥取短期大学に入学しようとする者又は在学している者であること。

-将来県内において保育士又は幼稚園教諭としてその業務に従事しようとする者であること。

-経済的理由により鳥取短期大学への進学が困難であると認められること。

-県から同種類の奨学金の貸与又は給付を受けていないこと。

( 3 )対象人数

2 5名

(4)修学資金の額

修学資金の種類 金額 (2年分) 貸付時期

l 入学支援資金(全員) 240千円 入学前

2 -1 奨学金 1(世生帯活等保)護、市町村民税非課税 1， 440千円
四半期毎

2-2 奨学金2(一定の所得基準を満たす者等) 720千円

(5)所要額

平成27年4月入学生入学支援資金 240千円 X25名 ~6 ， 000千円

平成26年4月入学生(奨学金 1)平成26年度分 720千円x13名~9 ， 360千円

平成26年4月入学生(奨学金2)平成26年度分 360千円 x23名 ~8， 289千円
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子育て応援課(内線 :7150)

l目 児童福祉総務費 (単位・千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
園周[支出金 起債 その他 一醐槻

(新)鳥取短期大学

(幼児教育保育学科) 3. 177 。3.177 3. 177 
教育充実支援事業

トータJレコスト 3. 951千円.(前年度O千円) [正職員:O. 1人l

主な業務内容 補助金交付事務、関係機関連絡調整!

エ狸衰の蹴目標骨鞠 認定こども閣の設置促進及び保育 1・幼児教育の質の向上を図るための各種取

組を実施する。

事業内容の説明

事業の目的・概要

鳥取短期大学では、平成26年度から定員を 25名増やして、平成26年度末の保育専門学

院廃止後の県内の保育土養成課程の維持を図られる乙ととなっている。

これに伴い、保育実習にカを入れてきた保育専門学院の伝統を鳥取短期大学でも引き継ぎ、

今まで以上に充実させるため、同短大では 1名の専任教員の雇用を行う予定である。

ついては、本教員増に停う経費について県として応分の負担を行うため次のとおり支援を行

つ。

2 主な事業内容

新規に雇用する教員人件費相当分について、 1/2の補助を行う。

区 分 内容

雇用主体 鳥取短期大学

雇用される者 准教授相当 1名

主な業務 定数増に伴って保育実習を充実するために必要な業務に従事

対象経費 給料、諸手当、共済費(事業主負担分)
、

事業開始年度 平成26年度から 5年間(定数増を行う年度から 5年間)

県の補助率 1/2 

. 
3 所要領(債務負担行為設定済)

H26 H27 H 28 H29 H30 '総額

3， 177千円 3， 177千円 3， 177千円 3， 177千円 3， 177千円 15， 885千円
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l目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7150)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)子育て力向上 僅金繰入金)
支援事業 1. 000 1. 000 900 100 

トータルコスト 1. 774千円(前年度 O円) (正職員:O. 1人〕

主な業務内容 補助金事務

工程表の政策目標(指標)子育てに不安な保護者の相談や支援に応じられるよう保育所、幼稚園、児童

館、地域子育て支援センタ一等の地域の子育て支援拠点を充実させる。

事業内容の説明 [fこども未来基金J充当事業]

事業の目的・概要

近年、子どもとの接し方がわからない保護者や子育てに不安を抱いている保護者が増えてきている。

保育所や幼稚園を利用する保護者に保育者体験をしてもらうことで、子どもの育ちゃ保育に関する保

護者の理解を促進して親の子育て力を高めるとともに、保育所等の保育・教育の質の向上を図る。

2 主な事業内容

保護者の 1日保育者体験とそれに関連した研修会、報告会等を実施する園に対して補助を行う。

0実 施 主 体:市町村

0事業主体:保育所、幼稚園、認定こども圏、届出保育施設等

0補助基準額:1園当たり 100千円を限度

0補助対象事業:(1) (2)両方の事業を実施する圏

( 1 )保護者の 1日保育者体験

(2) (1)と連携させた子育て力向上に関する研修会、報告会等

0対象経費:(2)に係る経費(アドバイザー・講師等の謝金、旅費、印刷製本費等)

届出保育施設等保 l基金繰入金l
育士資格取得支援 516 516 。 387 129 
事業

トータ Jレコスト 1. 290千円 (前年度 1. 310千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内 容 補助金事務、予算業務、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標)認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組を

実施する。

事業内容の説明 cr鳥取県安心こども基金」充当事業]

事業の目的・概要

届出保育施設等に勤務している保育士資格を有していない保育従事者の保育士資格取得を支援する

ことにより保育士を確保し、こどもを安心して保育することができる体制整備を行う。

2 主な事業内容

届出保育施設等に対し、保育士養成施設の講座を受講する保育従事者の代替職員を雇用する際の雇

上に係る経費の補助を行う。

<対象 者> 認可外保育施設指導監督基準を満たす旨の証明書の交付を受けた届出保育施設等

に勤務している保育士資格を有していない者

<補助率>基金 3/4 県 1/4
<補助基準額> 代替保育従事者雇上費 1日につき 5. 920円

<予算額 >'516千円
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子育て応援課(内線 :7570)
" 日 w 正王己 目ニl-IJL. lJ'lニ1>'J7J (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 般財源

(新)保育教諭 (基金繰入金)
確保等等のため 15，822 。15，822 7， 911 7， 911 
の資格 取 得
支援事業
ト タルコスト 17，370千円 (前年度 O千円) [正職員:0， 2人]
主な業務内容 補助金の申請・受付、関係機関との連絡調整
工程表の政策目標 認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各
(指標) 種取組を実施する。
事業内容の説明 rr鳥取県安心こlども基金」充当事業]

事業の目的・概要
平成 27年度から施行される予定の子ども・子育て支援新制度において、幼保連携

型認定こども闘で勤務する職員は、保育土資格と幼稚園教諭免許ぞ状を併有する保育教
諭である必要があることから、保育教諭を確保するため、それ れの資格・免許を取
得するための受講料等の一部を助成し、資格等の取得を支援する。

また、保育士不足を解消するため、幼稚闇免許状所有者及び保育所等に勤務する保
育士資格を有していない者の保育士資格取得を支援する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

項目 事業内容 予算額 補助 補助
上限額 率

( 1 )保 育教諭確保 指定保育土養成施設に単おいて保 2， 349 
のための幼稚す園免許 修育土資格取得に必要な イ立を履
状保有者に 対 る保 するために要する経費(受講
育士資格取得支援 料)及び単位履修に必要となる

面接費授業を受講する際の代替職
員経 の一部を助成する。

--・・曹司・，ーーーーーーーー・・・・・・・・・.ー・------・---- M 邑晶圃------ー・・・・ーーーー
;受講料補助 100 1/2 

ーーー----圃合幽晶画圃.ー・・ー--------------
Jl代替職員経費の補助 5， 920円 定額

(日額)

( 2 )保育土の資格 指定保育士養成施設において保 10，900 
取得 と 継 続雇用の支 育士資格の取得に必要な単位を
援 履修するために要する経費(受

講料)の一部を助成する。
-・・・・・・--・・--・・---晶ー・----・・.-・・・・・・・-----ー--ー』ー---・ ー旬・ー-----
;受講料補助 100 112 
: (幼稚園免許状保有者)

四・"・開--ーーー』ーー -・・・-------------_ 
;受講料補助 300 112 
， (保育所等従事者)

( 3 )保育教諭確保 大学取等において幼稚園教諭免許 2， 573 
のための保育士資格 状 得に必要な単位を修講得する
保有 者 に 対する幼稚 ために要する経費(受 料)及
園教諭免許 状取得支 び修得に必要となる面接授業を
援 受講する際の代替職員経費のー

部を助成する
ーー・・・・・--岡田司胴胃-------ー---ー-ーーーーー・ーーー.圃・ー.ー・・・・-------------
;受講料補助 100 1/2 

ーー白ー岨ーーー・ーー・----・--・------------
:代替職員経費の補助 5， 920円 定額

旧額)

ぷE〉Zh 言十 15，822 ~ 
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.叫

l T草花ゴ 宵 7
比較| 財 源 内 訳 |備考

I 国庫支出金|起債|その他| 一般財源

目保育緊急確保1430，9291406，7231 24，2061 271， 4161 1 l' 159，513 

事業 I I I I I I I 
トータルコスト 1434，799千円 (前年度 408，311千円) [正職員:O. 5人]

主な業務内容 l補助金の申請・交付、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標|子育て?子どもの育ちを、家庭、企業、地域社会それぞれが支え、子ど
(指標) Iもに目が行き届き、子どもが安全に安心して遊んだり学んだりすること

ができる、安心して子育てをする ζ とができる社会環境の実現を目指す。
事業内容の説明
T 事業の目的・概要

因の保育緊急確保事業を活用し、子ども・子育て支援新制度への円滑な移行を図る
ため、小規模保育事業などの新制度における施設型給付・地域型保育給付に移行する
事業や、地域子育て支援拠点事業など新制度における地域子ども・子育て支援事業を
先行的に支援する。(昨年度は「安心こども基金」を活用して事業実施)

1日 開輩福布ト総務費

事業名|本 年 度 l前年度

子育て応援課(内線 :7570)

2 主な事業内容
次の取組を行う市町村に対し補助する。

細事業名 事業内容 予算額

①認定こども園事|幼稚園型認定こども園の O ，~ 2歳児の受入れに要す 1 30，537 
業(幼稚園型) 1 る経費を助成する。

②保育士等 処 遇改 l私立保育所の保育士等の処遇改善に要した経費及び 1 141，019 
善臨時特例事業 |当該事業に伴う市町村事務費を助成する。

③乳幼児家庭全戸|生後 4か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、 I 13，480 
訪問事業 |子育て支援に関する情報提供や養育環境等の把握を

行う.

④養育支援訪問事|養育支援が必要な家庭に対して、訪問による育児の 1 12，530 
業 |援助や技術指導等を行う。

⑤7yミリー・付。ート・|児童の預かり等の援助を受けることを希望する者と、 1 20，954 
センター事業 |援助を行うことを希望する者との相互援助活動に関

する連絡.調整を実施する。

⑥子育て短期支援!保護者が、疾病・疲労等により児童の養育が一時的に 1 4， 069 
事業 |困難となった場合等に児童養護施設など保護を適切に

行うことができる施設において養育・保護を行う。

⑦地域子育て支援 l地域において子育て親子の交流の促進、子育て等に I 174，236 
拠点事業 |関する相談・援助等を行う。

③一時預かり事業|保護者の疾病、育児等に伴う心理的・肉体的負担の 1 30， 087 
解消等による緊 急・一時的な保育サービスを提供す
る。

⑨へき地保育事業|へき地にある保育施設に対し補助を行う。 I 3， 000 

⑬子どもを守る地|子どもを守る地域ネットワーク(要保護児童対策地 I 1， 017 
域ネットワーク機|域協議会)の専門性強化、連携強化を図る。
能強化事業

合計 1 1 430，929 
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子育て応援課(内線:7570) 

(単位千円)
ー一一ー守一一一一一「

訳内源
「
債起

財

児童福祉総務費1目

(新)子ども・子育て

支援新制度に係る電

子システム構築等事

業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標

(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

子ども・子育て支援新制度が本格施行される平成27年4月に向け、必要な電子システムを構築す

る市町村に対し、システム整備費の補助を行う。

備考
一般財源その他

(基金繰入金1

178，693 

国庫支出金

比較

178， 693 

前年 度本年度

178， 693 

名業事

179， 467千円 (前年度O千円) [正職員:O. 1人]
補助金交付事務、関係機関との調整

認定こども園の設置促進及び保育・幼児教育の質の向上を図るための各種取組

を実施する。

(i鳥取県安心こども基金」充当事業]

2 主な事業内容

( 1 )補助率

定額補助(鳥取県安心こども基金)

(2)補助対象経費

子ども・子育て支援新制度施行に必要なシステムの開発、改修に係る経費並びに電子システムの

規模・仕様の確定に必要となる基礎データの把握経費等。

(3 )予算額

178，693千円

(4)システムの概要

区分 システムの概要 構築期限

支給認定者 住基情報や税務情報とリユrクして支給申請審査、利用者負担区 平成26年

情報管理 分の決定、支給認定証を発行するシステム 9月まで

確認事業者 確認申請書審査や事業者情報登録・管理を行うシスァム 平成26年

情報管理 9月まで

審査・支払 施設・事業者からの請求書を受け付けて給付費の支払実績を管 平成27年

実績管理 理するシステム 3月まで

-買の街臨時された学後教
育・冊青の提供覧藷

{
教
育
・
保
育
飽
設
】

職難融輔鞭!野
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1目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

間程支出企

子育て応援課(内線 :7868)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一糊撤

放課後児童クフブ設 (基金繰入金)

置促進事業 520. 344 352. 732 167，612 209， 923 40， 255 270， 166 

トータルコスト 524，214千円(前年度355，910千円) 〔正職員:O. 5人〕
主な業務内容 補助金事務、研修会の開催

工程表羽蹴目際世鵬 放課後児童クフブの設置を促進するとともに、開設時間等の内容を充実させる。

事業内容の説明 [fこども未来基金」充当事業]

I 1 事業の目的・概要

仕事と子育ての両立を支援するため 昼間保護者のいない家庭の児童を預かる放課後児童クラブ|

の運営費、放課後児童クラブを実施するために必要な設備の整備等に係る費用について、市町村に

対して助成を行う。また、指導員を対象とした研修会を開催する。

2 主な事業内容

平成27年度関始予定の子ども・子育て支援新制度において、放課後児童クラブの対象児童は現

状の f3年生まで」から f6年生まで」に拡大されることから、従来の運営費、施設整備費助成に

加えて各市町村における新制度への移行が円滑に進むよう、平成26年度に前倒しして行われるク

ラブの量と質の充実に対してハードとソフト両面の支援措置を拡充する。

(1)運営費助成[放課後児童健全育成事業J420，747千円 (前年度349，911千円) (単位:千円)

区分 内容 予算額

l 国庫補助事業 児童数、開設日数に応じて運営経費の補助を行う 336， 641 
(国1/3、県1/3、市町 (16市町村139クラブ)

村113) ※小規模クラブについては単県で補助 (3町村5クラブ)

2.単県補助事業 (1)小規模クフブ(19人以下)の運営費、及び児童数10~ 7， 652 
(県1/2、市町村1/2 19人・開設日数250日以上の国庫補助対象クラブの運営費に

又は県3/4、市町村114) 552千円の上乗せ助成を行う。(県112、市町村1/2)
(2)長期休暇開設加算

夏休み等の長期休暇期間に l日8時間以上開設する場合、 26， 364 
平日の開設時間との差分の運営費の補助を行う。

0新制度に向けた前倒し支援〈臨時>(県3/4、市町村1/4)
' 新たに夏休みのみの利用児室を受け入れる場合又は;

i夏休みのみのクラブを開設する場合に、かさ上げ助成i

: (1年間限り)を行う。 (4市町11クラブ).1.106千円 l

(3 )障がい児加算〈拡充>(県1々 、市町村1/2)
市町村が特別な支援が必要と認めた児童1人につき専門 46曾 310

的知識を有する担当職員を l人以内配置する場合に配置人

数に応じて補助を行う。

(4 )資格を持つ放課後児童指導員への加算〈新規〉

放課後児童指導員の資格を有する者を雇用し、現に処遇 3， 780 
の改善を行う場合に補助を行う。(県3/4、市町村114)

ぷ口〉、 言十 420，747 
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(2 )設備整備助成[放課後児童クラブ環境改善事業12， 666千円 (前年度2，666千円)

放課後児童クラブを実施するため陀必要な設備の整備等に係る費用について助成。

区分 I 26年度予定 | 予算額 | 負担割合

設備の整備 I 2市4クラブ I 2， 666千円 | 国1/3、県1/3、市町村1/3
(3)研修会の開催[指導員資質向上事業1155千円(前年度155千円〉

区分 I 26年度予定 | 予算額 | 負担割合

指導員研修 | 年l周実施 I 155千円 | 国1/3、県2/3

(4)施設整備費助成〈臨時> 96，776千円

放課後児童クラブの施設整備の促進を図るため、市町村などに対し、 J対象年齢を拡大しτヌけ入i
lれを行う場合に施設整備費の単県かさ上げ(1年間限り)をして助成する。 16，336千円:

負担割合:国1/3[1/幻、県1/2[1/3)、市町村1/6 [1/3) 

※[  )内は国庫補助スキーム上の負担割合

<実施予定> (単位:千円)

実施主体数 | 施設数 |整備区分|補助基準額|補助金額| 内訳

3市l町 6クラブ |改築・拡張 I120， 660 
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l目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較

(新)男性の子育てし

国庫支出金

子育て応援課(内線 :7148)
(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 ー般財源

やすい企業支援奨励金 4. 500 。4. 500 4. 500 

ト ータルコスト 9. 917千円(前年度O千円) (正職員:'0， 7人〕

主な業務内容 奨励金要綱作成、奨励金の支給事務等

工程表の政策目標(指標)勢安手法戸宇野t捜索24228援護主要3弘之ークライフパ

事業内容の説明

事業の目的・概要

‘配偶者の産前、産後休業期間は夫である男性の育児参加が重要な時期であるため、企業に対して、

子育ての最初の段階で男性が育児に積極的に関わることのできる休暇制度の整備・利用を推進するた

めの奨励制度を設け、男性の育児参加休暇・育児休業の取得を促進するロ

2 主な事業内容

(単位:千円)

項目 事 業 内 容 予算額

(新)男性の子 労働者に対して育児参加休暇及び育児休業等を取得させた事業主に対し 4. 500 
育てしやすい企 て奨励金を支給する。【従業員数が100人以下の事業主1(平成30年度まで

業支援奨励金 5年間実施予定]

区分 内容 奨励金

① 育児参加休 配偶者の産前・産後休業期間中に、労働者 100千円

暇(特別休 に子の養育のための就業規則で定める特別休

E段) 暇(有給)を 2日以上取得させた事業主に支

※出産休暇 給する。

も可 休暇単位:1日又は 1時間単位
F 

② 育児休業 労働者が連続5日以上育児休業を取得し、 100千円

原職等1:復職させた事業主に支給する。

※育児休業取得者に一時金等の経済的支援が

ある場合、 100千円加算

(注)対象となる子l人につき、申請はl回限りとし、①と②の併用も可能。

3 これまでの取組状況、改善点

男性の育児休業促進奨励金については、平成25年度事業棚卸しにより「抜本的見直しJの評価を受

けたため、奨励金受給企業、育児休業取得者等からの意見を参考に新たな制度とした。

県内の“男性の育児"に対する認識は高まっているが、子育て世帯における父親の家事・育児時間

は、母親と比較しでも依然として短く、一層の取組が必要である。
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1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7148)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支l金 起債 その他 a般財源

子進事育て業しやすい企業推
1， 565 9， 799 ム8，234 1. 565 

トータルコスト 4， 661千円(前年度18，537千円) (正職員:0.4人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整等

工程表の政策目標(指標)事空費FEF専 主主ぞむ患禁日毒液成詩書票はーク一イフパ

事業内容の説明

事業の目的・概要

子育て世帯の仕事と育児の両立支援及び母親の負担軽減を図るため、男女共に働きやすい職場環境

の整備及び企業風土の改善のための取組を推進する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

項目 事 業 内 容 予算額

(新)子育てし 男女共に働き連やすい職場環催境を整備するための取組について、商工団体、 1，266 
やすい企業の取 労働団体等との絡会議を開 し、情報共有、施策検討等を行う。
組検討経費

父子手帳アプリ ー平成25年度に制作した父子手帳の携帯アプリ(携帯電話から父子手帳を 299 
保守管理費 閲覧等できるソフト)の保守管理を行う。

合計 1. 565 

「子育て王国とっとり」

ブランド発信事業 500 9， 198 ム8，698 500 

トータルコスト 6， 691千円(前年度 13，964千円) [正職員:O. 8人]

主な業務 内容 関係県との調整、同盟の締結、サミットの開催、委託業務

工程表の政策目標(指標) 子育て支援に積極的な県で「子育て同盟」を組織し、施策の共有、共同実施、

同盟サミットの開催及び国への提案等を行う。

事業内容の説明

事業の目的・概要

目的を同じ三する他県と共同連携した取組を行い、また情報共有・交換することで、本県の“子

育て環境の良さ"を磨き、子育て環境のさらなる充実・発展に寄与する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

項目 内容 予算額

「子育で同盟」の運営 少子化問題に危機感を持った 10県知事が結成した f子育
て同盟」を運営することで、同盟県と連携して、地方・現場 500 
の声を活かした子育て支援、少子化対策を地方から発信する。
《同盟県》
宮徳城県、長野県、三重県、鳥取県、岡山県、広島県、

島県、高知県、佐賀県、宮崎県
《取組方針》
0 同盟県の施策の情報共有、及びブラッシュアップ
0 地方、現場レベルからの、国・各界への提案
0 国民の機運醸成、少子化対策への意識喚起
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1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7148)
(単位:千円)

日オ 源 内 訳
事業名 本 年 度 前 年 度 比較 備考

国防支出金 起債 その他 一般財源

(基金繰入金l
子育て王国とっとり 10， 942 14， 576 ム3，634 66 3， 119 7， 750 
推進事業 (雑入)

7 
トータルコスト 27， 968千円 (前年度32，053千円) [正職員:2. 2人非常勤職員1.0人]
主な業務内容 子育て関連施策の広報、会議の開催、関係機関との調整

工程表の政策目標 -子育て応援パスポート協賛企業や家庭教育推進協力企業による子育て支援の

(指標) 促進など、子育て支援対策を充実させる。

-子育て応援パスポートの拡大、子育て支援拠点と地域の交流、子育て情報の

積極的な情報発信等により、地域みんなで子育てを応援する機運の浸透を図る。

事業内容の説明 (rとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

平成22年9月に建国宣言した「子育て王国鳥取県」の具現化に向け、地域みんなで子育てを支

える機運の酸成を図るとともに、各種施策を実施する。

2 主な事業内容

[子育て王国鳥取県の機運醸成] (単位:千円)

項目 内 令R旬ヨー 予算額

「子育て王国鳥取 「子育て王国鳥取県」における地域みんなで子育てを応新援
県」の広報・普及 する機運を醸成するため、各種子育て施策等について 聞| 1， 682 
啓発 やタウン情報誌を通じて広報を行う。

「子育て川柳コン 幅広い年齢層に親しみやすい川柳を活用して子育てに関す
テストJの開催 る県民の関心を高めるため、家族や子育てをテーマとする 181 

第5回「子育て川柳コンテストJを開催する。

i口h 計 1， 863 

[各種事業] (単位田千円)

項目 内 ~会三・、 予算額

子育て王国とっと 本巣の子育て支援施策に係る検討・進捗管理を行うため、
J 

り会議の開催 子育て王国とっとり条例の規定に基づき設置する「子育て 1，877 
王国とっとり会議」の開催経費

子育て応援パスポ とっとり子育て応援パスポートの登録者情報等を管理する

ート事業の運用 ためのシステム管理委託料 4，644 

子育て王国情報発 鳥取県内の子育て支援情報を発信する「子育て王国とっと

信 りサイトJ管理運営業務に係る委託料 2， 067 

全国家庭児童調査 家庭にいる児童及びその世帯の状況を把握し、児童福祉行

政推進のための基礎資料を得るための調査を実施する(厚 66 
生労働省委託事業 5年に 1度実施するもの)

子どもの悩み電話 子どもの悩みなどを電話で聞く子ども電話相談(チャイル

相談 ドライン)を行う民間団体の運営費について助成する。 425 

£ロ'" 計 9，079 
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1目 児童福祉総務費

事。業名 本年度 前斧度 比較
国庫支出金

子育て応援課(内線:7868) 

(単位:千円)

財源内訳
備考

起債 その他 一般財源

とっとり婚活応援プ 6. 538 740 5. 798 6. 538 
ロジェクト事業

トータルコスト 10.408千円(前年度 1. 534千円) [正職員:O. 5人]
主な業務内容 婚活イベント・セミナー情報のメール配信及び開催補助、婚活イベントの

企画・実施者のスキルアップ、事業所聞の異性交流のコーディネート

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

未婚化・晩婚化が少子化の一因と言われる中、結婚を望む方が早期に自らの望む形で成婚へとつな

げられるよう、出会いから交際までを総合的に支援するもの。

2 主な事業内容

事業名 予算額伴円 内容

①婚活イベント情報 247 婚活サボーター(企業・団体)が企画・実施する婚活イベント

メール配信事業 や、魅力向上を図るセミナ一等の開催情報を集約し、結婚を望む

独身者へメール配信するロ(システム使用料・ 247千円)

②婚活イベント開催 3.000 多様な出会いの機会の創出が期待される次の婚活イベントに対

助成事業 し、開催経費の一部を助成する。(補助金:300千円x10企画)

対象事業 ア 市町村・団体(協議会・ NPO等)が開催

イ 複数の事業所の従業員を対象に開催

助成要件 -参加者が20.名以上のイベント

-対象事業イについては、事業所問婚活コーデ

ィネーターがコーディネートしたイベント

対象経費 会場使用料、報償費、広告費など

(飲食費は対象外(参加者負担とするため))

③事業所間婚活コー 2.241 事業所聞の出会いの機会を仲介する婚活コーディネーターを配

ディネーター設置 置する。(委託料:2. 241千円)

事業

④婚活仕掛け人養成 600 近年の婚活事情に精通した講師を招き、婚活サボータ一、市町

講座 村担当者等、婚話イベントの企画・立案を行う方へのスキルアッ

プ講座を開催する。(報償費:400千円、特別旅費200千円))
⑤イケメン/なでし 450 独身男女を対象とした、異性との接し方、服装及び会話等の魅

こ養成セミナー 力向上を図るセミナー開催に係る経費の一部を助成する。

(補助金30千円x15企画)

合計 " 6. 538 

3 これまでの取組状況、改善点

平成20年度の事業開始から、累計400件以上のイベント情報を配信し、累計12.000人以上が参加。

そのうち、累計700組以上のカップルが成立するなど、一定の成果があった。

市町村や民間団体等でも趣向を凝らしたユニークなイベントが企画されはじめており、県としても

補助金の交付等を通じて、連携して事業を推進したい。
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l目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7148)
(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比 較 目オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)鳥取県安心こ

ども基金造成事業 1， 187， 000 1， 187， 000 1， 187， 000 

トータルコスト 1， 187， 000千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 基金の受け入れ、積み立て等に係る事務

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

国当初予算により配分される子育て支援対策臨時特例交付金(安心こども基金)を財源とする「鳥取

県安心こども基金」の積み増しを行う。

〔充当可能な主な基金事業〕

(1)保育サービス等の充実

①保育所等整備事業

-保育所の創設や老朽改築による保育環境整備

-子育て支援のための拠点施設の施設整備等

②保育土人材確保等事業

. (新規)保育教諭確保のための幼稚園教諭免許を有する者の保育士資格取得支援

. (新規)保育土の資格取得と継続雇用の支援

幼稚園教諭免許状保有者の保育土資格取得に対する支援

保育所等従事者の保育士資格取得に対する支援

. (新規)幼稚園教諭確保のための保育士資格を有する者の幼稚園教諭免許状取得支援

-保育の質の向上のための研修等

③認定こども圏整備等事業

認定こども園の設置促進のために必要な施設整備費を支援 等

(2)社会的養護の推進等

児童養護施設等の生活環境の改善

(3)不妊に悩む方への特定治療支援事業の充実

配偶者間の不妊治療に要する費用の一部を助成 等

<参考:鳥取県安心こども基金執行状況(平成26年2月時点l>
(単位:千円)

年度 積立額 取崩し(予定)額 残額

平成20年度 431， 539 
平成21年度 963， 740 223， 191 
平成22年度 778， 966 803， 867 
平成23年度 491， 944 670， 825 
平成24年度 1， 046， 529 410，250 
平成25年度 I*l 511，000 1， 307， 362 

d仁h3雪UヰI 4，223，718 3，415，495 808， 223 
※511，000千円は、 2月補正予算(経済対策関係)により計上。
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1目 児童福祉総務費

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財

国庫支出金

子育て応援諜(内線・ 7148) 
(単位・千円〉

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

子育て応援 市町

村交付金 26，000 26，000 。 26，000 

トータ jレコスト 29， 096千円 (前年度 29，178千円) [IE職員:O. 4人]

主な業務内容 交付金交付事務

工程 表 の 政策目 子育て・子どもの育ちを、家庭、企業、地域社会それぞれが支え、子

標(指標) どもに目が行き届き、子どもが安全に安心して遊んだり学んだりする

ことができる、安心して子育てをするととができる社会環境の実現を

目指す。

事業内容の説明

事業の目的・概要

創意工夫を行い、地域の実情に応じた子育で応援事業・活動・環境づくり等に主体

的に取り組む市町村に対して交付金を交付し、市町村の取組を支援、促進する。

2 主な事業内容

次の取組を行う市町村に対し、交付金を交付する。(交付率・ 1/2以内)

(1)特定事業(予算額・ 18， 0.00千円)

「子育て王国とっとりプラン」を継承す否「子育て王国とっとり条例」における

推進施策を実施するにあたり、特に重要性が高い次の①から⑥の事業

区 分 内 h廿旬

①ファミリー・サポート 一時預かり等子育てを会員同士で助け合うファミリー

-センタ一事業 -サポート・センターを設置・運営

②市町村子育て支援員配 子育て支援員を保育所等に配置し、子育て家庭を広域

置事業 的にサポート

③鳥取県地域子育て支援 子育て家庭に対する相談・指導、子育てサークルの支

拠点事業 援等を行う子育て支援拠点の整備

④男性の育児参加促進事業 男性の育児参加促進を図るために実施する研修等

⑤未婚晩婚化対策事業 独身者の結婚支援を図るために実施するイベント開催

等

⑥放課後児童支援事業 放課後児童クラブ指導員等の研修会経費等

( 2 )一般事業(予算額: 8， 0 0 0千円)

特定事業以外で「子育て王国とっとり条例」の推進を図る事業

①安心に満ちた子育てと豊かな子どもの学びを支援する施策

②希望のかなう結婚、妊娠及び出産を支援する施策

③きずなを強く地域みんなで取り組む司子育てを支援する施策

④生き生きとした職業生活と家庭生活との両立を支援する施策

⑤特に支援が必要な子ども・家庭の健やかな生活を支援する施策
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l目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線:7868) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 財 源 内 訳
備考

国防支出金 起債 その他 一般財源

こどもの国管理運営 (基金繰入金)

費 121， 932 173， 693 ム51761 24， 055 97， 877 
トータルコスト 125，802千円 (前年度177，665千円) [正職員:O. 5人]

主な業務内容 指定管理者制度に係る事務、遊具の整備、施設の修繕等

工程表の政策目標(指標) 子育て・子どもの育ちを、 家庭、 企業、 地域完りを社学目令会ん指そだすれり。ぞすれが支え、 子どもに目が
行き届き、子どもが安全に安心して遊んだ ることができる、安心し
で子育てをすることができる社会環境の実現

事業内容の説明 (r鳥取県地域の元気・公共投資臨時基金」充当事業]

事業の目的・概要

自然とのふれあいや遊びを通じて子どもたちが憩い楽しめる場を提供し、もって児童の健全な育成に

資するため、鳥取砂丘乙どもの国の管理運営を指定管理者に委託するとともに、利用者満足度の向上に

よる利用者拡大を図るため、遊具の改修や老朽施設の修繕等を行う。

2 主な事業内容

( 1 )管理運営委託 (86，802千円)

0指定管理費 86， 802千円

-指定管理者の名称 一般財団法人鳥取県観光事業団

-指定管理期間 平成26年4月l日~平成31年3月31日 (5年間)

(2 )老朽施設の修繕・撤去 (11，075千円)

0こども広場観覧席修繕調査・設計費 3，370千円

0サイクルモノレール更新 6， 197千円

0備品更新(バッテリーカーX2台) 1， 508千円

(3)ハートフル駐車場及び車椅子専用駐車場への屋根設置事業 (24，055千円)

こどもの国にはハートフル駐車場及び車椅子専用駐車場が各3台ずつ設置されているが、屋根がな

いため、車からベビーカーや車椅子に移動する際に雨に濡れてしまうことから、屋根整備を行うもの。

0実施設計費 (6台分) 1， 511千円

0工事請負費 (6台分) 22， 544千円

鳥取県児童館連絡協 700 700 700 
議会補助金事業

トータルコスト 700千円 (前年度 1，494千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 連絡協議会との連絡調整、補助金の交付

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内に設置されている児童館活動の促進及び職員の資質向上を図る研修などへの補助を行う。

2 主な事業内容

[実施主体]鳥取県児童館連絡協議会(各児童館から構成される県内組織)

[財源内訳]単県

[[予補算助額率]] 700千円
lO/lO(ただし、県外旅費については 1/2)
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1目 児童福祉総務費

子育て応援課(内線 :7868)

(単位・千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

子育て応援課管理運 9， 770 6， 445 3， 325 9， 770 

営費

トータルコスト 25， 248千円 (前年度 22，333千円) [正職員:2.0人]

主な業務内容 法・制度の普及・推進、施設の指導監査、国・市町村及び関係機関・団体との

連携・調整、子育て応援課業務の総括及び課内外の連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

児童福祉に関する法制度の普及、推進及び関係機関・団体との調整等に要する経費である。

¥ 

l目 児童福祉総務費

保育専門学院(電話:0858-22-1042) 
(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

〈地方機関計上予算テ (住用料・手数料l

保育士養成施設費 2. 143 
36， 262 42. 803 ム6，541 (雑入) 30， 955 

3. 164 
トータルコスト 65， 670千円 (前年度72，990千円) [正職員:3.8人、非常勤職員:3.4人]

主な業務内容 保育土養成施設の管理運営

工程表の政策目標(指標) 児童福祉施設(幼稚園を含む)への就職率の向上

事業内容の説明

鳥取県立保育専門学院の管理運営等に要する経費である。
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2目 児童措置費

本 年 度 前年度 比較
自オ

子育て応援課(内線:7868) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考事業名

国庫支出金 起債 その他 一般財源

児童手当等支給

事業 1. 368. 164 1.416，098 1147.934 1. 368， 164 
トータルコスト 1. 370， 486千円 (前年度1.418，481千円) [正職員:乱 3人]

主な業務内容 負担金関係事務(国庫法定受託事務、県負担金)、市町村指導監督業務

工程去の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

次代を担う児室の健全な育成と子育て家庭の生活の安定を図るため、子どもを養育している者に

児童手当を支給する。

2 主な事業内容

中学校修了前までの子どもを養育する者に市町村が支給する児童手当の県負担金である。

<支給内訳>

区分
支給月額 負担割合 対象

月数
予算額

(円) 国:県・市町村 児童数 (千円)

O~3 歳未満
被用者 15，000 37:4:4 9. 564 12 153.024 
非被用者 15， 000 2.345 12 70， 350 

3歳以上 第 1~2子 10.000 34. 344 12 .686， 880 
小学校修了前 第3子以降 15. 000 4: 1: 1 5. 521 12 165.630 
中学生 10. 000 13. 652 12 273. 040 
所得制限対象児童 5， 000 1. 884 12 18， 840 
過年度精算に係る追加交付 400 

合計 67.3101 ー 1. 368， 164 

※所得制限…世帯員数に応じた所得制限額を設定し、これを上回る世帯には、中学校修了までの子ども

一人につき一律月額5.∞0円を支給するロ

例)夫婦と子ども2人世帯の場合、年収9印万円

l ※被用者..一般事業主によって、各被用者年金制度において、保険料又は掛金が負担され、又は納付

される関係にある被保険者又は共済組合の組合員

※非被用者・・・上記以外の者

※公務員・・所属庁から支給(全額所属庁が負担)
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子育て応援課(内線 .:7150)

2目 児童措置費 (単位.千円)

| 前年度
財源 内 訳

事業名 本年度 比 較 備考
も 一般財源

私立保育所運営費県
負担金 | 1， 199， 4261 1，093， 8481 105， 5781 11， 199，426 

トータルコスト 11， 203， 296千円(前年度1， 097， 820千円) (正職員:O. 5人〕

主な業務内容|負担金の申請・交付、関係機関(市町村)等との連絡調整、保育所指導監査

工程表の政策目標(指標)I子育てに不安な保護者の相談や支援に応じられるよう保育所、幼稚園、児童

館、地域子育て支援センタ一等の地域の子育て支援拠点を充実させます。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

市町村が保育に欠ける子どもに対して保育を実施した場合において、私立保育所へ支弁する保育に

要する費用(保育所運営費支弁額)の一部を県が負担する。

2 主な事業内容

児童福祉法に基づく私立保育所における保育費用等に対する県の負担金であるロ

保育所数 1 H26入所児童数見込み | 負担割合

1 1 国1/2、

74施設.(7 1施設) 18，233人/月 (7，835人/月)1 県 1/4

(注) ( )内は前年度数値である。

県
1/4 

市町村

1/4 

公費負担
6. 5 

国

1/2 +1 

市町村 1/4

保※ 私
立育園

保料基
コ月坦準

額 所

3. 5 

※保護者負担の保育料は各市町村で国基準額を参考に定められており、その差
額は市町村が負担。(平均約 2~3 割低く設定)
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4款衛生費

1項公衆衛生費

5目 母子衛生費

財 源

子育て応援課(内線:7572) 

(単位:千円)

内 訳 備考事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金起債 その他 一般財源

健やかな妊娠・出

産等応援事業 5， 602 4. 851 751 984 4. 618 
トータJレコスト 5， 602千円 (前年度 17，776千円) [正職員:0.0人]

主な業務内容 妊娠・出産等の正しい知識の普及啓発等

工程衰の政荒目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

地域で切れ目のない妊娠・出産支援の強化を進め、安心・安全な妊娠・出産等の支援の充実を図る。

2 主な事業内容

妊娠・出産等に関する情報提供、相談体制の充実、安心して子どもを産むための環境整備と総合的な

を行う。

(1)安心・安全な妊娠・出産支援及び教育・相談体制の充実 (1. 021千円]

事業 名 内 ?ff. コ・ 予算額(千円) 負担割合

健康教育事業(継続1・地域への健康教育 75 国1/2、県1/2
女性の健康支援セン 健康康相談、相談支援体制の検討 946 国1/2、県1/2
タ一事業(拡充) 相談員研修(新規)

(2)思春期からの妊娠・出産等正しい知識の普及の充実 (4，581千円]

事業名 内 n乍与ゴー 予算額(千円) 負担割合

未来のパパママ育み事業 局校(公立以外)への出前講座 1，495 県10/10
の実施(15回→25回)

今から始める lいつかはパ l . 20~30歳代への出前講座の実施。 1. 847 県10/10
パママ事業 県民向けセミナーの開催

思春期ピアカウンセラ 活 ピアカウンセフーの養成、中・ 950 国1/2、
動支援事業 高校への教育・相談の実施(鳥 県1/2

取大学へ委託)

事務費 標準事務費 289 県10/10
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子育て応援課(内線 :7572)

5目母子衛生費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較 財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

不妊治療費等支 i基金繰入金)

援事業 183， 626 135， 789 47， 837 576 72， 651 110， 399 

トータルコスト 195， 235千円(前年度143，733千円) [正職員:1.5人、非常勤職員:O. 5人]

主な業務内容 特定不妊治療・人工授精費助成関係業務、不妊専門相談センター委託業務 等

工程衰の政策目標(指標)不妊治療費助成の継続及び不妊・不育症に関する普及啓発を行う

事業内容の説明 (r鳥取県安心こども基金J充当事業]

1 事業の目的・概要

不妊に悩む夫婦等を経済的・精神的に支援するため、特定不妊治療・人工授精に係る費用の助成及び

不妊専門相談センターの設置を行う。

また、不妊症及び不育症に関する普及啓発を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事 業 内 n乍-ヨー 予算額

特定不妊 特定不妊治療(体外受精及び顕微授精)が必要と医師に診断された者であ 168，613 
治療費助 って、夫婦の所得の合計が730万円未満である者に対して、特定不妊治

成金交付 療に要する費用の一部を助成する。，

事業(国 0助成額 採卵を伴う治療1回あたり:1 7万5千円

庫補助) (内2万5千円は単県上乗せ)

採卵を伴わない治療1回あたり:8万7500円

(内l万25. 0 0円は単県上乗せ)

国 1/2 0助成回数年間2回(初年度3回)まで、通算5年度で10固まで

県1/2、 ただし、平成26年度に新規に助成を受ける者

及び上乗 '40歳未満 6固まで(年間制限なし)

せ '40歳以上初年度3回、次年度2阻まで

※国の制度改正:平成 28年度(移行期間:平成26~27年関

特定不妊 特定不妊治療費助成金交付事業(国庫補助)の上限回数を超える治療、 9， 282 
治療費助 国の制度改正により助成対象外となる治療について単県で助成する。

成金交付 0助成額治療l回あたり:7万B千円

事業(単 0助成回数年度内の制限なし。

県補助) (ただし、国庫補助対象分から通算し5年度まで)

人工授精 人工授精に要した経費のうち、健康保険が適用されない費用について単 3， 800 
助成金交 県で助成する。

付事業 0助成領 自己負担の 1/2を単年度あたり 10万円まで

0助成期間通算2年度まで助成

不妊専門 鳥取県立中央病院に委託し、不妊で悩んでいる夫婦等を対象とした医師・ 1. 152 
相談セン 助産師による不妊に関する専門的な相談・指導を実施する。

ター運営

事業

普及啓発 新聞等への啓発広告、パンフレットの作成 779 
事業

fi 、 計 183， 626 
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5目 母子衛生費

子育て応援課(内線 :7572)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

未 熟 児 等 養 育医

療費 6， 608 11， 363 1¥4， 755 66 6. 542 

トータルコスト 10， 478千円(前年度15，335千円) [正職員:O. 5人、非常勤職員:O. 2人]

主な業務内容 負担金関係事務(国庫法定受託事務、県負担金)、市町村支援

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

未熟児は生後速やかに適切な処置を講ずることが必要であるため、医療を必要とする未熟児に対して

市町村が行う未熟児養育医療に係る経費の一部を負担する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事 業 内 t乍会ヨ，・ 予算額

未熟児養育医 指定医療機関に入院した未熟児に対する医療の給付に要する経費。 6，548 
療 (母子保健法の改正により、平成25年4月1日から市町村へ権限移譲)

<財源等>

-市町村実施分(平成25年度以降の医療費)

国112‘県114，市町村114
-県実施分(平成25年3月31日までの医療費)

国112‘県112
妊娠中毒症等 妊娠中毒症等にり患している妊産婦が必要な医療を受けるために入 60 
療養援護費 院した場合、その療養に要する経費の一部を支給する。(県10/10)

Z口K 計 6，608 

先天性代謝異常

等検査費 20. 516 19， 703 813 20， 516 
トータルコスト 22， 064千円 • (前年度 20，497千円) [正職員:O. 2人、非常勤職員:O. 1人]

主な業務内容 先天性代謝異常検査費等支払業務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

新生児の先天性代謝異常を早期発見して適切な治療を行うことで、その疾患から生じる重篤な症状や

心身の発達障がいを予防するため、県が新生児に対する先天性代謝異常検査を行う。

2.主な事業内容

各医療機関が保護者の同意を得た上で生後4~7 日の新生児の血液を採取し、委託検査機関において先

天性代謝異常検査を行う。

検査対象疾患:19疾患(クレチン症・甲状腺機能低下症.MCAD欠損症等)

検査委託料:19，818千円

精度管理費: 698千円
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5目 母子衛生費

子育て応援課(内線:7572) 
(単位:千円)

M 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 国庫支出金 起債 その他 一般財源 備考

母子保健指導振

興費 l， 049 l， 034 15 l， 049 

トータjレコスト 7，240千円 (前年度 9，772千円) [正職員:0.8人]

主な業務内容 母子保健課題に関する検討等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

妊娠、出産及び育児に関する相談に対して、必要な指導及び助言を行い、市町村、関係団体の活動を

支援すること等により、母子保健活動を推進する。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事 業 内 n廿，・ 予算額

母子保健諸費 母子保健に関する諸会議、市町村母子保健事業広域調整、 665 
母子保健事業功労者知事表彰

母子保健推進体制整 鳥取県における母子保健事業の評価、健診の精度管理等に 384 
備事業 関する協議(健康対策協議会に委託)

1!i 言十 1， 049 

[廃止]妊婦健康
診査費助成事業 。11， 163 ム11，163 

ト タJレコスト 0千円(前年度 12，752千円)

事業内容の説明

手成25年度以降から地方財政措置により市町村が事業実施するため、事業を廃止する。

-154-



7目 特定疾患対策費

事業名 本年度 前年度 比較
st 

回目f主出金

子育て応援課(内線 :7572)

(単位:千円}

d 源 内 訳

起債 その他 一般財源
備考

小児慢性特定疾患 (雑入)

対策費 118. 041 122. 524 ム4.483 57. 869 10 60. 162 

ト タjレコスト 131. 197千円(前年度 134.440千円) [正職員1.7人、非常勤職員 [. 0人]
主な業務内容 小児慢性特定疾患診査会業務、申請書審査、国庫補助金手続き等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の税明

1 事業の目的・概要

慢性疾患により長期にわたり治療を必要とする児童等の健全な育成を図るため、県及

び市町村がの児慢性特定疾患児に対して、医療の給付及び日常生活用具の給付を行う。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事 業 内 点甘腎 ー予算額

小児慢性特定疾 小児慢性特定疾患 (514疾患)児の医療費の一部を公 115.377 
患治療研究事業 費負担し‘治療研究の促進と患者家族の負担軽減を図

る。

(国 1/2、県1/2)
小児慢性 特定疾 市町村が行う特殊寝台等の日常生活用具 13品目の 201 
患 給付に対して補助を行う。

具給付事業 (負担割合)

区 分 国 県 市町村

(1)市及び福祉事務所を 1/2 1/2 
設置している町村

(2)福祉事務所を設置し 1/2 1/4 1/4 
ていない町村

非常勤職員人件費 1名(レセプト確認・医療費支払事務等) 2. 463 
-@;- 言十 118.041 

， 
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2款総務費

2項企画費

1目 企画総務費

事業名

青少年育成対策推進費

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

平成26年度一般会計当初予算説明資料

青少年・家庭課 {内線:70 7 6) 

(単位:千円)

日オ 源 内 訳
本年度 前年 度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

10， 543 8， 862 1. 681 10， 543 

19， 830千円 (前年度 18，395千円) [正職員:1.2人]

青少年育成鳥取県民会議の運営助成、鳥取県青少年問題協議会の運営

青少年の健全育成のための環境づくりを行う

青少年育成運動を県民総ぐるみで推進するため、運動の中核となる青少年育成鳥取県民会議の運営費

を助成するとともに、青少年育成に関する総合的施策を樹立するため鳥取県青少年問題協議会を運営す

る。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 内 h廿h 予算額

青少年育成鳥取県民会議 青少年育成について全県を対象に活動している県内唯一の団 8，027 
の運営助成 体でおり、県の青少年施策を推進する県のパートナーである

青少年育成鳥取県民会議の運営費を助成する。

-補助対象事務局運営費と事業費の一部

(事業費は会費収入で賄われる)

-補助率:10/10 
-主な事業:少年の主張、家庭の日の絵画募集、青少年育成

県民大会、青少年育成推進指導員の配置等

鳥取県青少年問題協議会 青少年の育成、保護等に関する総合的施策の樹立について調 1， 584 
の運営 査審議する。

-根拠法令:地方青少年問題協議会法、鳥取県青少年問題協

議会設置条例

-本会議開催回数・ 4回
-専門部会 (2部会): 8回

事務費 932 
ぷE〉3、 計 10，543 
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η 

1目企画総務費

青少年・家庭課 (内線:7 0 7 6) 

(単位:千円)

財源内訳
事業名 本年度前年 度比較 備考

国庫支出金起債その他一般財源

青少年健全育成条例施 (雑入)

f子費 2，4321 2，4291 31 1 1 71 2，425 

トータルコスト 5， 528千円 (前年度 5，607千円)[正職員:O. 4人]

主な業務内容 鳥取県青少年健全育成条例の運用(有害図書類の指定、条例改正内容の広報活動、

青少年健全育成協力員の配置、立入調査の実施等)

工程表の政策目標(指標) 青少年の健全育成のための環境づくりを行う

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

青少年の健全育成を図るため、鳥取県青少年健全育成条例を適正に運用し、良好な社会環境の形成を

図る。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 内容 予算額

有害図書類指定審査会の書庖等で販売されている図書類(雑誌、 DVD、ゲームソフ 264 
運営 ト等)を審査し、青少年の健全な成長を阻害する恐れのある

ものを有害指定する。(審査回数・ 4阻)

若者自立応援プフン及びとっとり若者自立応援プフン及び青少年健全育成条例の見直 1，804 
青少年健全育成条例改正しのための情報収集や実態把握、見直し内容の一般県民への

等の実態把握、広報活動広報活動を行うため、非常勤職員(1名)を配置する。

青少年健全育成協力員の行政と県民が協働して青少年施策を推進するため、地元市町 251 
配置 村から推薦いただいた県民の方を「青少年健全育成協力員」

に委嘱する。(協力員50名)

事務費 113 
合計 2，432 
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青少年・家庭課 (内線:707 6) 

l目企画総務費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

少年補導センタ一等遼 1. 500 1. 500 。 1. 500 
営事業

トータJレコスト 2， 274千円 (前年度 2，294千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金申請書・実績報告書の審査、補助金の支払い、交付先との連絡調整等

工程表の政策目標(指標) 青少年の健全育成のための環境づくり

事業内容の説明

事業の目的・概要

青少年の健全育成と非行防止活動を推進するため、市町村等が設置する少年補導センターが行う街頭

補導活動に対し助成を行う。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区 分 内 容 予算額

少年補導センター補助金 少年補導活動に係る経費の助成 1， 500 
-実施主体:2市l団体

(鳥取市、米子市、倉吉地区少年補導センター)

-補助上限:500千円

ノ -補助率・1/3

レクリエーション活動
支援事業 1. 752 1. 752 。 1， 752 

トータルコスト 2; 526千円 (前年度 2;546千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金申請書・実績報告書の審査、補助金の支払い、交付先との連絡調整等
〆

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

レクリエーションを県民・地域に普及・定着させ、県民の豊かな余暇活動を推進するため、全県的な

活動を行う鳥取県レクリエーション協会が行う事業に対し助成を行う。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分
、

内 d廿， 予算額

レクリエーション活動支 鳥取県レクリエーション大会の開催経費の助成 1，752 
援事業補助金 -大会概要・ 開催時期平成26年10月(予定)

開催場所未定

参加者数約2，000人
-補助率 3/4 
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青少年・家庭課 (内線:70 7 6) 

l目 企画総務費 (単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

とっとり若者自立応援 1. 626 1. 027 599 1. 626 
¥ 

プラン推進事業費

トータルコスト 10，913千円 (前年度 5，793千円) [正職員 1. 2人]

主な業務内容 出前講座(意見交換)の実施、会議の運営、講演会開催、研修の実施

工程表の政策目標(指標) 青少年の健全育成のための環境づくり

事業内容の説明

事業の目的・概要

平成24年3月に策定した、県内の子ども・若者育成支援についての方針を定めた「とっとり若者自立応

援プラン」に基づき、プランの対象者(ニート、ひきこもり、不登校等)である若者の自立を支援する。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区 分 内 n乍-コ-‘ 予算額

若者を対象とした出前講 大学、企業等を訪問し、学生や企業の若手職員等を対象に出 795 
座の実施 前講座(意見交換)を実施することにより、若者の生の声を集

め、若者が様々な事柄に伸び伸びとチャレンジできる環境づく

りのための施策検討に活用する。併せてとっとり若者自立応援

プランの見直しにも反映させる。

鳥取県若者自立応援ネッ 社会生活の上で困難を有する子ども・若者に対する支援を、 21 
トワーク会議の運営 効果的かつ円滑に実施できる体制をつくるため、関係機関が集

まり情報交換を行う。(年2回)

相談窓口の紹介、相談の 既作成のパンフレット掲載内容の更新を行う。 162 
呼びかけを行うパンフレ

ット¢修正版作成

フォーフム(公開録画) 困難な状況にある若者の実態に対する認識の促進、相談機関 554 
の開催 及びその支援内容の周知のためフォーラムを開催する。

また、そのフォーラムは公開録画形式で行い、記録DVDを作

成し、希望者に無償提供するとともに、県ホームページのイン

ターネット放送局のライブラリーでオンデマンド配信を行う。

相談窓口の充実研修の実 一一ト、ひき乙もり、非行、不登校等の相談窓口担当者を対 94 
施 象とした研修を実施する。

'Ei 計 1， 626 
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3款民生費

l項社会福祉費

l自 社会福祉総務費

福祉相談センター(電話・ 0857-23-6213)

(単位・千円)

事業 名 本年度 前年度 比較
財源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

<地方機関計上予算> (基金繰入剣

福祉相談センター管理 30， 360 19， 071 11， 289 10， 721 19， 610 
運営費 (雑入)

29 

トータルコスト 39， 647千円(前年度 28，604千円) [正職員:1. 2人、非常勤職員 3.0人]

主な業務内容 施設の維持管理及び運営

工程表の政策目標(指標) 地域の実情に応じた虐待対応マニュアルを策定し、市町村、関係機関・回体と連携し、

迅速かつ適切な対応やホットワーク裂の支援を促進する。

一時保護を必要とする人への確実な保護の実施と各人にあった適切で早期の支援を実

施する。

事業内容の説明 ♂《 [r鳥取県地域の元気・公共投資臨時基金」充当事業】

福祉相談センター(中央児童相談所、婦人相談所)の管理運営及びハートフル駐車場 (2台)の整備

(10， 721千円)に要する経費である。
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5目 婦人福祉費
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事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫完封金起債 その他 一般財源

DV被害者支援強化事業 機入)

6， 642 6，425 217 856 11 5，775 

トータルコ スト 38， 372千円 (前年度 38，995千円) [正職員:4. 1人非常勤職員:2..0人]

主な業務内容 相談対応、調査・診断・判定業務、訪問指導、関係機関連絡調整

工程表の政策目標(指標) 配偶者等からの暴力防止及び被害者支援計画の推進

事業内容の説明
、

1 事業の目的・概要

DV被害者の保護及び支援体制の充実強化を図る。

2 主な事業内容

(単位・千円r
区 分 事 業 内 容 予算額 財源内訳

DV関係機関連携 -関係機関連絡会〔全県、東・中・西圏域別〕を開催す 国1/2
強化事業 る。 883 県1/2

-一時保護機関等による事例検討会を開催する。

心理学的指導体制 -婦人相談所一時保護所等におけるDV被害者等に対 国ν2
強化事業 するJL'、理学的支援を実施する。 3，094 単県

DV被害者等支援 -定期的に精神科医等(スーパーバイザー)の助言を 単県

体制強化事業 得て処遇困難ケースの検討会を開催する。

-支援者の燃え尽き防止等のための個別ケアを実施す

る。 1， 349 
.DV被害者のグループカウンセリングを実施する。

DV加害者電話相 -加害者更生のためのDV電話相談窓口を設置する。 単県

談事業 257 
支援者研修事業 -支援機関(市町村、民間支援団体等)の職員を対象と 国1/2

したスキルアッフ官庁修を開催する。 653 県1/2
DV相談通訳支援 -外国人DV被害者からの相談等の際の通訳者を確保 国1/2
体制整備事業 するための養成研修を開催する。 167 県1/2
DV防止啓発活動 -一般県民を対象とした街頭キャンペーンを実施する。 国ν2

事業 -メディア、県政広報等を活用じた啓発活動を実施す 239 県1/2
る。

fi 、 計 6， 642 
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5目 婦人福祉費

青少年・家庭課(内線 :7869)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
医庫完封金起債 その他 一般財源

DV被害者等保護・支

援事業 12， 680 9，443 3， 237 12， 680 

トータルコスト 13，454千円 (前年度 10，237千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金の申請・交付、事業者との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 配偶者等からの暴力防止及び被害者支援計画の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

DV被害者等への支援を行う民間団体等に対し、一時保護体制の整蔚及び被害者の自立支援のための経費

を助成する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事 業 内 ~三h、 予算額

一時保護体制整備 -一時保護を行うために借り上げた借問等の賃借料

事業 -シェルターの夜間警備のための防犯カメラ等警備委託費用 1. 577 
入所支援事業 -被害者の一時保護施設への移送費

-被害者が一時保護される前に医療機関を受診した場合の医療

費 138 
自立支援事業 -外国大被害者対応のための通訳雇上げ経費

-一時保護中の被害者の同伴児童の託児に係る経費

-一時保護中の被害者の同行支援に係る経費

-一時保護施設を退所後に被害者が自立するための賃貸アパー

ト等の家賃及び初期費用 2， 680 
支援体制強化事業 -民間支援団体の支援ボフンティア養成のための研修会開催経

費

-民間支援団体のスタッフが県外で開催される専門研修を受講

するために要する経費

-一時保護中の被害者の同伴児童に対する学習支援を行うため

の経費

-一時保護中の被害者が裁判所へ保護命令申立てを行うために 805 
必要な経費

DV防止法対象外 .DV防止法の対象とならない暴力被害者(配偶者以外の者(親

被害者一時保護事 、兄弟等)からの暴力被害者)の一時保護に係る経費

業 462 
DV被害者等支援 .DV被害者等(一時保護中を除く)の同行支援、代行支援、

事業 対面相談対応及び電話相談対応に係る経費 3， 375 
夜間休日電話相談 -シェルターが休日夜間に電話相談を実施するための経費

窓口設置事業 3， 643 
i口>. 計 12，680 
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5目 婦人福祉費

青少年・家庭課(内線 :7869)
(単位千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

柔アップハウス運営事
15， 138 15. 138 。 (基金繰1入5，金13)8 

トータルコスト 16， 686千円 (前年度 16，727千円) [正職員:0目 2人l

主な業務内容 委託契約事務、委託料の支払、事業者との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 配偶者等からの暴力防止及び被害者支援計商の推進

事業内容の説明 【「とっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

ステップハウスの管理運営と被害者の自立に向けた支援を社会福祉法人に委託する経費である。

(参考)rステップハウス」とは、一時保護施設での一時保護後、すぐに自立生活に移れないDV被害者

等が、心のケアや自立に向けた準備を行う中間施設である。

2 主な事業内容

区分

実施内 容

実施方 法

手IJ 用 者

利用期 間

事業名

く地方機関計上予算〉

内 r乍-ゴー

生活支援担当・心理療法担当職員を配置し、社会的自立のための支援を行う。

民間アパート借上げ (7部屋ほか事務所兼面談室1室)

DV被害者ですぐに自立生活に移れない者及び単身女性で母子生活支援施設に入所

できない者で、婦人相談所長が適当と認めた者

原則として1年間を限度とし、必要と認める期間

福祉相談センター(電話:0857-23-1031) 
(単t立:千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金起債 その他 一般財源

鳥取県DV予防啓発支 2，882 3， 361 ム479 2，882 
援員活動事業

トータルコスト 3， 656千円 (前年度 4，155千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 支援員派遣調整、連絡会開催、委託契約事務

工程表の政策目標(指標) DV予防啓発支援員の予防啓発活動促進

事業内容の説明

平成 22~23年に養成を行ったDV予防啓発支援員を活用して、地域・学校等における予防啓発を行う

ための派遣、研修等に要する経費である。
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5目 婦人福祉費

福祉相談センター(電話:0857-23-1031) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

く地方機関計上予算〉 (雑入)

婦人相談所費 6. 726 7. 025 ム299 1， 616 11 5. 099 
トータルコスト 53.160千円 (前年度 34.035千円)

[正職員:6. 0人、非常勤職員:1. 0人]

主な業務内容 相談対応、訪問指導、事業者との連絡調整

工程表の政策目標(指標) -一時保護入所者への適切な自立支援を行う。

-市町村等相談体制整備と資質向上

'DV予防啓発支援員の予防啓発活動促進

事業内容の説明

要保護女子等についての相談、調査、判定及び指導に要する経費である。

〈地方機関計上予算〉 (雑入)

婦人相談所一時保護所 26.921 26.282 639 9. 911 22 16.988 
費

トータルコスト 42.399千円 (前年度 42.170千円)

'¥[正職員:2. 0人、非常勤職員:2. 0人]

主な業務内容 相談対応、保護業務、委託先との調整

工程表の政策目標(指標) -一時保護入所者への適切な自立支援を行う。

-市町村等相談体制整備と資質向上

.DV予防啓発支援員の予防啓発活動促進

事業内容の説明

緊急保護することが必要な要保護女子や D V被害者等を一時的に保護する経費であ

る。

(1)婦人相談所の一時保護所の運営及び一時保護の実施経費

要保護女子等を一時保護所で安全に保護できる環境を整え、衣食住の支援を行

つ。

( 2 )婦人相談所が民間施設等へ一時保護委託を行う経費

婦人相談所の一時保護所での保護が困難な場合等に、民間施設等に一時保護を

委託する。
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2項児童福祉費 青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位:千円)l目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)要保護児童就 (16， 793) (0) (16， 793) (3， 205) (2， 994) (10， 594) 
労等自立支援事業 13， 799 。13， 799 3， 205 。10， 594 

トータルコスト 18， 442千円(前年度 O千円) [正職員:O. 6人] ， 

主な業務内容 補助金の交付、委託事業者・関係機関との調整

工程表羽腕目標母国語号 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機関、児童福祉施

設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明 ※上段( )は商工労働部の緊急雇用創出事業計上分を含む額

事業の目的・概要

保護者がいない又は虐待を受けている等の理由により社会的自立に向けて困難を抱いでいる要保護

児童の就労等を支援するため、国基準を超えて指導員を配置する自立援助ホームに助成するとともに、

児童養護施設、児童自立支援施設等の退所(予定)児童・者に対して就労支援等を実施する。

2 主な事業内容

事業名 事業内容 予算額 負担割合

(千円)

(1)自立援助ホーム体制機 自立援助ホームが入居者への就労支援・生 (7， 389) 単県

能強化事業 活指導等に当たる常勤指導員を国基準を超 7， 389 
。えて配置する際に要する人件費 l名分を補

助し、相談・支援体制を強化する。

[実施主体]自立援助ホーム(県内3施設)

[補助率110/10 
(2)児童養護施設の退所者 児室養護施設等の退所(予定)児童等を対 (6， 122) 国1/2、県1/2
等の就業支援事業 象とする、ツーシャル・スキル・トレーニ 6， 122 

ング、就職先のあっせん等の就業支援をー

般社団法人ひだまりに委託して実施する。

(3)喜多原学園中卒児童支 児室自立支援施設喜多原学闘入所中の中学 (3， 282) 国1/2、県1/2
援事業 卒業児童に対して就労支援等を行う。 288 

言十 (16， 793) 

13， 799 

3 これまでの取組状況、改善点

児童養護施設等を退所した義務教育終了後の児童・者に対する支援を行う自立援助ホームについて

は、平成 10年度に「自立生活援助事業Jとして児童福祉法上の制度として位置づけられた。平成21 

年度より補助金制度から措置費制度に移行し、運営費・事業費を支弁して入居児童・者の社会的自立

を支援している。・

退所児童等アフターケア事業については、平成20年度から実施し、児童養護施設等を退所後に自

立を図る児童・者に対して住居、日常生活等の相談・支援を行っている。

平成21年度に改築した喜多原学園においては、入所児童に対して生活指導等を行うとともに、入

所中の中学卒業児童に対しては、学習塾に委託して学習支援を行い児童の自立を促進している。

<参考>

本事業の一部は、国の平成25年度臨暗経済対策において新たに創設された「地域人づくり事業J

について、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金jを活用し実施するもの。
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L目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前年度 比較
国庫支出金

(新)

青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

<56， 000) 僅金繰入金) 県費負担

倉吉児童相談所増 285， 431 。285， 431 12.372 72， 000 189， 379 11， 680 67， 680 
改築事業

トータルコスト 286， 979千円 (前年度O千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整事務

工程都政策目標錨働 児設及童虐び待児童防止相及談所び里の親職員制度の研の修広報の啓充発実の推進、 市町村等の関係機関、 児童福祉施

事業内容の説明 [r鳥取県地域の元気・公共投資臨時基金」充当事業]

事業の目的・概要

倉吉児意相談所は、築後約40年を経過し老朽化が進行していることに加え、相談・判定・一時保

護の各種業務を実施するためのスペースが不足していることから、施設の増改築整備を行う。

、.
2 主な事業内容

平成 25年度に実施した基本・実施設計に基づき‘既存施設に不足している相談部門、一時保護部

門等の増改築整備を行う。

<整備概要>

所 在 生也 倉吉市宮川町2丁目 36

建 物構造 (既存部分)鉄筋コンクリート造2階建て+(増築部分)木造2階建て

延べ面積6.41 rri (うち増築部分32 6rri) ※昭和43年 5月竣工

整 備期 間 平成25年4月~平成 27年3月

総 事業 費 302，481千円 ※うち 17，050千円は平成25年度予算措置済

整 備 内 n乍hゴ，ー 相談室の増設 (2室→3室)、一時保護所児室居室の増設 (2室→3室)、学

習室・娯楽室・食堂の個別整備、多目的ホールの新設、移転経費

<児室相談所の主な業務内容>

(1 )相談 児童に関する様々な問題について、家庭や学校などからの相談に応じるロ

(2)調査・診断・判定 児童及び家庭における必要な調査並びに医学的、心理学的、教育学的、社会

学的及ひ甲青神保健上の判定を行う。

(3)一時保護 虐待など緊急保護が必要な場合、援助方針を決定するため行動観察を行う場

合、短期カウンセリング、生活指導等が必要な場合に一時保護を実施する。

(4)援助決定 調査・診断・判定及び一時保護の状況をもとに援助方針を決定。その際に子

どもの気持や保護者の意見を考慮して支援方針を決定する。

(5)市町村支援 専門的見地から市町村の業務を支援する。

<整備スケジュール>

|平成 25年度|基本実施設計

平成 26年度摺改築工事

(注)起債欄の上段< >書きは、交付税措置額を除いた金額である。

備考欄の県費負担額は、起債欄の< >書きの金額と一般財源の金額を加算した金額である。
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1目 児童福祉総務費

青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)

倉吉児童相談所仮移 12， 150 。12， 150 12， 150 
転先改修事業

トータルコスト 12， 924千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 関係機関との連絡調整業務

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進

事業内容の説明
J 

事業の目的・概要

倉吉児童相談所は、築後約40年を経過し老朽化が進行していることに加え、相談・判定・一時保護の各

種業務を実施するためのスペースが不足していることから、平成26年度t:増改築整備を予定しているとこ

ろであるが、増改築整備中は現在の建物において業務を継続することが困難であるため、旧河北中学校管理

棟を仮の移転先とし、児童相談所業務を行うための最小限度の内部改修等を行う。

2 主な事業内容

以下のとおり旧河北中学校管理棟の内部改修等を行う。

所 在 地 倉吉市上井503-1 . 
建物構造 (管理棟)鉄筋コンクリート造3階建てのl階、 2階部分を使用

整備期間 平成26年2月~平成26年5月(予定)

総事業費 14，085千円

※うち 1，935千円は平成25年度予算措置済み

整備内容 間仕切り壁の設置、建具の修繕・新設、照明配置替え等

<仮移転先整備概要>

年 月 倉吉児童相談所増改築 仮移転先改修

平成 26年 2月 倉吉児童相談所仮移転先改修工事着工

平成 26年 5月i 倉吉児童相談所仮移転先改修工事完成
ー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・』“ーーーーーーーー ー---・・・ーーー・・・・・・ー・・・・ーーーー・恒ーーーー・.-骨.
倉育児童相談所仮移転先(旧河北中学

校管理棟)へ引っ越し 時

平成 26年 6月 倉吉児童相談所増改築工事着工

平成 27年 3月 倉吉児童相談所増改築工事完成(予定)
------・・・・・・・・・・・・・・・---ー且ーー』ーーーー --・.----・・_-・・・・・・・・・-------------・

母型 増改築後の倉吉児童相談所へ引っ越し
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113 児童福祉総務費

青少年・家庭課(内線:7893) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

児童虐待防止対策事業 (雑入)

21， 501 22， 522 ム1， 021 10， 482 72 10， 947 
トータルコスト 49， 361千円 (前年度 51，914千円)

[正職員:3. 6人、非常勤職員:6.0人]
主な業務内容 講演会の開催、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機関、児室福祉施設

及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

児童虐待の対応において、虐待が深刻化する前の早期発見、早期対応を図るとともに、児童虐待の未然防

止を図る。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区分 事 業 内 廿♂チー- 予算額 負担割合

関係機関との -児童虐待防止関係機関連絡会(県・圏域別年2回)
連携強化 139 単県

職員の資質向 -児童虐待事例検討会(各児室相談所年6回)

土 -児関係童相機談関所別研職修員等(看へ護の県職外員講師などによる専門的研修(年9回) 一部
-教職員等職種別 年3回) 1， 776 [国/21

-人材育成訓修(公民館長、主任児童委員等研修 年4回) 県ν2
単県

相談体制の整 -児童虐待対応協方員の配置(各児童相談所に2名 配置) 部
(蔚 -弁護士への法律相談

-弁護士への個別案件の依頼 19， 586 県1/2
-未成年後見人の報酬補助(新規) 単県

-出前相談(小学校等)

合計 21， 501 

児童虐待防止広報啓発強

化事業 2，469 2， 373 96 1，234 1， 235 

トータルコスト 4， 791千円 (前年度3，962千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 委託業務の実施、委託先との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機関、児童福祉施設
及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

児童虐待防止普及啓発キキシペーン等の企画・実施を外部機関に委託し、効果的な広報啓発を実施する。

-啓発用リーフレット 110， 000部

啓 発 内 F廿~ -配布用啓発物品(配布用ティッシュ等) 各7，000部
-横断幕、懸垂幕(県内6箇所)

-ラジオCM(70回)

-講演会開催(1回)
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1目 児童福祉総務費

青 少 年 ・ 家 庭 課 ( 内 線 :7893)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

児童養護施設等処遇向

上対策事業 19. 704 19.672 32 19. 704 
トータルコスト 21. 252千円 (前年度21.261千円) [正職員:0.2人]
主な業務内容 事業者との連絡調整、補助金の交付

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機関、児童福祉施設及

び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要 l 
児童養護施設等においては、被虐待児に加え、発達障がい児・知的障がい児の入所も多い。これらの児童

の特性に阻慮し、処遇強化を図るため、国の西日置基準を超えて職員を配置する施設に対し人件費を支援するロ

2 主な事業内容

被虐待児、発達障がい児及び知的障がい児が10名を超えるごとに人件費l名分を定額補助する。

区 分 内 nτ-ゴ-ー

補助対象施設 児童養護施設 (5施設)、情緒障害児短期治療施設(1施設)

補助基準 被虐待児・発達障がい児・知的障がい児が10名を超える施設に職

員 1名を配置し、さらに10名を超えるごとに職員l名を配置するh

(補助単価:年額2.463千円/職員l名)
予 算 額 19. 704千円 、

配置予定 6施設計8名
、

地域児童健全育成推

進事業 33. 135 33. 135 16. 335 16. 800 

トータルコスト 37. 778千円 (前年度 37.901千円) [正職員:O. 6人]

主な業務内容 事業者との連絡調整、補助金の申請・交付、委託業務の実施

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機関、児童福祉施設及

び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要
児童養護施設に入所中や退所した児童の自立の推進等に要する経費である。

2 主な事業内容

(単位:千円)

事業名 事業 内 容 予算額 負担割合

施設入所児童交流事業 入所児童の交流会(キャンフヲへの助成、 465 県10/10
標準事務費

児童家庭支援センター運営事業 児童家庭支援センターの運営費助成(県内 25. 320 国112県1/2
2カ所)

退所児童等アフターケア事業 児童養護施設等の退所児童への相談・支援 7.350 国112県112

ぷE〉3、 計 33. 135 
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l目 児童福祉総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較
財

青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位千円)

源 内 訳 {蔚考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)中部地区児童
家庭支援センタ一新 13，060 。13，060 6. 530 6， 530 
設事業

ト タJレコスト 15，382千円 (前年度 O千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 事業者との連絡調整、補助金の交付

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要
児童量、家庭に関する身近な相談支援機関「児童家庭支援センター」を中部地区に

新設し、中部地区の子育て世帯の支援を図る。

2 主な事業内容
地域の児童、母子・父子等からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、保護

を要する児童又はその保護者に対して心理療法・カウンセリング等を行う「児童家

庭支援センター」の立ち上げ及び運営経費を補!助する。

児童家庭支援センターの主な事業内容
( 1 )児童に関する家庭からの相談に応じること

( 2 )市町村の求めに応じる技術的助言を行うこと

( 3 )児童相談所からの受託による要保護児童等への指導

( 4 )関係機関等との連携・連絡調整

<設置概要>

施 設 名 中部地区児童家庭支援センター(仮称)

所 在 地 倉吉市内

運 営 主 体 社会福祉法人倉吉東福祉会

建 物 民間ビルのァナントを借り上げ

職 員 1 配 置 相談支援職員 2名、心理療法等担当職員 l名

設 備 相談室、事務室、プレイル ム等

事 業 費 13， 060千円

(運営費 1.2， 6 6 0千円、初度調弁 400千円)

補 助 率 10/10 (事業費は国単価)

目オ 源 内 訳 国 1/2、県 1/2

<参考>
児童福祉法(昭和 22年法律第 164号)

第44条の 2 児童家庭支援センターは、地域の児童の福祉に関する各般の問題に

っき、児童に関する家庭その他からの相談のうち、専門的な知識及び技術を必

要とするものに応じ、必要な助言を行うとともに、市町村の求めに応じ、技術

的助言その他必要な援助を行うほか、第 26条第 l項第 2号及び第 27条第 l項第

2号の規定による指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連絡

調整その他厚生労働省令の定める援助を総合的に行うことを目的とする施設と

する。
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青少年・家庭諜(内線:7893) 
1目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

児童養護施設 等 入 所 児
、

童自立支援事業 6. 000 6， 000 。 6， 000 
トータルコスト 11. 417千円 (前年度 11.561千円) [iE職員:O. 7人]

主な業務内容 事業者との連 絡調整、補助金の交付

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係

機関、児塗福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

児童養護施設等に入所している児童の自立支援のため、自動車運転免許の取得又は

大学等への入学に要する費用の一部を助成する。

2 主な事業内容 、

(単位.千円)
区 分 立す 象 児 童 予算額

普通自動車運転免許取得 児童養護施設等に措置された児童で、就

費 職のための自動車学校への入校者 6， 000 
(扶養義務者がいない、または扶養義務

者に負担能力がない場合に限る。)

大学等進学支度費 自立援助ホームに委託を行っている児童

で、大学等へ進学するととが決l定し、措

置解除となる児童

施設入所児童等保証

人支援事業 800 800 。 800 

トータルコスト 1. 574千円 (前年度1.594千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 事業者との連絡 調 整 、 補 助 金 の 交 付

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

児童養護施設などに入所している児童が進学・就労・賃貸住宅へ入居した際に、身

元保証・連帯保証人となった施設長等が保証債務を履行した場合に弁済した経費を助

成する。

2 主な事業内容
区 分 内 Z匂Jヨb・ー

被保証人 里親・児童養護施設等の措置児童、婦人相談所一時保護所(委

託を含む)に保護されている女性

保証人 里親、児童養護施設等の長等

保証限度額 就職時・入学時身元保証…………… 300千円/件

アパート等入居時連帯保証…日…… 200千円/件

高校・大学等入学時借入連帯保証・ 300千円〆件
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l目 児童福祉総務費

青少年・家庭課(内線:7893) 

(単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 ~t 源 内 訳 備 考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)児童養護施設
等 職 員 の 資 質向上研 5， 677 。5， 677 2. 737 2， 940 
修事業

ト タルコスト 7， 999千円(前年度 O千円) [正職員:O. 3人l
主な業務内容 事業者との連絡調整、補助金の交付

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度章 の広報啓発の推進、市町村等の関係機
関、児童福祉施設及び児 相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要
児童養護施設等職員の資質向上を図り、児童への支援の充実を図るため、施設職員

の研修参加経費を助成する。

※平成 25年 6月補正で予算化。

2 主な事業内容

補助対象施設 児童養護施設(5)、乳児院は)、情緒障害児短期治療施設(1)、

母子生活支援施設(5)、障害児入所施設(1)、自立援助ホー

ム(3)、ファミリーホーム(3)、児童家庭支援センター(2) 
計 22施設

予算額 5， 6 7，7千円
， 

短期研修:@ 202千円 x22施設

長期研修:送り出し施設@1， 018千円 x1施設

受入施設@215千円 x1施設

補助率 1 0/1 0 
負担割合 国112、県 1/2、単県(障害児入所施設の短期研修のみ)

一172-



1目 児童福祉総務費

事 業 名

母子生活支援施設強
化事業

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位:千円)

本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
回統茸出金 起債 その他 一般財源

4， 610 5. 602 ム992 4， 610 

5， 384千円(前年度 6，396千円) [正職員:O. 1人]
事業者との連絡調整、補助金の交付
児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

母子生活支援施設において精神疾患のある方、 DV被害者、被虐待児など個別的な

支援を必要とする入所者に対応するため、施設設置者が国の職員配置基準を超えて職

員を配置するための経費に対して助成する。

2 主な事業内容

( 1 )対象施設

母子生活支援施設(県内5ヵ所)

( 2 )補助基準

①処遇困難な母子が 10人以上入所していること

②国の職員記置基準を超えて直接処遇職員(母子支援員等)を配置していること

( 3' )補助対象経費
国の職員配置一基準を超えて配置されている個別的な対応を行う直接処遇担当職

員(1名分)の人件費

里親家庭支援事業 1， 825 2， 709 ム884 1， 825 

トータルコスト 2， 599千円 (前年度 3，503千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 里親家庭への必要経費支給事務、補助金交付事務等

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要 ，キ

里親の養育技術の向上や、里親委託児童の生活環境向上を図るために必要な経費を

助成する。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区 分 事 業 内 釘'ff.三、 予算額

家庭生活体験 児童養護施設等に入所している児童を、週末 1， 284 
事業 などに里親宅で受け入れる。

里子の養育環 国の措置費対象外である里子の塾及び習い事 541 
境の充実事業 に係る費用及び高校受験料を助成する。

'Ei 計 1， 825 
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l目 児童福祉総務費

事 業 名 本年度 前年度 比較

青少年・家庭課(内線 7 8 9 3) 

(単位・千円)

財 j涼 内 訳
備考

国雌支出金 起債 その他 一般財源

里親支援機関事業 8. 998 9. 036 ム38 4. 145 4. 853 

トータルコスト 9. 772千円(前年度 10.624千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 委託業務の実施・委託先との調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報替発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

要保護児童を家庭的な環境で養育する里親の役割が重要となってきている中で、里親支

援に関する事業をより専門的かつ効果的に実施できる民間団体、民間企業等に委託す

る経費である。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事 業 内 n甘- 予算額 財源内訳

里 J 里親委託促進 里親委託等推進員(1名以上)を配置するととも 5. 782 国1/2
親 事業 に里親委託等推進委員会を開催する。 県1/2
支 養育里親研修 養育里親の認定前研修及びスキルアップ研修を 804 国 112
援 事業 行う。 県1/2
機 専門里親研修 専門里親の基礎・認定前研修及び更新研修を行 1. 270 国1/2
関 事業 つ。 県1/2
委 普及啓発事業 チフシ等による街頭啓発を実施し、里親制度を 68 国 1/2
託 広く県民に紹介する。 県 1/2
料 里親相互交流 里親同士が日常的な子育ての不安や悩みを気軽 148 国 1/2

事業 に話すことのできる場を定期的に開設する。 県 1/2
養育里親更新 養育里親の更新研修を行う。 16 国1/2
研修 県1/2

鳥取県里親会補助金 里親損害賠償保険料及び全国里親会等の参加経 665 単県

費等を助成する。

事務費等 245 
.<:ロh 計 8. 998 
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青少年・家庭課(内線:7893) 
1目 児童福祉総務費 (単位:千円)

i事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

里親委託推進総合 5， 340 1， 012 4， 328 2， 670 2. 670 
対策事業

トータルコスト 7， 662千円(前年度 1， 806千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 委託先との連絡調整、関係機関連絡調整

ヨ落語初政策目標骨嵐軍司 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進

市町村等の関係機関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
里親制度については、制度について十分理解をいただけていないこと等もあり、特に若い方の登録

が少ない現状であることから、里親委託を一層推進するため、広く一般県民の方に里親制度を周知し、
新規の里親を増やすための事業を里親支援機関に委託する。

また、要保護児童を委託された里親が、養育に関する悩みを相談するなどの里親のフォロ一体制を
より充実させるための事業を委託する。

2 主な事業内容

委託事業区分 事業内容 予算額(千円) 負担割合

【拡充]全市町村里 里親支援機関に里親委託等推進員を追加配置し、 2， 871 
親配置促進 各地域の集会等において、里親制度の現状や必要

性等についての説明や里親自身による里子の養育
体験について講演を行う。

[新規]子どもと 一般の方(若年層)向けのフォーラムを開催するも 2， 064 国 1/2
家庭の粋フォーラ -基調講演、シンポジウム
ム(仮称) -里親制度、要保護児童養育を表現した寸劇等 県 1/2

[新規]里親メン ベテランの里親にメンター(信頼のおける相談相 405 
ター養成 手)研修を受講してもらい、里親メンターとして、

悩みを抱える里親の相談支援を行う。

計 5， 340 

'( 3 これまでの取組状況、改善点

平成 23年度より養育里親研修や啓発事業、里親・里子のマッチング等の各事業を専門的かつ効率

的に実施できるよう、里親に身近な里親支援機関を設置し、塁親制度の正しい理解と里親への支援体
制の充実及び里親委託の促進を図った。

また、全市町村に里親を配置するため、県内の里親未配置の自治体を中心に広報啓発を実施した。

[過去5年里親登録数、委託率(1 0月 1日時点)1 

H21 H22 日 23 H24 H25 

登録里親数(人) 63 65 6 1 66 74 

委託率(%) 12. 8 13. 2 1 2. 7 1 7. 9 20. 7 

委託率:里親委託児童数/乳児院・児童養護施設への措置及び里親 (7，ミリ+1含む)への委託児童数
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1日 児童福祉総務費

青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位:千円)

事 業 名 本年度. 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
回目t支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

児童相談所費 42， 233 40. 244 1， 989 89 42. 144 
トータルコスト 275，177千円 (前年度 279，358千円)

[正職員:30. 1人、非常勤職員:6. 3人]

主な業務内容 相談対応、調査・診断・判定業務、訪問指導、関係機関連絡調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び塁親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

閥、児室福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

県内 3カ所にある児童相談所における、要保護児童対応や児童虐待防止に係る各種

事業及び相談所の管理運営に要する経費である。

(弁憤金)

一時保護所費 65 
68，952 64， 372 4， 580 7， 153 (雑入1 61，684 

50 
トータルコスト 112，290千円(前年度 108，858千円)

[正職員:5. 6人、非常勤職員:6. 4人]

主な業務内容 生活指導、委託料の審査・交付、事業者との連絡調整

工程表の政策目標(指標 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関 係

機関、児童福祉施 設 及 び 児 童 相 談 所 の 職 員 の 研 修 の 充 実

事業内容の説明

要保護児童の安全を確保するための、児童相談所一時保護所の管理運営及び児童福

祉施設等への一時保護委託に要する経費である。

一時保護児童学習支

援事業 2， 985 767 2， 218 2， 985 
トータルコスト 4， 533千円 (前年度 2，356千円) [正職員:O. 2人1
主な業務内容 委託業務の実施、委託先及び関係施設との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 児 童 虐 待 防 止 及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係

機関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

児童相談所に一時保護されている児童について、学習指導者を派遣し、各児童に合

わせた学習指導を実施する。

2 主な事業内容

区 分 内 釘乍旬当、

立す 象 ~Æ. 童 児童相談所に一時保護されている児童で義務教育の期間にあ

る児童

実 施 条 件 土日祝祭日を除いた月曜日から金曜日に実施

予 算 額 2， 985千円

学習指導費 2， 540円/時間(上限)

通勤手当 1回当たり実費と 250円のいずれか低い方
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l目児童福祉総務費

青少年・家庭課(内線 :7893)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

児童福祉展支援事業
400 555 ム155 400 

トータルコスト 400千円 (前年度 555千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 式典の開催、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

県内の福祉施設の紹介、施設で生活している方々の作品の展示・即売を通じて、県

民に対して児章福祉や障がい福祉への意識啓発を図ることを目的として開催される「児

童福祉展」へ助成する。

主任児童委員資

12.852 12.， 968 ム11 6 12，852 
トータルコスト 12，852干円 (前年度 16，940千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 研修会の開催委託、関係機関連絡調査

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

児童福祉法に基づく主任児童委員の活動に必要な報酬の支給、資質向上のための研

修会を実施するための経費である。
(主任児童委員:212人)

(新) l基金輯入金)

鳥取こども学園希望館 179，093 01179，093 119，395 59，698 
改築事業

トータルコスト 183， 736千円(前年度 。千円) [正職員:0目 6人]

主な業務 内容 補助金の交付、事業者・関係機関との調整

程表の政策目標(指標) 児室虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の兎実

事業内容の説明 [ r社会福祉施設等耐震化等臨時特例基金J充当事業]

事業の目的・概要

老朽化している情緒障害児短期治療施設鳥取こども学園希望館の改築整備に助成し、

A所児童の安全確保と生活環境の改善を図る。

2 主な事業内容

実施主体 社会福祉法人鳥取こども学園

整備施設 情緒障害児短期治療施設鳥取こども学園希望館

整備内容 築 40年が経過し、老朽化が進行した第 1児童棟を改築する。

予算額 179， 093千円

負担割合 国(基金) 1/2、県 1/4、実施主体 1/4
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l目 児童福祉総務費

事 業 名 本年度}

(新)中園地区児童

前年度 比較

膏少年・家庭課(内線 :7893)

(単位千円)

財源内訳
備考

闇庫支出金起債その他一般財源

相談所職員研究協議 297 。297 297 
会開催事業

トータルコスト 1. 071千円(前年度 O千円) [正職員:o. 1人]

主な業務内容 会議の企画・運営、関係機関、団体との連絡・調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報軍事発の推進、市町村等の関係機

関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

毎年中園地区各県の持ち回りで開催される中国地区児童相談所職員研究協議会を米

子市内で開催し、児童相談所職員の資質向上を図る。

期日 平成 26年 10月 20日.......2 1日

内容 中国 5県の児童相談所で管理運営、相談・判定業務に従事する職員による

発表・意見交換。

(新)青谷こども学

園小規模グ ループケ 31，077 0131，077 20，718 10， 359 
ア増築事業

トータルコスト 35， 720千円(前年度 O千円) [正職員:O. 6人]

主な業務内容 補助金の交付、事業者・関係機関との調整

工程表の政策目標(指標) 児童虐待防止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関係機

閥、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

社会福祉法人青谷福祉会が実施する児童養護施設青谷こども学闘の小規模グループ

ケア増築整備の費用を助成し、入所児童の処遇環境の向上を図る。

2 主な事業内容

実施主体 社会福祉法人青谷福祉会

整備施設 児童養護施設青谷こども学園

整備内容 小規模グループケアを 1ホーム増築し、施設定員を 30名から 35名に増

員する。

予算額 31， 077千円

l負担割合 補助基準額に対し、国1/2、県1/4、実施主体 114
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1目 児童福祉総務費

事 業 名

災 害遺児手当助成

事業

トータルコスト

主な業務内 容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

青少年・家庭課(内線 :7893)
(単位・千円)

本年度 前年度 比較
財源内訳 備考

国庫支出金起債その他 }般財源

768 732 36 768 

L 542千円(前 年度 L526千円) [正職員:O. 1人]

補助金の申請・交付、関係機関との連絡調整

母 子家 庭及 び寡婦自立促進計画の推進

災害遺児の健全な育成を図るため、遺児に手当を支給する市町村に対して助成を行

つ。

助成額:災害遺児 l人に対し 2，000円/月

負担割合:県 112、市町村 1/2

青少年・家庭課管理

運営費 2， 720 2'， 220 500 2， 720 

トータルコスト 18，19ff千円(前年度 18，108千円) [正職員:2. 0人]

主な業務内容 法・制度の普及・推進、施設の指導監査、国・市町村及び関係

機関・団体との連携・調整、青少年・家庭課業務の総括及び

課内外の連絡調整

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

児童福祉に関する法・制度の普及・推進、児童福祉施設等の指導監査及び関係機関・

団体との調整等に要する経費である。

[終了]米子児童相談

所改築事業 184，552 ム184，552

トータルコスト 。千円 (前年度 186，141千円)

事業内容の説明

改築工事が完了したことに伴い、事業終了する。
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青少年・家庭課(内線:7893) 
白 且 (単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較 M 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(負担金)

児童措置費 1， 749. 107 1， 717. 280 31， 827 834. 3721 10. 620 904. 105 
(雑入)

10 
ト タjレコスト 1， 754. 524千円 (前年度 1.722. 841千円) [正職員:O. 7人、非常勤職員:1. 0人]

主な業務内容 国庫補助申請、単価改定、措置費支払事務、関係機関との連絡調整、負担金徴収

関係業務

工程表の政策目標(指標) 市町村等の関係機関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

要保護児室等の安心して暮らせる環境を確保、支援するため、児童福祉法の規定により施設入所措置等と

なった児童・母子の委託に要する経費等、同法の定める最低基準を維持するための費用を負担する。

2 主な事業内容

民間児童福祉施設への措置(委託)に要する経費、市及び福祉事務所設軍町村が母子生活支援施設等に措

置する場合における県負担金、助産施設への入所に要する費用等である。

(1)委託料(国1/2県1/2) (単位'千円)

施設種別 施設数 措置人数(人) 予算額

児童養護施設 237 899. 869 
情緒障害児短期治療施設 30 187. 394 
県外施設 4 26， 540 
里親 53 75， 023 
乳児院 35 329. 332 
自立援助ホーム 21 60. 250 
ファミリーホーム 3 18 51. 703 
母子生活支援施設 3 22， 435 
医療審査委託料(単県) 528 

合計 21 409 1. 653. 074 

(2)負担金(国1/2県1/4市町村1/4) (単位:千円)

施設種別 施設数 措置人数(人) 予算額

母子生活支援施設 5 91 64. 087 
助産施設 4 16 2. 085 

合計 9 107 66. 172 
~ 

(3)扶助費(国1/2県1/2) (単位.千円)

施設種別 施設数 措置人数(人) 予算額

助産施設 4 2 905 
措置医療費 26. 493 

合計 4 2 27. 398 

(4)人件費(単県) 非常勤職員(1名)の雇用に要する経費 2.463千円
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青少年・家庭課(内線 :7893)

“ 軍 且 (単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較 ~1 i源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

入 所 児 童 へ の入院支 1. 412 932 480 1. 412 
援事業

トータ，ルコスト 2. 186千円(前年度1.726千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金の交付、関係機関連絡調整

工程表の政策目標(指標) 児 童 虐 待 防 止及び里親制度の広報啓発の推進、市町村等の関

係機関、児童福祉施設及び児童相談所の職員の研修の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要

児童養護施設等に入所している児童が入院し、家族の付き添いや支援が提供できな

い場合において、付き添いに要，する費用を助成する。

2 主な事業内容

区 分 内 n令コhー

対象施設 児童養護施設 (5施設)、乳児院(2施設)、情緒障害、児

短期治療施設(1施設)

対象経費 -児童の入院付き添いに要した経費

-施設代替職員の確保に要した経費

(20千円/日を限度)

対象児童 小学校6年生以下の施設入所児童のうち次のいずれかに

該当する児童

-保護者がいない児童

-経済的困窮家庭の児童

-虐待を理由とする入所児童など
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青少年・家庭課(内線・ 78 93) 
2目児責措置費 (単位 1チ円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較 M 源 内 訳 備考
回開支出金 起債 そ可也 一般財源

措置費負担金滞納整 183 3， 304 ム3，) 21 183 
理事業

トータルコスト 957千円(前年度 3，304千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 委託業務等

工程表の政策目標(指標J 児童虐待防止及び塁親制度の広報啓発の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

児童措置費負担金の徴収対象者のうち、支払いが滞納しており、職員による指導

督促等に応じない者について、弁護士等への債権回収委託を行い、滞納されている

債権を回収するととにより、未収金の縮減を図るとともに、適切に支払いを行って

いる者との不公平感の解消を図る。

2 主な事業内容

弁護士等委託 1 8 3千円

負担金を徴収することが困難な者の債権回収を、弁護士等に委託する。

3目 母子福祉費

青少年・家庭課(内線:7869) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

ひとり親家庭学習

支援事業 6， 906 3， 435 3， 471 4. 604 2， 302 

トータルコスト 6， 906千円(前年度 3，435千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容 補助金の申請・交付、関係機関との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進

事業内容の説明

ひとり親家庭の児童等の学習を支援するため、市町村が実施する「ひとり親家庭学

習支援事業J1::対し補助金を交付する。

(負担割合:国 1/2、県 1/4、市町村 1/4)
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3目 母子福祉費

青少年・家庭課 (内線:7869) 

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比較
~:1 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

ひとり親家庭等 (雑入)

福 祉対策費 5， 934 5， 396 538 423 4 
(基金繰入金)

5， 507 

トータルコスト 10，577千円 (前年度 6，190千円) [正職員:O. 6人]

主な業務内容 相談対応、補助金の申請・交付、委託契約事務、計画策定

工程衰の政策目標(指標) 母 子 家 庭 及 び 寡 婦自立促進計画の推進

事業内容の説明 ( rとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

ひとり親家庭の生活向上のため、日常生活の支援や地域からの孤立化を防止するた

めの相談体制の充実に要する経費である。

2 主な事業内容 (単位・千円)

区 分 事 業 内 n甘~ 予算額 財源内訳

ひとり親家庭等 就職等自立促進に必要な事由や疾病等の 国1/2
日 常 生 活 支援事 事由により、一時的に家庭支援等のサー 基金1/2
業 ピスが必要な場合に家庭生活支援員を派

遣する。

(鳥取県母子寡婦福祉連合会へ委託) 877 
ひとり親家庭等 ホームページやメールマガジンを活用し 基金

情報提供事業 た情報提供やメール相談を実施する。

(鳥取県母子寡婦福祉連合会へ補助) 739 
ひとり親家庭等 ひとり親家庭の福祉の向上を目的として 基金

生活支援事業 行う研究集会の開催やひとり親家庭向土

の交流事業等の実施に要する経費を助成

する。(中四国母子寡婦福祉研修大会経

費を含む)

(鳥取県母子寡婦福祉連合会へ補助) 3， 203 
ひ と り 親 家庭福 地域のひとり親家庭等の身近な相談窓口 基金

祉推進員設置事 となり、子育てや自立を支援する「ひと

業 り親家庭福祉推進員」を設置する。

(鳥取県母子寡婦福祉連合会へ補助) 720 
(臨)ひとり親 ひとり親家庭等の自立支援のあり方や今 基金

家 庭 等 自 立促進 後の施策の方向性を定め、総合的な事業

計画改訂事業 展開を図るため、ひとり親家庭等自立促

進計画の改訂を行う。 395 
i'i 言十 5， 934 
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3目 母子福祉費

青少年・家庭課(内線:7869) 
(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳 備考

悶廊支出金 起債 その他 一般財源

ひとり親家庭等就

業・自立支援 事l業 6， 361 5， 870 491 3， 038 3， 323 

トータルコスト 18，743千円(前年度 18，580千円) [正職員:1. 6人]

主な業務内容 相談対応、補助 金 の 申 請 ・ 交 付 、 委 託 契 約 事 務 、 関 係 機関

との連絡調整

工程表の政策目標(指標) 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

ひとり親家庭の就業を促進するため、就業相談から技能講習、就業情報の提供にい

たるまでの一貫した就業支援サービス等を提供する。

2 主な事業内容 (単位:千円)
区 l 分 事 業 内 H廿』 予算額 財源内訳

就業支援事業 無料職業紹介、巡回相談の実施 国1/2
県1/2

750 単県

就業支援講習会 事 就業に有利な資格取得等のための講習会の開 国1/2
業 催((財)鳥取県連合母子会へ委託) 4， 961 県1/2
就業情報提供事業 就業支援講習会修了者等に対する就労情報の 国 1/2

提供 385 県1/2
ひとり親家庭等地 通常の母子相談で解決できない複雑な問題等 国1/2
域生活支援事業 について専門家による特別相談を実施 265 県1/2

'Ei 言十 6， 361 

母 子自立支援員設 (雑入)

置費 5， 404 5， .270 134 20 5， 384 

トータルコスト 5，404千円 (前年度5，270千円)

[正職員:O. 0人、非常勤職員:2. 0人]

主な業務内容 相談対応

工程表の政策目標(指標) 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

ひとり親家庭等の就業や生活全般に関する相談指導、援助を行ヨため、中部・西部

福祉保健局に母子自立支援員を各 1名設置する。

2 主な事業内容

-母子及び寡婦福祉法及び生活一般についての相談指導等

-職業能力の向上及び求職活動等就業についての相談指導等

-その他母子家庭及び寡婦の自立に必要な支援

-父子家庭への支援

一184-



3目母子福祉費

事 業 名 本年度 前年度 上ヒ 較
財

国庫支出金

青少年・家庭課(内線:7869) 

(単位千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

母子家庭等自立

支援給付金事 業 5， 400 26，362 ム20，962 3， 862 1. 538 

トータルコスト 6， 174千 円 (前年度27，156千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 申 請 受 付 、 審 査 、決定事務

工程表の政策目標(指標) 母 子 家 庭 及 び 寡 婦自立促進計画の推進

事業内容の説明

事業の目的・概要

職業能力開発の講座を受講、又は資格取得のために養成機関で修業する母子家庭の

母及び父子家庭の父に対し、母子家庭等自立支援給付金を支給し、経済的な自立を支

援する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

区 分 事 業 内 ，匂~ヒ・・ 予算額 財源内訳

自立支援教育訓 職業能力開発のための指定講座を受講する場 国3/4
練給付金事業 合、受講料の一部 (4割)を助成する。(国の 県1/4

2割に県単独で2寄j上乗せ実施) 500 単県

高等技能訓練促 看護師、保育士等の資格を取得するため 2年以 国3/4
進費等事業 主養成機関で修業する場合、修業期間中の生 県1/4

活費の負担軽減を図るため以下の資金を給付

する。(上限 2年間).

-高等技能訓練促進費

-入学支援修了一時金 4. 900 
(新)鳥取県高 上記の高等技能訓練促進費について、平成 25 単県

等技能訓練促進 年度以降の入学者に対して修業期間の3年目以

費支給事業 降について給付金を支給する市町村に対して

その経費の一部を助成する。

(負担割合・県1/2、市町村1/2)
※平成26年度は支給対象なし。 。

'Ei 言十 5， 400 

3 これまでの取組状況、改善点

高等技能訓練促進費等事業については、制度利用により看護師等の資格を取得した

者のうち約8割の者が就業し、そのほぼ全員が常勤職員として就業するなど、母子家庭

等の経済的な自立にとって効果の高い支援制度となっている。(制度利用終了直後の

調べによるもの。)

平成 25年度修業開始者から支給対象期聞が上限2年間と短縮されたことから、 3年以

上の修業を必要とする者の経済的負担を軽減するため、修業期間の3年目以降について

給付金を支給するべく、この度、県独自の市町村補助制度を創設するものである。
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青少年・家庭課(内線:7869) 
3目 母子福祉費 (単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較 Rオ 源 内 訳 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

児童扶養手当支 (雑入)

給事業 76， 204 80，039 ム3，835 24，403 10 51.791 

トータルコスト 78， 526千円(前年度82，422千円) [正職員:O. 3入、非常勤職員:1. 0人]

主な業務内容 認定等の審査・手続等事務、債権管理・回収に係る事務、現況届
処理、未提出者指導、手当支給事務、市町村指導、給付費国庫負
担金関係事務

工程表の政策目標 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進
(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要 ， 

児童扶養手当の支給、調査・認定・市町村指導監査等に要する経費である。

[回一一…………3室が養育されている母子家庭(父子家庭)の自立を助け、児童の福

祉の増進を図ることを目的として支給される児童のための手当， 

※平成22年8月から父子家庭へ対象拡充

2 主な事業内容 (単位:千円)

区 分 事 業 内 全屈曲. 予算額 財源

児掌扶養手当 受給者数 約 150人(福祉事務所未設置町村 国1/3
の受給者のみ:三朝町、大山町) 県2/3

手当額(全部支給)41， 140円/月 73， 211 
委託 料 児童扶養手当支給電算シスァム保守管理経 単県

費 500 
人件費・活動費 非常勤職員の報酬、共済費、調査旅費 2， 493 単県

d口h 言十 76， 204 
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3目母予福祉費

青少年・家庭課(内線:7869) 

(単位・千円)

事 業 名 本年度 前年度 ~t 較 日オ 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

母子 寡 婦 福 祉資

金貸 付 金 滞 納整 609 769 ム160 609 

理事業

トータルコスト 609千円 (前年度 769千円) [iE職員:O. 0人]

主な業務内容 委託契約事務、委託料の支払い、事業者との連絡調整
工程衰の政軍目標 l指棲) 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進
事業内容の説明

事業の目的・概要

母子寡婦福祉資金貸付金の対象者のうち、償還金を滞納しており、職員による償還

指導・督促等に応じない者について、弁護士・債権回収会社(サービサー)への債権

回収委託を行い、滞納となっている債権の回収に努め、未収金の縮減を図るとともに、

適切に償還している者との不公平感の解消を図る。

2 主な事業内容

債権回収業務委託(予算額 609千円)

-債務者自身が約束した償還計画にかかわらず償還をしない滞納者の債権回収を弁

護士又は債権回収会社に委託する。

母子寡婦福祉資

金償還協力員設 3， 990 3， 9.90 。 3， 990 

置費

トータルコスト 4. 764千円 (前年度 4.784千円1[正職員・ O.1人 非常勤職員:5. 0人]
主な業務内容 償還金の徴収業務

工程衰の政賢目標(指標) 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進
事業内容の説明

. 
母子寡婦福祉資金貸付金の償還率の向上を図るため、東部福祉保健事務所、中部・

西部総合事務所福祉保健局に非常勤の償還協力員を配置 (5名)する経費である。

母子寡婦福祉資

金貸 付 事 業 特別 1. 882 2， 192 ム310 1， 882 

会計繰出金

トータルコスト 1. 882千円(前年度2.192千円) [正職員:O. 0人l
主な業務内容 所要額推計、繰入事務、関係機関との連絡調整

工謹衰の政貫目標(指標) 母子家庭及び寡婦自立促進計画の推進
事業内容の説明

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の事務費に充てるため、また、平成21年6月以前

の有利子資金貸付利用者に対し、利子軽減 (3%→ 1 %)を行う補給(2%分)を行うた

めの繰出しである。
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3目母 子福祉費

青少年・家庭諜(内線 :7869)

(単位:千円)

事 業 名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
国席支出金 起債 その他 一般財源

[ 終 了 ]鳥取県

ひとり親家 庭等 。 4， 935 ム 4，935 

実態調査

トータルコスト 0千円 (前年度 10，496千円)

事業内容の説明

平成 25年度中に、県内のひとり親家庭等の生活実態を正確に把握し、福祉施策の充

実を図るための基礎資料となる調査が完了したことに伴い、事業終了する。

[廃止]ひとり

親家庭職場 体験 。 742 ム 742

研修事業

トータルコスト 。千円 (前年度742千円)

事業内容の説明

商工労働部門において、目的を同じくする有利な支援事業があり、ひとり親家庭のl

母等も利用できること、本事業の利用者がない状態が続いていることから、事業廃止

する。

喜多原学園 <0859-27-1101)

5目 児童福祉施設費 (単位:千円)

~t 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(使用料)

喜〈地多方原機学関園計管上理予運算営〉費
39 

(負担金)
40， 444 42，441 ムI.997 6， 658 775 32， 935 

(財産収入)
30 

(雑入)
7 

トータルコスト 179，746千円 (前年度 185，433千円) [正職員:18. 0人、非常勤職員5.2人]

主な業務内容 学園の管理運営、関係機関との連絡調整自立支援プログラムに基づく処遇の展開

工程表の政策目標(指標) -自立支援の内容の向上
-退所児童のアフターケアの強化及び高校進学・就職児童の定着

事業内容の説明

県立喜多原学園の管理運営に要する経費である。
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青少年・家庭課(内線・ 7893)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)児童養護施設

等職員雇用促進事業 (45， 322) (0) (45， 322) (45， 322) 

事業内容の説明 ※緊急雇用創出事業で一括計上

C本事業は国の平成 25年度臨時経済対策において新四設された「地域人づくり事業J]
こついて、「鳥取県緊急雇用創出事業臨時特例基金」を活用し実施するもの。

事業の目的・概要

社会的養護が必要な児童を、可能な限り家庭的な養育環境においで安定した人間関係の下で育てる

ことができるよう、施設のケア単位の小規模化が進められている。また、児童等の抱える問題の複雑

-多様化を踏まえて、より一層のケアの質を高めることが必要であることから、国において社会的養

護の将来像として、平成27年度より施設の人員配置の引上げが検討されている。

ついては、平成 26年度より児童養護施設等において職員を雇用し、 OJTやOFFー JT等を通

じて児童等への養育スキルの向上・早期離職防止に繋げる事業を委託する。

2 主な事業内容

区分 内 ~ヨaτ・‘ 

実施主体 児童養護施設、乳児院、情緒障害児短期治療施設、母子生活支援施設

雇用対象職員 直接処遇職員(児童指導員、保育士、母子支援員、少年指導員)

<参考>地域人づくり事業

失業者に対する地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援文は短期の雇用機会を提供した上で行

う、地域のニーズに応じた人材育成及び就業支援並びに在職者の賃金引き上げ等の処遇改善を目的と
して、事業者が行う販路拡大等の取組支援のために、民間企業等に対する委託により行う事業。
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平成26年度一般会計当初予算説明資料

3款 民生費
1項f 社会福祉費

比較

6， 776 

1 事業の目的・概要
障がい!A・者のニーズが高いものの、障害者総合支援法等による支給の対象とならないサービスの

うち、県が定めた事業を実施する市町村に補助することにより、障がい児・者の在宅生活を支援する。

2 主な事業の内容 (単位:千円)
事 業 名 予算額 負担割合 事 業 内 ?d-

1 施設入所障がい児・者等在 432 県 45% 障がい者支援施設等に入所している障がい児
宅生活支援事業 市町村 -者が一時帰宅する場合の自宅における障害

45% 福祉サービスの利用は全額自己負担となり、
本人 介護給付費等が支給されないため、一時帰宅

10% 中の在宅における障害福祉サービスの利用経
費について補助を行う。

2要医 ( 1 )家庭外看護師派 13 県 1/3 日常的に医療行為が必要な障がい児・者が家
療障が 遣支援事業 市町村 庭外で4人以上集まり活動する場合に、看護
い児・ 1/3 師の派遣費用について補助を行う。
者在宅 本人1/3
生活支 (2 )エア マットレス 252 県 1/3 祷療リスクが高く、体位変換に常時介助を要
援事業 レンタル助成事業 市町村 する在宅生活中の重心児・者等を対象にエア

1/3 ーマットレスのレンタル費用の助成を行い、
本人1/3祷癒予防と介助量を軽減し、在宅生活を支

援する。
(3)重症心身障がい児 6， 645 県 1/2 指定基準以上に新たに看護師等を配置し、日

-者受λ事業所看 市町村 常的に医療行為が必要な重心児・者等を受け
護師等配置助成事 1/2 入れる事業所に対し、看護師等配置経費なを補
業 助することで、日常的に医療行為が必要 重

心児・者等の受入先を開拓する。
(4 )重症心身障がい児

1， 049 県1/2日常的に医療行為が必要な重心児・者等に対
-者等受入事業所 市町村 して医療専門職による医療ケアや治療を実施
医療機器購入助成 1/2 する事業所に対して、必要な医療用具等の購
事業 入に関する経費を補助することで、日常先的に

医療行為が必要な重心児・者等の受入 を開
拓する。

3重度 (1)入院時等付添依頼 155 県 1/3 常時必要とされる入院時等の付添いを 時的
身体障 助成事業 市町村 に交替することで、所要や他の家族の世話等
がい児 1/3 を行う時間を確保する。
-者等 本人1/3
在宅生 (2 )家庭内排指定補助装 176 県 1/3 筋ジストロフイ 等により、常時又は随時排
活支援 置助成事業 市町村 夜を行うことが必要な在宅の障がい児・者に

事業 1/3 ついて、家庭内への排疲補助装置の配置経費
本人1/3について補助を行う。

4 身体障害者手帳交付対象外 384 県 1/3 身体障害者手帳(聴覚機能障害)の交付対象
の難聴児への補聴器購入助成 市町村 とならないが、 補構入聴費器をが補必助要すなる難。聴児に対し
事業 1/3 て、補聴器等の購

本人1/3
合計 9， 106 
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1 2目 障がい者自立支援事業費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財

国臨支出合

子ども発達支援課(内線:7865) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

農産裏手医療費(育 6. 367 11. 037 ム4.670 18 6.349 
ト タルコスト 7. 915千円(前年度12.626千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 負担金及び審査支払手数料の支払、予算・決算・要綱整備等、国庫負担金事務
工程表の政策目 重症心身障がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続した支援体制の
標(指標) 整備

事業内容の説明

事業の目的・概要
身体t;:障がいのある児童の健全な育成を図るため、当該児童が生活能力を得るために必要な医療の

給付を行う。
J 

2 主な事業の内容 (単位:千円)
区 分 予算額 内 k廿h 

身体に障がいのある児童又は現存する疾患を放置
医療費(扶助費及び負担金) 6. 112 すれば将来障がいを残すと認められる児童のうち、

確実な治療効果が見込まれるものに対し、必要な
医療費を給付する。

審査支払事務手数料等 60 医療費の審査・支払事務の委託(単県)
委託料
シスァム保守等 195 受給者情報管理システムの保守等(単県)
その他事務費

合計 6. 367 

負担割合医療費 市町村l/4 県l/4 国l/2
審査手数料 市町村l/2県l/2(調剤については、市町村が負担)
(*医療費、審査手数料ともに平成25年3月分までについては、県1/2 国l/2)

， 
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皆成学園(電話 :0858-22ー 71 8 8) 
1 2目 障がい者自立支援事業費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~j 源 内 訳

備考
国防宜出 起債 その他 一般財源
金

く地方機関計上予算〉

地域生活支援事業(発 (雑入)
逮障がい者支援セン 9. 118 9， 962 ム844 4， 557 20 4， 541 
ター費)

トータルコスト 51. 683千円(前年度57，626千円) [正職員:5. 5人、非常勤職員:2.0人]
主な業務内容 相談支援、関係機関との調整、研修の企画・立案・実施、普及啓発
工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる
標(指標) 体制の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要
発達障がい児(者)への支援を専門的に行う機関として、当事者及びその家族からの相談に応じ

るとともに、市町村等が行う支援に対する技術的援助及び人材育成並びに関係機関との連携強化に
より総合的な支援体制の整備を推進する。

2 主な事業の内容
区分 内 ?G 

名 称 「エール」発達障がい者支援センター
開設時期 平成 16年6月
設置場所 障害児入所施設県立皆成学園(倉吉市みどり町)内
対象者 発達障がいのある方

発達障がいのある方、その保護者及び支援機関等に対して次の業務を
行う。

事業内容 ①相談支援 l

l②発達支援(発達状況の検査・判定・療育指導)
③就労支援(就労相談への対応・情報提供)
④普及啓発・研修

⑤関係機関連携
職員体制 計7名(所長I名、支援員4名、非常勤職員2名)

[廃止]障がい児を育てる地

7， 8581ム7，8581 域の支援体制整備事業

トータルコスト 。千円(前年度10，241千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容
工程表の政策目
標(指標)

事業内容の説明
市町村の、補助金事務の事務負担軽減の観点から、障がい児・者在宅生活支援事業に統合し、廃止す

る。
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前年度|比較

67， 898 I 0 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
医療ケアの必要な重度障がい児者の地域生活に係る家族の負担軽減のためには、医療機関と連携し

たサービスの実施が不可欠である乙とから、医療機関の実施する医療型ショートステイ事業所の拡充
を図るとともに、当該ショートステイ事業所における支援の充実を図る。

2 主な事業内容
( 1 )在宅生活を送各医療ケアの必要な重度障がい児者が安心していつでも医療裂ショートステイを

利用できるようにするため、医療機関が重度障がい児者を受け入れるために年聞を遇しで病床
を確保する。

( 2)当該ショートステイにおける支援の場に、利用者及びその家族への安心感の提供、支援の充実、
医療機関が抱く支援への不安を解消するため、利用者が普段地域で利用しているヘルパ一等を
派遣する仕組みを併せて構築し、そのへルパ一等の派遣に係る費用を助成する。

区分

筆盟愛重E
皐皇型金
補助単価

内 容
医療機関(蚕函扇I床を想定)、重度訪問介護事業所等
(1 )県 10/10、(2)県 90%、本人 10%
(1)医療型ショートステイ病床の確保

-所要額:37， 623千円/年 (3病院)
(2 )へルパ一派遣

-所要額:30， 275千円/年(3事業所)

3 これまでの取組状況、改善点
重度障がい児者が地域で安心・安全に生活できるように、保護者等の声を聞きながら、これまでも

県単独で様々な事業に取り組んできたが、周産期医療の進展により、在宅での医療ケアが必要な重度
の障がい児者が増加してきでいる。

このような中、多くの家族は在宅生活を望んでいるが、障がい児者の重度化が進むと家族の身体的
・精神的負担が大きく、とりわけ、医療ケアが必要な本大及び保護者・家族の負担はまだまだ大きい。
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子ども発達支援課(内線 :7865)
(単立:千円)

扇 tIl:lli-J.-_ 、+間備考
kl起債l その他 l一般国廊支出匂

(新)重度障が
い者地域リハビ
リテーション促
進モデル事業

トータルコスト
主な業務内容
工程表の政策目標

♀盟i

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
重度障がい者に対し地域でリハビリテーションを提供できる事業所が不足しているため、重度障が

い者の日中活動の場におけるリハビリテーション機能の充実を図る。

3， 906 。3， 906 
(基金繰入金)

3， 906 

5454千円(前年度O千円) r正職員 O. 2人]
契約業務、関係団体との淳絡調整
重症心身障がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続した支援体制
の整自

[f d二っとり支え愛基金」充当事業]

2 主な事業内容
重度障がい者が日中利用する生活介護事業所等に、医療機関の理学療法士等の専門職員を派遣し、

事業所職員に対し、重度障がい者への関わりについて指導、助言を行うために必要な経費を助成す
る。

区分 内 d廿， 

実施主体 県
委託先 訪問リハビリテーション等を実施している医療機関及び民間事業所

(各国域 lか所ずつ)
負担割合 県 10/10
所要額 3， 906千円

3 これまでの取組状況、改善点
重症心身障がい者への理解、基本的な支援方法等を事業所に学んでもらう機会として、重症心身

障がい児者受入研修を実施した。
しかし、生活介護事業所など重度障がい者が日中利用する事業所における利用者への関わりは、

利用者個々によって異なり、事業所からは実際の支援の場面で専門的な知識を持った理学療法土等
からの助言を求める意見も出ている。特に、 18歳以上の重度障がい者に係る助言等を行う体制が整
っていないため、地域の訪問リハビリテーション事業所の理学療法士等の協力を得ながら、利用者
への関わり方を事業所職員に助言、指導できる仕組みを作ることが必要である。

【生活介盟事業所】
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子ども発達支援課(内線 :7151)
l目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 j源 内 訳

備考
国間支出金 起債 その他 一般財源

(新)重度障が進い (基金繰入金)

児者地域生活促 10，826 10， 826 10，826 
-安心事業
トータルコスト 13. 148千円(前年度O千円) (正職員:O. 3人〕
主な業務内容 補助蚕柔務、契約業務、関係団体との連絡調整
工程表の政策目標 重症整心身障がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続した支援体制
(指標) の備

[fとっとり支え愛基金」充当事業]

事業内容の説明

事業の目的・概要
医療ケアが必要な重度障がい児者の地域移行を推進するため、重度障がい者が利用するケアホーム

等を活用した体験事業を実施する団体を支援する。
また、重度障がい児者及びその家族等が身近に相談できる体制を整備する。

2、主な事業内容

(1)重度障がい児者地域移行推進モデル事業
入院又は入所中の医療的ケアが必要な重度障がい児者を対象に、ケアホーム等での生活を体験し

ていただき、その中で支援方法や課題を整理し、その後の地域移行につなげるための支援を行う団
体に対して、支援に必要な経費(看護師等の人件費、介護用ベッド等の備品代等)を助成する。

区 分 内 容
補助対象 ケアホ ム等を活用した生活体験により医療ケアが必要な重度障がい児者

の地域移行を推進する団体
補助対象経費 0支援者の人件費

該当者 l名に対して看護師 2名、支援員 1名の計3名分
0医療用備品等購入費等

体験形態 0宿日帰り体験
0 泊体験(1泊 2日)

所要額 10， 466千円

(2 )重度障がい児者相談員設置事業
重度障がい児者とその保護者の悩みや思いに寄り添い、相談に応じ、適切な情報提供や豊富な経

験に基士ゴく助言等を行う相談員を新たに配置する。
区 分 内 r甘句

実施主体 県
相談員の数 3名程度(各圏域1名ずつ)
相談員の業務 ①家庭における養育、生活等に関する相談に応じ、必要な指導、助冒等を

行う。

②重度障がい児者の専門的な相談支援に関し、関係機関との連絡調整を行
つロ

所要額 360千円

3 これまでの取組状況、改善点
重度障がい児者が地域で安心・安全に生活できるため、保護者等の声を聞きながら、これまでも県

単独で様々な事業に取り組んできたが、在宅での医療ケアが必要な重度の障がい児者が楢加してきで
いる。
一方、多くの家族がどんなに障がいが重たくても在宅での生活を望んでいるが、家族の高齢化や障

がいの重度化により在宅での生活が困難になってきている状況がある。また、入所施設ではなく、地
域で生活させたいという、多くの保護者の強い思いもある。
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子ども発達支援課(内線:7865) 
1目 児童福祉総務質 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

障がい児・者事業所
職員研修事業 251 213 38 251 
ト タルコスト 2.573千円(前年度2.596千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 研修の企画、開催、講師等への謝金等の支払い

工程表の政策目 重症心身障がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続した支援体制

襟(指標) の整備

事業内容の説明

発達障がい児者及び重症心身障がい児者が利用できる障がい福祉サービス事業所等の増加と支援の
質の向上を図るため、生活介護事業所、訪問看護事業所、放課後児童クラブ等を対象に、発達障がい
児者、重症心身障がい児者についての基礎的な研修を行う。

子どもの心整の診備事療業ネ
ットワーク 9. 440 ム9741 4. 720 
トータルコスト 15. 631千円(前年度16.769千円) [正職員:O. 8人]
主な業務内容 ネットワ ク会議業務、研修・講演会等事務、拠点病院との連絡調整・打合せ等
工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる
標(指標) 体制の整備
事業内容の説明

事業の目的・概要
発達障がい、不登校等子どもの心の問題に対応するため、鳥取大学医学部附属病院を拠点病院と位

置付け、医療、福祉、教育等のネットワークの充実、子どもの心の問題に対応できる医師や支援者の

養成及び県民への理解啓発を行う。

2 主な事業の内容 (単位千円)

事(実施業機関)
名 予算額 事 業 内 R令旬ヨー 財源内訳

①子どもの心の診療 -医療と保健福祉等関係分野の連携について協議す 国1/2
ネットワーク事業 658 るネットワーク会議の開催 県1/2
(県) -鳥取大学医学部において、事業の内容について企

商・検討する学内ミーティングを設置

②子どもの心を支え -子どもの心の問題について理解を深める医学講座

るスタッフスキル 2. 987 の開催

アップ事業 -子どもの心に関する勉強会の開催

(鳥大、県) -拠点病院医師等の先進地研修
-福祉保健教育等、子どもの心の問題に携わる支援
者に対する専門研修会の実施等

③子どもの心に関す -子どもの心の問題に関して県民の方の理解を深め

る理解啓発事業 690 る講演会の開催等

(鳥大、県) -ホームページを活用した情報提供

④子どもの心の診療 -拠点病院内に事業推進に係る推進室を設置。(事

拠点病院推進室 5. 105 務職員と臨床心理士を配置)

(鳥大) -子どもの心に関する情報収集、研修、講演会等の
開催事務

合計 9. 440 

/ 
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1目 児童福祉総務費

子ども発達支援課(内線 :7865)
(単位:千円)

事業名 本年度 前 年 度 比較
財 源 内 訳

備考
起債 その他 般財源困Jr.主出金

発達障がい者支援体 l基金繰入金d

制整備事業 4. 793 6. 252 ム1.459 1. 875 2. 918 
ト タルコスト 11. 758千円(前年度14.196千円) [正職員:O. 9人]
主な業務内容 検討委員会の開催、ペアレントメンタ 相談活動の推進、普及啓発など
工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる体
標(指標) 制の整備
事業内容の説明 [rとっとり支え愛基金」充当事業]

事業の目的・概要

発達障がいのある児・者及び家族に対し、ライフステージに応じて一貫した支援を行うため、県
全体の発達障がいに係る支援施策について検討し、家族支援や人材育成などの支援体制の整備を図
る。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事 業 名 予算額 事 業 内 H廿h 

①鳥取県発達障がい 422 福祉保健教育就労等の関係部局、学識経験者、当事者団体、
者支援体制整備検 市町村等の関係者からなる検討委員会を設置し、本事業の円
討委員会 滑な実施のための指導、助言を行う。

②ペアレントメンタ 3.489 平成22年度に養成した発達障がい者の家族の相談者となる
ーに係る事業 ペアレントメンター(信頼のおける相談相手となる先輩保護

者)の活用を進め、発達障がい者の家族支援体制整備の強化

を図る。

-活動スキルの維持及び情報交換等を目的としたフォロー
アップ研修の開催

-活動状況を把握し相談希望者とペアレントメンターを適
切に結びつける判断や適切な情報提供等を行うコーディ
ネーターの配置

-相談を受けやすい体制を整え、家族への適切な支援に結

びつけるとともに、相談活動の促進を図るための普及啓
発活動

③発達障がい支援人 882 各市町村において発達障がいを早期に発見し、本人への療
材育成事業 育、保育、家族への子育て等を早期に支援していく幼児期の

支援体制の中核を担う人材(発達支援コーディネーター)を
養成する。

平成24~25年度の 2 年間をかけて養成した第l期発達支援コ
ーディネーターの活動スキルの維持及び情報交換等を行うフ
ォローアップ研修を実施する。

合計 4. 793 
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1 事業の目的・概要
子育τ支援の観点から、同一世帯で、保育所等だけでなく障がい児通所施設も利用している保護者

の負担を軽減し、保育料の多子軽減制度との均衡を図る。

2 主な事業の内容
(1)概要

国及び県の保育料の多子軽減制度に準じて、障がい児通所施設の利用者負担金を軽減する市町村
に対して、その所要経費の 1/2を補助する。(実施主体:市町村)

(負担割合:県 1/2、市町村 1/2)

・同一世帯から 2人以上同時に児童発達支援センタ一等を利用している場合の利用料を、 2人目
は2分の l、3人目は無料に軽減

・世帯の第3子以降の児蛍の利用料を 1/3に軽減

(2 )軽減対象の施設
鳥取市立若草学園、米子市立あかしゃ、県立鳥取療育園、県立中部療育園、県立総合療育センタ一
等

1 事業の目的・概要
在宅の重症心身障がい児(者)・知的障がい児・身体障がい児・発達障がい児及びその保護者等が

身近な地域で療育指導・相談を受けられる体制の充実を図る。
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子ども発達支援課(内線 :7865)
1目 児童福祉総務費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
Eオ 源 内 訳

備考
国府支出金 起債 その他 般財源

(雑入)
障がい児福祉事務費 5. 704 3. 476 2. 228 10 5. 694 
ト タルコスト 32. 017千円(前年度30.486千円) [正職員:3.4人非常勤職員:1. 0人T
主な業務内容 課業務の総括・人事管理、関係機関との連絡調整、検討会の開催等に係る業務等

工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる
標(指標) 体制の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要

障がい児福祉の向上のため行う意見交換、システム保守、障害児入所給付費等の審査委託等にかか

る経費及び課の事務経費である。

2 主な事業の内容
(単位・千円)

細事業名 内 H令ヨで・ー 予算額
(1 )特別な支援を必 障がいのある子どもの支援体制の充実を図るため、その支£33込Z 援
要とする子どもた に催関すわるる課題について保護者や県民の方と考え、語り合う を 67 
ちを語る会 開

( 2)障害児施設給付 障害児入所「給国付保費連等Jの支払事務を鳥取県国民健康保険団体連
費等管理システム 合会(以下 という。)へ委託するための標記システ 438 
保守経費 ムの保守を行う。

(3 )児童福祉法及び 障害児入所給付費等(児童福祉法)及び介護給付費(障害者
障害者総合支援法 総合支援法)に関する各障がい児施設施設の請求事務を効率化・省 498 
請求システム保守 力化するため、県立障がい児施設3 に導入じている標記シ
等委託料 ステムの保守等を行う。

(4 )障害児施設給付 障害児入所給付費等の支払事務を国保連に委託する。
費支払事務委託料 155 

(5 )審障害児施設医療 障がい児入所施設等に係る医療費の審査・支払事務を国保連
費査支払事務委 及び社会保険診療報酬支払基金に委託するロ 102 
託料

(6 )障がい児施設指 障がい児入所施設等の指導監査及び子ども発達支援課の事務
導監査事務費等 にに要要すする経費である(非常勤職員人件費、意見交換会等の開催 4. 444 

る経費含む)。
1'; 計 5. 704 

児童福祉法施行事

務費(県障害児通
所給付費等不服審 403 635 ム232 201 202 
査会運営)

トータルコスト 1. 951千円(前年度 2.224千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 審査請求の処理、審査会の運営、連絡調整、委員任命等

工程表の政貫目標(指標)

事業内容の説明
事業の目的・概要

児童福祉法に基づき、市町村が行った障害児通所給付費等に係る処分に不服がある障がい児の保
護者の審査請求に対する審査を行う。

2 主な事業内容
鳥取県障害児通所給付費等不服審査会の運営

区分 内 r廿企・

構成員 5名

任期 24年4月から 3年間
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l目 児童福祉総務費

子ども発達支援課(内線 :7151)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

重症心身障がい児

-者関係医療機関 578 522 56 578 
会議費

トータルコスト 2， 900千円(前年度 522千円) [正職員:O. 3人〕
主な業務内容 会議開催に係る連絡調整
工程表の政策目標 重症心身障がい児が成人後も地域で自立した生活を営めるための継続しだ支援体制 l

(指標) の整備

事業内容の説明

事業の目的・概要

県内において、重症心身障がい児・者が急速に増加し、重症化してきでおり、これらの方々を支援

するための体制を整備する必要がある。

乙のため、重症心身障がい児・者関係の医療機関等が、各機関の現状や機能及び問題点を共通理解

した上で、円滑な連携・役割分担について検討するとともに、障がい児施策及び周産期医療等に関す

る施策の課題を共通認識し、解決に向けての提言を行うための会議を開催する。
[会議の目的]

0各医療機関の現状・問題点に関する情報の共有

0各医療機関の機能分担の調整

0各医療圏根域における関係機関との連携推進
0他県(島県東部地区)の重心関係医療機関との連携推進等

2 主な事業内容
(1)協議事項(課題)

① 特別支援学校卒業後の重症心身障がい者の利用施設(入所及び適所)の確保と役割分担

② 医療体制の整備及び連携強化(必要な医療又は医師の確保、医療機関同士の連携 等)

③ 地域移行の推進のための体制づくり(コーディネーターの配置 等)

④ 医療ケア1;:対応できる短期入所の整備

(2 )参加機関

鳥取大学医学部(附属病院)、重症心身障がい児施設、県立中央病院 等

(3 )会議開催計画

会議名称 参集範囲 開催回数

鳥取県重症心身障がい児・者関係医療機関会議 全県 1回

地域別重症心身障がい児・者関係医療機関会議 地域別(東部、中部、西部) 各地域3回

山陰重症心身障がい児・者関係医療機関会議 島根県との合同 1回
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l目 児童福祉総務費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財

回廊支出金

(新)発達障がい児

子ども発達支援課(内線 :7865)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

者家族生き生き安心 2， 876 。2， 876 329 2， 547 
プロジェクト
トータルコスト 9， 067千円(前年度 o千円) [正職員:O. 8人]
主な業務内容 委託契約事務、講習会・研修会開催事務等

工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる
標(指標) 体制の整備
事業内容の説明

事業の目的・概要
幼児期から青年期までのライフステージに合わせ、発達障がい児・者の育てにくさに悩んでいる保

護者が安心して子育てや相談ができる支援体制を推進するため、発達障がいの診断後早期によき相
談相手に出会う機会や適切な子育ての仕方を学ぶ場を確保するほか、思春期・青年期における発達障
がい児・者の相談対応が可能な人材を育成する。

2 主な事業内容 (単位.千円)

事 業 名 予算額 事 業 内 容

①ぺアレントメンタ 1， 016 発達障がいと診断された児室の保護者に対し、診療施設内
一早期相談モデル事 でペアレントメンターが早期(診断後1ヶ月以内)に保護者の
業 不安や悩み等に対応した相談活動をモデル的に実施する。

〔モデル施設〕鳥大医学部附属病院、総合療育センター
[本人対象年齢:1歳半 〔実施回数〕施設ごとに年間 12回(月 l回半日)
~6歳程度] ※ベアレントメンターとは・・・同じ発達障がいのある子どもを育てている

保護者が共感的に寄り添う、よき先輩保護者

②ペアレント・トレ 1， 201 発達の気になる子どもの保護者を対象としたペアレント・
一ニング普及推進事 トレーニングのマニュアルを作成、配布するとともに、講習
業 会等を開催する。

〔配布対象〕保育所、幼稚園、市町村等
【本人対象年齢:3歳~ 〔講習会〕各圏域で 1回開催
12歳程度] ※ベアレント・トレーニンゲとは・・・保護者を対象に、子どもの養育技術

を習得させる訓練

③発達障がい者相談 659 思春期から青年期の発達障がい児者の相談・支援が適切に
支援人材養成事業 できる人材を養成するための研修を実施する。

〔対象〕相談支援機関(就労移行支援事業所、若者仕事プラ
[本人対象年齢:13歳 ザ等)の職員

""'30歳程度] 〔養成予定人数〕約20名
〔研修期間〕年 8回研修会を開催

合計 2， 876 

3 これまでの取組状況、改善点

発達障がいがある子どもを育てている保護者を支援するため、ペアレントメンターの養成・活用や
ペアレント・トレーニングの技法の開発を行い、その普及・啓発に力を入れてきた。また、各市町
村において発達障がいを早期に発見し、本人への療育、保育、家族への子育て等を支援していく中
心的，、材(発達支援コーディネーター)を養成するため、平成 24年度から 3カ年計爾で研修を実

施しているところである。しかしながら、保護者は未だに発達障がいの特性からくる育てにくさに
悩み、気軽に相談できる，、材や子育てに関する支援の場を強く望んでおり、より一層の家族支援の
推進が必要である。
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l目 児童福祉総務費

子ども発達支援課(内線 7865・71 74) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国民1支出金 起債 その他 一般財源

(新)発達障がい情
報発信強化事業 7， 161 7， 161 7， 161 

ト タjレコスト 14. 126千円(前年度 O千円) [正職員:0.9人]
主な業務内容 委託契約事務、連絡調整、支払務
工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる体
標指標) 制の整備
事業内容の説明

事業の目的・概要
発達障がいのある児(者)の保護者への情報提供(医療、福祉、教育等)及び県民への発達障がいに

対する理解啓発を行い、本人・保護者が地域で安心・安全に暮らせる体制を推進する。

2 主な事業内容 (単位・千円)

項 目 予算額 事 業 内 ~ョ-ー

①プロポーザル審査 127 リーフレット、冊子、 DVD作成委託のためにプロポーザ)v
会に係る経費 審査会を行い業者を選定する。

①リーフレット、冊 7， 034 -リーフレット
子、 DVDの作成、 部数:80， 000部
配布 ~c布先・幼児期から中学校までの全家庭

-冊子
部数:5， 000部
配布先.相談支援機関

'DVD 
部数:500部
配布先.市町村、支援機関

合計 7， 161 

福祉保健部(子ども
発達支援課)管理運 2，282 1， 882 400 2， 282 
営費
トータルコスト 4，604千円(前年度4，265千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 子ども発達支援課内の総括及び課内外の連絡調整等¥

工程表の政策目
標(指標)

事業内容の説明

子ども発達支援課業務の総括及び課内外の連絡調整等に要する経費であるロ

[廃止]発達障がい支
援人材育成事業、 。 1， 387 ム1，387 

トータルコスト 。千円(前年度5，359千円) [正職員0.0人]
主な業務内容
工程表の政策目標
(指標)

事業内容達障のが説い明者
「発達 支援体制整備事業」に統合じ、本事業を廃止する。

、
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2目 児童措置費

事業名 本年度 前 年 度 比較
財

関陣支出金

子ども発達支援課(内線:7 8 6 5 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 →担調4源

障がい児入所給付費等 354， 857 374，266 ム19，409 112，487 242， 370 
ト タルコスト 379， 622千円(前年度399，687千円) [正職員:3目 2人]
主な業務内容 国庫負担金事務、障害児入所給付費等の審査、・支払い、国保連との連絡調整
工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる体
標(指標) 制の整備
事業内容の説明

2 

事業の目的・概要
児童福祉法に基づき、知的障がい児、肢体不自由児、重症心身障がい児等が、障がい児入所施設等

を利用する場合に掛かる経費の一部を、障がい児入所施設等に対し支給する。それにより、障がい児
入所施設等が障がい児に社会自立に必要な知識・技能の訓練・指導を行い、もって障がい児の福祉の
増進及び向上を図ることを目的とする。

主な事業の内容
以(1下)の経費を障がい児入所施設等に対し支を給締する。

障がい児が障がい児入所施設と契約 結し、福祉サービス及び医療の提供を受ける際に要
する経費(利用者負担分を除く。) 208， 508千円

(2 )県が障がい児を障がい児入所施設に措置入所させる際に掛かる、入所に要する経費(利用者
負担分を除く。) 16， 468千円

( 3 )障がい児が障がい児適所施設と契約を締結し、福祉サービス及び医療の提供を受ける際に要
i'る経費のうち県負担分(利用者負担分を除く。)

5目 児童福祉施設費

事業名 本年度 前年度 '比較

129，881千円

財
国鷹支出金

子ども発達支援課(内線 :7865)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源
療育支援シーアディレ (雑入)

クター(専門的な知識 10; 585 10， 585 。 48 10，537 
と実績を有する医師)
配置事業
トータルコスト 10， 585千円(前年度10，585千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 発達障がい支援体制の整備の推進、障がい児に対する療育支援
工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる体
標(指標) 制の整備

事業内容の説明

1 事業の目的・概要
発達障がいに対する支援体制の充実を図るため、発達障がい児支援・障がい児支援へ専門的な知見

を有し、かつ実績のある医師を県立障がい児施設に配置する。

2 主な事業の内容
本県の療育並びに発達障がい児の療育支援の拠点である総合療育センターに、障がい児への療育支

援に実績のある非常勤医師を配置し、発達障がい支援体制の整備の推進を図るとともに、総合療育セ
ンタ一、鳥取療育園及び中部療育園で障がい児に対する支援(診察、訓練、保護者・保育所・施設職
員への療育指導)を行う。
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子ども発達支援課(内線:7865) 

5自 児童福祉施設費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国府支出金 起債 その他 一般財源

県立障がい児施設第 230 310 Z，80 230 
=者評価受審事業

トータルコスト 2， 552千円(前年度2，693千円) [正職員:O. 3人]

主な業務内容 第 者評価の受審にあたっての連絡調整、第者評価の結果分析

工程表の政策目 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる体

標(指標) 制の整備

事業内容の説明

県立障がい児施設(皆成学園、鳥取療育園)の福祉サービスの提供状況や施設の人員・設備の体制
等について、公平・中立な第三者の観点から審査してもらい、よりよいサービス提供に繋げる。

外(新来)分鳥室取(療エル育圏マ
(基金繰入金)

59， 990 。59， 990 59， 990 
一)移転改築事業
ト タルコスト 62， 312千円(前年度O千円) [正職員O.3人〕
主な業務内容 関係機関との協議、請負業者との連絡調整
工程表の政策目標 発達障がいを含めた障がい児(者)やその保護者が、地域で安心・安全に過ごせる
(指標) 体制の整備

[ r地域の元気・公共投資臨時基金」充当事業]

事業内容の説明

1 .事業取の目的・概要
烏 療育園では、外来分室棟(エルマー)で自閉症等発達障がいのある未就学児童に対する療育指

導や保護者の相談を受けているが、利用者ニーズ等の増加に伴い建物が狭隆化していることや療育園
本館と離れているため利便性が低いことに加え、老朽化が進み、雨漏りや療育指導の際 f~床が揺れる
などの問題が発生している。
このため、鳥取療育園本館横に新たに外来分室棟を改築し移転する。

2 主な事業内容
老朽化している外来分室棟を本館横に移転し改築整備を行うロ

<整備概要>
所在地 鳥取市江津26 0 
建物構造 構造:軽量鉄骨造平屋建て 延床面積:約 21 Oni 
整備期間 平成26年度

整備内容 指導訓練室、機能訓練室、研修室、教材準備室、駐車場整備

3 これまでの取組状況、改善点
鳥取療育聞は、昭和 50年に肢体不自由児通園施設として運営開始したが、平成 16年に理学療法

室等を増築し、平成 17年から外来診療を開始するとともに自閉症協会が行っていた自閉症療育(現

名称.児童発達支援)を県事業として引継ぎ旧積善学園で平に実は施するなど、多様化するニーズに対応す
るため順次対象者及び事業を拡大している。(平成 19年 、東部福祉保健局から譲渡された中央
病院敷地内の建物を外来分室棟とし、児童発達支援の実施場所を移転)

しかし、元々が肢体不自由児通園施設であることから、診察待合室がなく狭隆である等、外来診療
及び発達障がいの療育等に充分に対応できていない面があり、平成 24年度に診察室を一部区切り待
合室を設置し、環境の改善を図った。
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5目 児童福祉施設費

皆成学園(電話:0858-22-7188) 
(単位.千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
回路支出金 起債 その他 一般財源

く地方機関計上予算〉 (使用料)

76. 517 
皆成学園費 103.091 95.401 7. 690 6. 002 (繰入金) 6. 393 

5. 338 
(受託事業収入)

4. 500 
(弁償金)

4. 315 
(雑入)

26 
トータルコスト 565. 883千円(前年度570.452千円) [正職員・ 59.8人、非常勤職員:4. 8人]
主な業務内容 施設の管理・運営

工程表の政策目 1 入所利用が児童へのサービスの向上及び充実
標(指標) 2 在宅際 い児のサポ←ト機能の充実

事業内容の説明

事業の目的・概要
知的障がい等のある児童が入所や短期入所等で利用するに際し、児童の能力や適正、希望にそって

自立を支援する。
併せて、児童の社会自立に必要な知識・技能を獲得するための日常生活の訓練等のサービスを提供

し、地域での生活ができるよう支援する。

2 主な事業の内容
県立障害児入所施設である皆成学園の管理運営等に要する経費である。

内容 定員
福祉型障害児入所施設 6 5人
短期入所 空床型
児童発達支援 1 0人
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総合療育センター(電話:0859-38-2155) 
5目 児童福祉施設費 (単位:千円)

事業名 本 年 度 前年度 比較
s:j" 源 内 訳|

国庫支出金|起債 その他 | 般財源|備考

〈地方機関計上予算〉 (使用料)

317，010 
総合療育センター費 1325，1511303，140122，0111 1 (手数料) 1， 524 

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目

標(指標)

事業内容の説明

1， 217 
(分担金負担金)

357 
(畳託事課収入)

876 
(雑入)
2， 645 

l， 095， 182千円(前年度1， 070， 530千円) [正職員:99.5人、非常勤職員:15.4人]
施設の管理・運営

l 医師他の専門職の充実と能力向上に努め、相談・指導・訓練・手術等、

多様な障がいへの取り組みを行う。

2 障害児が安心して地域生活に移行できるように、関係機関と連携して支
援を行う。

3 通園事業・短期入所の利用、家族及び関係機関への支援を、地域の各機

関と連携して取り組む。

1 事業の目的・概要
肢体不自由児、重症心身障がい児者等に対し、入所(院)、通園等の方法により日常生活動作の訓

練、指導等必要な療育を行うとともに、入所児童の地域生活移行を支援するととによって福祉の増進
及び向上を図る。

2 主な事業の内容
県立障害児入所施設及び医療型児童発達支援センターである総合療育センターの管理運営等に要す

る経費である。

-206-



5目 児童福祉施設費

総合療育センター(電話 0859-38-2155) 
(単位千円)

事業名 本 年 度 前 年 度 比較 M 源 内 訳
備考

国雌支出金 起債 その他 一般財源

〈地方機関計上予算〉 {畳託事業収入)

研修医等受入事業 17， 118 8， 812 8， 306 517 16， 530 
(雑入)

71 
ト タjレコスト 20， 988千円(前年度11.990千円) [正職員:0.5人、非常勤職員:2.0人]

主な業務内容 研修医の確保、看護実習等の研修実施

工程表の政策目 療育の担い手となる医師・看護師・リハビリァーションスタッフ・その他

標(指標) 専門職の育成を図る。

事業内容の説明

事業の目的・槻要

と総まも合に療、看育将来護セ的ン介なター師にお確床い保実て習、を等専図門る研た医修師め生に(研小を修受児科医け、を受れリけハいビれ療リテーション科、 整形外科) を養成すると

た、 、 護医、臨の の 入、医福*J1:関係の人材育成に貢献する。

2 主な事業の内容

( 1 )研修医受入事業

区分 内 H廿h 

対 象 者 卒後臨床研修を修了した医師、出産等で休職している医師、小児科・リハ

ピリテーション科の臨床経験の少ない研究者・医師で、療育の専門分野に
向学心のある医師(卒後臨床研修修了後、概ね 0~5 年程度経過した者)

診療科目 小児科、リハビリテ ション科、整形外科

対象人数 2名

研修期間 Z年間 (県非常勤職員として処遇)

予算額 16，601千円

( 2 )研修受託事業
区分 内 ~ヨh‘ 

対象者 看護師、保育士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、介護福祉士等(主
に実習生が中心)

事業内容 -看護、介護、臨床実習等を行う研修生の受入れ(受講料:1， 000円/日)
-研修に要する教材等の整備

-研修指導職員の指導力向上のための講習会の開催
、

研修期間 l 週間~2 か月程度

予算額 517千円
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総合療育センター(電話:0859-38-2155) 
5目 児童福祉施設費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 般財源

〈地方機関計上予算〉
[終了]医療情報シ 。 42， 000 ム42，000 
ステム高度化事業

ト タルコスト 。千円(前年度42，000千円) f正職員:.O. 0人]

主な業務内容
エ程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明
平成25年度で事業完了のため終了と?る。

〈地方機関計上予算〉

[終了]総合療育セ 。 68， 809 ム68，809 
ンター施設改修事業
ト タJレコスト 。千円(前年度68，809千円) [正職員:O. 0人]

主な業務内容
工程表の政策目標
(指標)

事業内容の説明
平成25年度で事業完了のため終了とする。
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5目 児童福祉施設費

鳥取療育園(電話:0857-29-8889) 
中部療育園(電話 :0858-22ー 7191) 

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
st 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

〈地方機関計上予算〉 (使用料)

21， 911 
鳥取療育園費 25， 052 25， 281 ム229 (手数料) 1， 877 

520 
(畳託事諜収入)

20 
(雑入)

724 
ト タルコスト 139， 589千円(前年度142，852千円) [正職員:14. 8人、非常勤職員:5.0人]

主な業務内容 施設の管理・運営

工程表の政策目 1 多様な療育ー ズに対応できる専門性の向上

標(指標) 2 生活モデルを意識した個・組織制の役割の認識

3 関係機関と協働できる連携体 の構築

事業内容の説明

事業の目的・概要

就学前の肢体不自由児・発達障がい児等に対し、通園の方法により日常生活動作の訓練、指導等必
要な療育を行うことによって福祉の増進及び向上を図る。

2 主な事業の内容
県立児童発達支援センターである鳥取療育園の管理運営等に要する経費である。

内容 定員
医療型児童発達支援センタ (肢体不自由) .40入、
児童発達支援 1 0人

く地方機関計上予算〉 (使用料)
中部療育園費 18， 324 13， 420 4， 904 4， 531 12， 668 

(手数料)
136 

(雑入)
989 

曙す 81. 010千円(前年度67.439千円) I正職員:8. 1人、非常勤職員:O. 9人]
施設の管理・運昌

政策目 家庭、保育所等での療育推進、地域における子育てカの向上

標(指標)

事業内容の説明

事業の目的 1概要
肢体不自由児等に対し、通闘の方法により日常生活動作の訓練・指導等必要な療育を行うことによ

り福祉の増進及び向上を図る。

2 主な事業の内容
県立児童発達支援センターである中部療育閣の管理運営等に要する経費である。

内容 定員
医療型児童発達支援センタ (肢体不自由) 2 0人
児童発達支援及び放課後等デイサ ビス 1 0人

-209-



平成26年度一般会計当初予算説明資料

4款衛生費

l項公衆衛 生費

1目 公衆衛生総務費

健康政策課(内線:7153) 
(単位:千円)

本年度 前年度 比 較
M 源 内 訳

備考事業名
起債 その他国庫支出金 一般財源

鳥会等取運県営公費衆衛生学
366 1.451 ム1.085 366 

トータルコスト 1， 914千円(前年度3.834千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容 公衆衛生学会の開催、中園地区及び日本公衆衛生学会への職員派遣

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

鳥取県公衆衛生学会の開催、中園地区公衆衛生学会並びに日本公衆衛生学会への職員派遣の経費で

ある。

被ばく医療体制整備

事業(スクリーニン 3. 926 7. 633 ム3.707 3. 878 48 
グ関係)

ト タルコスト 4. 700千円(前年度 8.427千円) [正職員:O. 1人]
主な業務内容 放射線測定器の校正業務

工程表の政策目標(指標) 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の

拡大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

島根原子力発電所事故発生時の緊急被ばく医療活動体制に必要な機器の性能維持のため校正を行

つロ

2 主な事業内容
1 

避難住民の放射性物質汚染状況を測定するためのスクリーニング用機器 (GMサーベイメータ)と

スクリーニング業務従事者が使用する個人線量計については、年 l回の校正が推奨されており、機器

の性能維持のため校正を行う。

(単位.千円)

区 分 事 業 内 ?il・・ 予算額

放射線測定器校正 C委託料(国10/10) 3. 926 
GMサーベイメータ校正 50台x35.000円x1. 08= 1. 890 
個人線量計校正 200台x9. 200円x1. 08= 1. 988 

0送料・運搬費(単県) 30 
0消耗品(単県) 18 
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1目 公衆衛生総務費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

健康政策課(内線 :7861)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

栄養改善指導事業費 〈手数渦}

6， 031 1. 773 4， 258 879 80 5， 072 

トータ Jレコスト 25， 379千円(前年度21.633千円) [正職員:2. 5人l
主な業務内容 特定給食施設等への指導、栄養改善関係者の人材育成、市町村に対する支援、国

民健康・栄養調査の実施、栄養士免許証の交付等

工程表の政策目標(指標) いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の健

康維持など、生存E習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診率の

向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

事業の目的・概要

生活習慣病対策を推進するため、県民への栄養教育を担う栄養改善関係者の人材育成等を行い、指

導者の資質向上を図る。

また、健康増進法に基づき、栄養管理が必要な特定給食施設等への指導や国民健康・栄養調査を実

施する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区分 事 業 内 容 予算額

栄養改善指導 -地域において栄養・食生活改善活動を行う者等に対する研修 3， 692 
を実施する。

-給食従事者や健康教育の指導者が先進的な実践者に学ぶ減塩

教育スキルアップ研修会を開催する。

-栄養管理が必要な特定給食施設等に対して、必要に応じて巡

回等により指導及び助言を行う。

国民健康・栄養調査 -厚生労働省の委託事業として、無作為抽出された地区住民の 2， 259 
身体状況や食物摂取状況等の調査を行う。

-平成24年度に実施した拡大調査結果を解析し、県民の生活習

慣や食生活の状況及び課題を把握する。

栄養士法施行事務 -栄養士免許及び管理栄養士免許に係る事務を行う。 80 
合計 6，031 

「
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2目 結核対策費

事業名

結核予防対策事業

トータルコスト
主な業務内容

工程表の政策目標(指欄

事業内容の説明

1事業の目的・概要

本 年 度 前年度 比較

34， 392 32， 421 1， 971 
87， 017千円(前年度 86，440千円)

健康政策課(内線:7 1 53・7857)
(単位;千円)

財 源 内訳
備考

国庫支出金 起債 その他一般財源

17， 574 16， 818 
[正職員:6. 8人]

感染症診査協議会結核部会運営、公費負担医療費支払事務、補助金事務、表彰

等

健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の

拡大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

結核の予防・拡大防止を図り、また結核患者に適切な医療を提供する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区 分 事 業 内 H乍』ヨー 予算額

法施行事務費 -結核医療の適正運営を図るために開催する感染症診査協議会 3， 059 
結核部会の運営等を行う。

定期外検診・管理検診 -感染の恐れのある者もしくは7G患者等に対する健康診断を行 9， 579 
う。(国112，県112)

結核医療費公費負担 -結核医療費の公費負担を行う。 15， 073 
入院勧告(国3/4、県114)
通院医療費等(国112‘県112)
支払基金手数料(県10/10)

結核予防事業 -結核予防功労者表彰 286 
結核予防に多大な功績のあった者又は団体を表彰し、県民の

結核予防べの意識向上を図る。

結核予防週間(例年9月24日から30日)における普及啓発。

(県10/10)
結核予防費補助金 -感染症予防法に基づき結核健康診断を実施する私立学校等に 1， 607 

対Lで助成する。(県2/3‘実施主体113)
結核対策特別促進事業 -結核関係医療従事者等研修及び各種普及啓発等を実施する。 2， 656 

地域で取組む結核患者 -在宅患者に対する訪問指導等継続的な服薬支援を実施する。 2， 132 
服薬支援事業 (国10/10)

lロh 計 34， 392 
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3目予防費

健康政策課(内線:785 7) 
(単位:千円)

事業名

(新)風しん対策特
別促進事業

本年度

9， 555 

前年度

。
比 較

財源内訳

国庫支出金|起債|その他|一般源

9， 555 I I I 9， 555 

トータルコスト I36， 642千円(前年度 O千円) [正職員:3. 5人]
主な業務内容| 普及啓発、風しん抗体価検査対応、風しんワクチン接種費用の補助

備考

工程衰の政策目標(指標)I 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の

拡大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。
事業内容の説明
1 事業の目的・概要 / 

率成25年の風しんの流行は、平成 20年の全数把握調査の開始以降最大の流行となり、生まれて

くる子の先天性風しん症候群(※)患者の発生が大きな社会的不安となった。今回の風しんの流行は

落ち着きつつあるが、春にも再燃する恐れがあり、社会防衛の観点から、これに備えるための対応が
求められる。

このため、妊娠を希望する女性等に対して風しんワクチン接種費用の助成を実施することにより、

生まれてくる子どもの先天性風しん症候群感染を予防する。

※風しんウイルスの胎内感染によって先天異常を起こす感染症

2 主な事業内容

(1)風しんワグチン接種予算額:7， 680千円

妊娠を希望する女性のうち抗体価が低い者、及び妊婦の夫に対するワクチン接種費用の負担を行
う市町村に対し、負担額の一部を助成する。

・市町村負担額の 1/2を県が助成。県助成の土限は4，000円。
※上限額は、 12，000円(混合ワクチン)の 1/3相当。

(2)風しん対策キャンペーンの実施予算額:219千円

5月中旬をキャンペーン期間として設定し、啓発活動を行う。

(3 )その他予算額:1， 656千円

保健所で風しん抗体価検査を実施する。

I 3 これまでの取組状況、改善点

平成25年の全国的な風しんの流行を受けて、妊婦とその子どもを風しんから守ることを目的に、

平成25年6月から、妊娠を希望する女性や妊婦の夫に対する風しんワクチン接種費用の一部助成を
実施しているととろ。

今回の風じんの流行は落ち着きつつあるが、先天性風しん症候群の子の増加が続いていることや、
春にも再燃する恐れがあることから、引き続きこれらに備えるための対応が必要となる。

なお、妊娠を希望する女性等で予防接種が必要な者を効率的に抽出するための抗体価検査について
は、国経済対策を活用し実施する。
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3目予防費

事業名

(新)感染症医療提
供体制強化事業

本年度 l

9， 000 

前年度 比 較

。9， 000 

トータルコスト I10， 548千円(前年度 O千円) [正職員:O. 2人]

主な業務内容l補助金業務

健康政策課(内線:7857) 

(単位:千円)

備考

工程表の政策目標(指標)I健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明 rr鳥取県地域医療再生基金」充当事業]

1 事業の目的・概要

新型インフ1レエンザや海外からの感染症の侵入など、近年の感染症を取り巻く状況を踏まえ、現在

県内で不足している感染症発生時の拡大防止を担う感染症専門医を養成するための体制整備を行う。

2 主な事業内容

感染症学会認定研修施設である鳥取大学医学部附属病院の感染症科に新たに 1名の感染症専門医を

配置し、感染症専門医の養成体制を整えるための経費を補助する。

事業主体

事業機関

補助対象経費

補助金額

補助率

鳥取大学医学部附属病院

平成25年度~平成 27年度

専門医 l名分の人件費

総額 22，500千円

(一年あたり 9，000千円 X2. 
10/10 (基金 10/10)

3 これまでの取組状況、改善点

5年間)

感染症拡大を防止するためには、感染症の早期発見、診断、治療が必要であり、感染症に対する

知識、技術、診療経験のある専門医が感染症指定医療機関等に複数存在することが必要であるが、

現在県内には3名しか専門医がいない状況にある。

・ そのため、平成 25年度9月補正予算において、本事業を創設、鳥取大学と連携して、感染症専

門医の整備を行っている。
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3目予防費

健康政策課(内線:7153) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
日オ 源 内 訳

起債 その他
備考

国庫支出金 一般財源

等新型策インフルエンザ
対事業 84， 623 57， 064 27， 559 12， 756 71， 8671' 

トータルコスト 117，901千円(前年度 83，279千円) (正職員:4. 3人]
主な業務内容 協議会、研修会の開催、普及啓発等

工程表の政策目標(指標) 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明l

事業の目的・懸概要
今後、発生が 念されている新型インフルエンザに備え、迅速かつ的確な対応が図られるよう関係

機関の連携強化、医療従事者の育成等を行うとともに、感染防止等について住民への啓発を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事 業 内 ~ヨ，ー 予算額

医療機関等連携体制の整備 新型インフルエンザ対策に係る医療提供体制等 490 
について、県、医師会、医療機関等からなる連携

会議を県及び一次医療閤ごとで開催する。

医療従事者等研修 新型インフルエンザ1;:係る医療従事者への研修 1， 901 
及び保健所職員に対する研修を実施する。

鳥取県抗インフルエンザウイ タミフル等の抗インフルエンザウイルス薬の安 119 
ルス薬対策委員会 定供給体制について協議する。

普及啓発 '新型インフルエンザの感染予防や拡大防止等に 368 
ついて、県民への普及啓発を行う。

図上訓練の実施等 新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づき 242 
新型インフルエンザの図上訓練等を実施する。

備蓄品の購入、廃棄 県備蓄の新型インフルエンザ対策用の抗インフ 81， 503 
ルエンザ薬及び感染防護具等について、有効期限

が切れるものについて、更新を行う。
メE益3、 言十 '84， 623 
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3目予防費

健康政策課(内線:7 153・7857)

(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
目オ 源 内 訳

備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

新型インフルエンザ

入院病床確保事業 100，440 100，440 。 100，440 
トータルコスト 101， 214千円(前年度 101， 234千円) [正職員:O. 1人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の政策目標的旨欄 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

強毒性の新型インフルエンザが発生した場合に入院協力医療機関での病床を確保するための空床補

{賞を行う。

0新型インフルエジザ流行時の被害想定(強毒性の場合)

区 分 鳥取県 全国

穣患者数 約152，500人 約3，200万人

医療機関受診患者数 約62，000人~ 119， 200人 約1， 300万人~2， 500万人

入院患者数 約3，230人~12， 200人 (480人)※ 約53万人~200万人 00. 1万人)

( 1日最大数)

死亡者数 約810人~ 3，050人 約17万 人 ~ 64万人

※出典:r鳥取県新型インフルエンザ等対策行動計画」より

2 主な事業内容

強毒性新型インフルエンザ患者の入院にあたっては、院内感染防止のため、病棟単位等での入院病

床の確保が必要となる。このため、県からの要請により病床確保を行う医療機関に対じて、やむを得

ず空床となる病床の損失分を補償することにより、入院医療体制の整備を図る。

区分 内 n令旬ヨー

病床確保主体 新型インフルエンザ患者入院協力医療機関

補償 対象 県が病床確保を要請した期間において、病床確保のためやむを得ず空床となっ

たことにより生じた医療機関の損失分。

補 償 額 空床となった病床について、 1日当たり 12，400円を補償。

所 要 額 360床(病床確保数) x12， 400阿(補償単価) x 60日(確保日数)

x 3/8 (逓減率)=100，440千円

(逓減率は、入院患者発生状況を見ながら病床確保を行うための調整)

、
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3目予防費

事業名 本年度 前年度 比較
fft 

国成主出金

健康政策課(内線 :7153)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

感染症対策推進事業 (雑入)
45， 553 45. 914 ム361 19， 964 13 25， 576 

トータ Jレコスト 114， 430千円(前年度116，616千円) [正職員:8. 9人非常勤職員:1. 0人]
主な業務内容 感染症危機管理体制の整備、感染症指定医療機関の運営助成、感染症予防、発生

時の対策にかかる業務

工程表の政策目標(指標) 健康危機の脅威から県民を守るだめ、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的1;:対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

感染症の発生時における危機管理体制を整備するとともに、感染症患者に対する適切な医療の提供

を図る。また、感染症の発生動向を調査し、感染拡大の兆候を探知し適切な予防活動を実施する。

2 主な事業内容

(単位.千円)

区 分 事 業 内 容 予算額

感染症危機管理体制整 緊急時の防疫体制の検討などを行う感染症対策協議会・感染症診 2， 736 
備事業 査協議会の運営等を行う。(単県)

感染症予防事業 感染症指定医療機関の運営助成等を行う。 31， 914 
-感染症指定医療機関への運営費助成等(国112‘県112) (補助率10
/10) 

-感染症患者への医療費公費負担(国3/4、県114)
-市町村が実施する防疫対策への助成(国1/3、県113‘市町村113)

感染症予防対策事業 感染症発生動向調査、感染症流行予測調査等を行う。 10， 611 
-感染症発生動向調査等(国112、県112)
-感染症流行予測調査(国10/10)

動物由来感染症体制整 動物由来感染症に関する研修・普及啓発や情報収集・分析・情報 292 
備事業 提供体制整備等を行う。(単京)

iロ〉、 計 45， 553 

~ 
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3目予防費

事業名 本年度 前年度 比 較

予業防接種事故対策事
11， 372 11， 121 251 

財

国庫支出金

7，642 

健康政策課(内線:7153) 
(単位:千円)

i源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

3，730 

トータルコスト 12， 920千円(前年度12，710千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 補助金交付事務、健康状況調査事務

工程表の政策目標(指標) 健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

法に基づく予防接種に係る健康被害救済のため給付等を行うための経費である。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事 業 内 H廿旬 予算額

予防接種事故対策費 予防接種による事故が生じた場合の予防接種法に基づく救済給 10， 932 
付を行う。(国1/2、県1/4‘市町村1/4)

予防接種後健康状況 予防接種後の副反応に関するアンケート調査を行い、全国で集 355 
調査 言十・解析・評価し、結果を医療現場:市町村等へ情報提供する。

(国10/10)
予防接種情報交換会開 予防接種について、市町村及び保健所担当者対象の研修会を 21 
催費 開催する。(単県)

予防接種研修旅費 予防接種について最新の動向の把握、新制度の説明などの情報 64 
収集のため、国の担当者説明会や予防接種リサーチセンターの主

催する研修会に参加する。(単県)
dロh 計 11. 372 
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3目予防費

事業名

エイズ予防対策事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

本年度 前年度 比較
~;f 

国庫支出金

11， 121 11， 759 ム638 5， 062 

健康政策課(内線 :7857)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

(雑入)
6，052 

44， 399千円(前年度42，741千円) [正職員:4. 3人非常勤職員:1. 0人]
普及啓発、エイズ及び性感染症検査・相談の対応、研修への派遣

健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

エイズのまん延防止と早期発見・早期治療を行うと共にエマズ患者、 HIV感染者に対する正しい

知識の普及啓発を図る。

2 主な事業内容

(単位.千円)

区分 事 業 内 容 予算額

-世界エイズデ一、 HIV検査普及週間等のキャンペーン 2曾 714
正しい知識の普及啓発 -若年層を対象とした普及啓発

(国1/2、県Il2)

検査・相談体制の充実 -保健所での無料・匿名検査の実施 7， 343 
-エイズカウンセラーの派遣

-従事者育成のための研修派遣

(国1/2、県1/2)

医療提供体制の充実 -医師、看護師、薬剤師、ケースワーカ一等の研修派遣 1，064 
-医療機関の連携体制の充実(協議会開催等)

-エイズ感染予防薬の配置(医療機関での針刺し事故対応)

(国1/2、県1/2)

合計 11， 121 
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3目予防費

事業名

熱中症対策事業

トータルコスド

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

本年度 前年度 比 較
ー財

回目I支出金

1. 124 1. 421 ム297

健康政策課(内線 :7857)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

1. 124 

11， 959千円(前年度5，393千円) [正職員:1.4人]
普及啓発、講習会等の開催

健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の拡

大防止等を一元的に対応する拠点・機能の整備を検討します。

地球温暖化等の環境の変化により、日常生活における熱中症発症のリスクが高まっている。本県も

熱中症搬送者数が多く、その半数が高齢者であり、また少年(10代)の搬送者も比較的多い状況であ

る。

ついては、引き続き高齢者を中心とした熱中症予防のための広報及び、少年の熱中症予防対策とし

て学校現場を中心に運動中における効果的な対策の検討を行う。

2 主な事業内容
(単位.千円)

区分 事 業 内 容 予 算 額

予防啓発 -鳥取県熱中症警報の発令 1， 044 
-鳥取県熱中症警戒週間の発表

-鳥取熱中症注意月間の設置

-高齢者への対面での声かけや見守りを中心とした

予防啓発の実施

-学校現場を中心に、少年(10代)への運動中にお

ける効果的な対策の検討を実施

関係者の資質向上 -熱中症講習会の開催 80 
-鳥取県熱中症対策連絡会議の開催

合計 1， 124 
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3目予防費

事業名

ハンセン病事業

トータルコスト

主な業務内容

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

本年度 前年度 比較
財

国間支出金

4， 376 4， 368 8 

健康政策課(内線:7857) 
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

4， 376 
9， 019千円(前年度 9，134千円) [正職員:0.6人]
普及啓発、県出身者への支援業務等

健康危機の脅威から県民を守るため、健康危害の早期発見、原因究明、被害の

拡大防止等を一元的t:対応する拠点・機能の整備を検討します。

ハンセン病回復者の方々は、長期間の隔離された生活を強いられた結果、故郷との繋がりが弱い状

況がある。また、現在も病気に対する誤解と偏見が根強く残っていることから、ハンセン病回復者の

方々が、社会に温かく迎えられ、安心して生活するととができるよう事業を実施する。

2 事業内容の説明
(単位:千円)

区 分 事 業 内 n甘~ 予算額

県民交流事業・訪 県民から参加者を募り.長島愛生園及び邑久光明園を訪問し、 1， 332 
問事業 入所者との交流を深める。

ハンセン病学習会 教育委員会と連携して小・中・品等学校での学習会を開催す 1， 595 
る。

普及啓発事業 県内3地区でパネル展を開催する. 245 
里帰り支援事業 全国 5療養所の県出身の入所者が、気軽に里帰りできるよう 728 

に帰省経費を助成する。

伝統芸能派遣事業 里帰りが困難な県出身の入所者に故郷の空気に触れてもらう 476 
ため、鳥取県の郷土芸能を派遣する.

15- 言十 4， 376 

[終了]子宮頚がん

等ワクチン接種緊急 。 693 ム693
促進臨時基金造成事

業

トータルコスト 。千円(前年度 1，487千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 鳥取県ワクチン接種緊急促進基金における運用益の積立て

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

平成 25年度で終了のため。
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精神保健福祉センター(電話:0857-21-3031) 
4目 精神衛生費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源〆内訳 I備考

国蹴出金|起債|その他|一般財源|

精一(地神運方保営機健費関福計祉上セ予ン算タ~I 9， 3081 9， 2761 321 6931 

トータルコスト 171， 220千円(前年度 72，828千円) [正職員:8，0人]
主な業務内容|技術指導・援助、教育研修、普及啓発等

工程表の政策目標(指標)1 

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

8， 615 

県民の心の健康づくりと、精神障がい者の社会参加と地域生活支援のために精神保健福祉センター

が次の事業を行う。

2 主な事業内容

( 1 )教育研修

精神保健福祉業務に従事する職員を対象として、その資質の向上を図るため、専門的な教育研修を

実施する。

(精神保健福祉研修会、地域支援研修会、アディクション(曙癖)研修会、アルコールネット研修会

等)

(2)精神保健福祉相談

心の悩みや、精神疾患、職員のメンタルヘルス、精神障がいの社会制度、ひきともり、自死、発達

障がい、アルコール等様々な相談に応じる。

(3 )こころの健康に関する普及啓発

講演、リーフレット等の作成・配布、ビデオ・書籍・教育パネルの貸し出し等を行う。

(4 )関係機関への技術指導、技術援助

地域の精神保健福祉活動を推進するため、専門的立場から助言、指導、制度等に関する相談及び関

係職員を対象とした依頼講演等を行う。

(5 )地域精神保健向上のための組織の育成

家族会等の組織育成を図るとともに、精神保健福祉に関する団体の活動を支援する。

(6 )精神保健福祉に関する調査研究

(7 )企画立案
(8 )くらしの講座

精神障がいのある方の地域生活を支援するため各種教室を開催する。

(9 )精神医療審査会事務(事業に係る予算:障がい福祉課「精神科医療適正化事業費J)

(1 0)精神障害者保健福祉手帳等に係る判定業務(事業に係る予算:障がい福祉課「自立支援給付費J)

(11)自死対策情報センター(事業に係る予算:健康政策課「みんなで支えあう地域づぐり事業J)
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7目 特定疾患対策費

健康政策課(内線:7194) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他一般財源

(雑入)

特定疾患対策費 670， 778 646， 707 24， 071 328， 408 25 342， 345 

トータルコスド 696，317千円(前年度 672，922千円) [正職員:3.3人]
主な業務内容 特定疾患診査会業務、医療機関との委託契約、国庫補助金手続き等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

事業の目的・概要

原因が不明で治療法が確立していない、いわゆる難病のうち、治療が極めて困難で、かつ、その医療

費も高額である疾患(特定疾患として厚生労働省が指定する 56の疾患等。)の患者に対して、県がその

治療に係る医療費の一部を公費負担する。

2 主な事業内容

(単位.千円)

区 分 事 業 内 d令ゴ，ー 予算額

医療費公費負担 特定疾患(56疾患)に擢患した患者の医療費の 部を公費 643， 569 
負担し、特定疾患に対する治療研究の促進と患者の負担軽減

を図る。

(国112‘県112、スモン分については国10/10)
スモン…下痢、腹痛などの腹部症状等の病状を持つ亜急性脊

髄・視神経・末梢神経障害

その他経費 報酬審査支払事務委託料、在宅人工呼吸器使用のための訪問 27， 209 
看護委託料、疾患認定のための協議会経費、臨時職員賃金

d口h 言十 670， 778 

難病患者支援事業費 902 901 .433 469 

トータルコスト 17， 154千円(前年度 17，583千円) [正職員・ 2.1人]
主な業務内容 医療相談会・訪問相談の実施、研修会の開催、支払手続等

工程表の政策目標脂欄

事業内容の説明

事業の目的・概要

難病患者の安定した療養生活の確保と、患者及びその家族の生活の質の向上を資することを目的とし

て、県が在宅療養を行う難病患者に対して支援を行う。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事業 内 ~ヨ，ー 予算額

難病患者地域支援対策 難病患者の支援に係る次の事業を実施する。(国112，県112) 795 
推進事業 0医療相談事業

0訪問指導(診療)事業

0訪問相談事業

難病患者等ホームヘル 適切なホームヘルプサービスの提供に必要な知識・技能を 107 
パー養成研修事業 有するホームヘルパーの養成を図る。(国1/2、県1/2，一部単

県)
d口b、 計 902 
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7目 特定疾患対策費

健康政策課(内線:7194) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財源内訳

備考
国庫支出金起債その他 般財源

重症難病患者入院施

設確保事業 6， 084 6，047 37 3， 042 3， 042 
トータルコス h 6， 084千円(前年度 6，047千円) [正職員:0， 0人]
主な業務内容 鳥取大学への委託契約事務等

エ程表の政策目標指関

事業内容の説明

事業の目的・概要

入院治療が必要となった重症難病患者に対し、適時に適切な入退院が行えるよう地域医療機関の連携を

図る。また、難病重症患者の入院施設の確保及び在宅療養への移行等を支援する。(国1/2‘県112)
<国立大学法人鳥取大学に委託して実施>

2 主な事業内容

-難病医療連絡協議会を設置し、地域医療機関の連携を図る。

-重症難病患者の入院施設の確保及び在宅療養への移行を支援する。

-在宅重症難病患者一時入院事業における入院調整を行う。

-医療従事者等を対象にした重症難病研修会を開催する。

鳥取県難病相談・支

援センタ一事業 5， 953 5， 629 324 2， 976 2，977 
ト タルコスト 5， 953千円(前年度 5，629千円) ，[正職員:0，0人] .. 

主な業務内容 鳥取大学への委託契約事務等

工程表の政策目標錨欄
事業内容の説明

事業の目的・概要
難病患者やその家族が療養生活を送る上で感じる不安や悩みを解消し、精神的負担の軽減を図るため、

各種相談業務に従事する難病相談・支援セシターを設置、運営寸る。
また同センターの機能強化とじて、災害等緊急対応及び意思伝達装置等の教材の整備、患者団体設

立時の支援を行う。(国112、県112)
<国立大学法人鳥取大学に委託して実施>

2 主な事業内容
難病患者等への継続的な支援を行い、難病患者の生活の質の向上に資する。
また同センターの機能強化として、災害等緊急対応及び意思伝達装置等の教材の整備、患者団体設立

時の支援を行う。
難病患者等の支援
-各種相談に応じるとともに、必要に応じて、関係医療機関に支援要請を行う。
-県内の患者宅を定期的に訪問するとともに、電話等での現況確認等で継続的な支援を行う。
-患者同士の交流や情報交換の場として「難病サロン」や「家族の集いJを開催する。
-難病患者団体の支援を行う。

在宅重症難病患者

時入院事業 2， 786 394 1. 590 1. 590 
トータルコスト 3， 954千円(前年度 3，580千円) [正職員:0， 1人l
主な業務内容 申請受付、入院調整

工程表の政策目標脂欄

事業内容の説明

事業の重目的症 ・概要
在宅の 難病患者が、家族等介護者の休息等の理由で一時的に在宅で介護等を受けることが困難に

なった場合に、円滑に適切な医療機関に入院できるよう入院受入体制を整備することで、当該患者の安
定した療養生活の確保と介護者の負担の軽減を図る。(国11止県112)

2 主な事業内容
各福祉保健局・難病医療連絡協議会で入院先の調整を行い、医療機関が受け入れを行う。県は受け入

れる医療機関に対し、受入れ体制の整備を委託する。
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健康政策課(内線 :7202)

8目 健康県づくり推進費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
回転組金 起債 その他 一般財源

(新)鳥取県健康マ

イレージ支援事業 7， 429 7， 429 7，429 
トータルコスト 15， 168千円(前年度 O千円) LiE職員:1. 0人]
主な業務内容 市府村への補助金の交付、事業主等を対象としたトップセミナーの開催、保険者

と連携した企業版マイレージ制度の実施 j

工程表の蹴目標t鞠 全ての健世代やが文健康化ま」すに関の。心を持ち、 「日常的な運ご取動り文組化みJr健社康会を全支体えでる「食健文康化づJ r心
すと体イドのI か 3つの柱で県民運動l 、 くり

を倉造し
事業内容の説明

事業の目的・概要

住民や企業の健康づくりに対する意識の高揚と実践を促すため、健康づくりの様々な手法を分かり

やすく伝え、目標を持って意識的に健康づくりに取り組むことができる健康マイレージ制度の全県的

な普及を図る。

※健康マイレージ制度とは

あらかじめ指定された健康づくり関連事業(健康診断、健康づくり講液会、スポーツ教室など)に参加した場合にポイン

トを付与し、一定のポイントが貯まったら、商品券や景品等のインセンティプを付与する制度

2 主な事業内容

(1)健康マイレージ制度の地域への普及予算額:3， 800千円 (200千円X19市町村)

ア実施方法

市町村が実施する健康マイレージ事業(新規、拡充)に要する経費の一部を補助するb

イ 補区助分の概要
I角 宅~

対象事業 (21)) 新既規に行に立ち上げる事る業マイをレ ジッ事プ業ア
( ってい ステ 吋プさせ拡窪Lて行う事業

対象経費 (1)制度周知のためのチラシ、ポイントカード、住民への特典など、マイレージ事業
の運営に必要な経費一式

(2 )事に必業要内な容拡の充充経実費、。実施方法の改良等、前年度事業からステップアップさせるため

補助額 (1 )補功率1/2(上限:200千円)、 16市町村対象
(2 )補助率1/2(上限:200千円)、 3市町村対象

(2 )健康マイレージ制度の職域への普及 予算額:3. 629千円

ア実施方法

協会けんぽ鳥取支部と包括協定を結び、連携して実施

イ 実施内容

実施内容 鳥取県 協会けんぽ
<企業向け健康マイレージ制度の実施> 健康マイレージ制度実 加入事業所を対象にした
働き盛り世代の健康づくりを推進するため、企業が行う 施のための一部支援C健 健康マイレージ制度の実

健康づくりの取組を対象とした健康マイレージ制度を実施 康づくり宣言企業への 施
宣言プレート付与等)

<企業の健康経営を考えるトップセミナ の開催> 県内の全ての事業主を 健康マイレージ制度の実
県内の企業のトップに対し、社員の健康管理の必要性を 対象としたトップセミ 効施により大きな健康改善

理解してもらうため、「健康経営」の先進事例や成功事例 ナーの開催 果が得られた事業所に
を紹介するトップセミナーを開催 よる事例発表

3 これまでの取組状況、改善点

健康づくりの手法には、食生活改善、適度な運動、禁煙、健康診断など様々なものがあり、これま

では、それぞれの手法に対し、それぞれ個別の施策を講じてきたロその結果、健康づくりのそれぞれ

の取組については、塩分摂取量の減少、ウォーキング大会の増加、喫煙率の低下、特定健診の受診率

の上昇傾向など、着実に成果は上がってきていると恩われる。

しかしながら、様々な生活習慣病予防のためには、県民に分かりやすく健康づくりの手法をパツケ

ージ化して周知し、総合的に健康づくりに取り組んでもらう必要がある。このため、平成 26年度か

らは、これまでの取組に加え、健康マイレージ制度を普及させていくこととした。
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8日 健康県づくり推進費

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国産支出金 起債 その他 般財源

ココカフげんき鳥取 (雑入)

県推進事業 10. 921 11. 982 ム1.061 537 30 10. 354 
トータルコス b 24. 077千円(前年度 25.487千円) [正職員:1. 7人非常勤職員:3.0λ] 
主な業務内容 健康づくり文化の普及啓発、ポ タルサイトの運営、健康づくり応援施設等支援、

推進体制整備等
工程表の政策目標醐

文全と化体てjのの世健を創代や造がか健文し康化ま」すに。関の心3つを持の柱ちで、「県日民常運的動なに運取動り文組化みj、「健社康会を全支体えでる「食健文康化づ」く「心り

事業内容の説明

事業の目的・概要

県民一人ひとりが健康づくりの大切さを認識し、日常的に、地域全体で良い生活習慣を実践しよう

という機運を盛り上げるとともに、それぞれが支え合う環境をつくり、世代を超えて受け継がれてい

く「健康づくり文化」の創造へフなげる。

2 主な事業内容

(単位.千円)

区 分 事 業 内 n令旬1・ 予算額

「健康づくり文化」 健康づくりを自ら習慣的に行う「健康づくり文化」を県民に根 1.973 
推進事業 付かせていくため、県民に健康づくりを日ごろから意識してもら

うための広報活動を展開する。

( 1 )とっとり健康づくり大使による PR (1. 505千円)

とっとり健康づくり大使の佐々木えるざさん応、県内の健

康づくりイベント等に参加してもらい、本県の健康づくりの

取組を効率的・効果的にPRしてもらう取組を実施する。

(2 )とっとり健康家族ポータルサイトの運用 (468千円)

「とっとり健康家族ポータルサイト」の保守運用のほか、

とっとり健康づくり大使佐々木えるざさんとげんきトリピー

による定期的な健康ブログの掲載を行う。

健康づくり応援施 健康づくり(運動・食事・禁煙rに積極的に取り組む施設(団 470 
設佃)支援事業 体等)を「健康づくり応援施設(団)Jに認定L、県民の健康づ

くりの環境整備を推進する。

【施設(団)数 (H25年12月末現在)】

禁煙1.435 (1)、運動35(8)、食事164(1) 

健康づくり文化 (1)健康づくり文化創造推進県民会議の運営等(1.074千円) 8.478 
創造事業の推進 健康づくりに関わる関係団体の代表者により、鳥取県健康

及び体制整備 づくり文化創造プラン(第二次)の推進に係る地域・職域連

携会議を開催する。

(2 )東部福祉保健事務所、中・西部福祉保健局の非常勤職員人

件費 (7.404千円)

東部福祉保健事務所、 l中・西部福祉保健局に非常勤職員(健

康づくりに関する事務補助、各 1名)を配置する。
ぷE〉3、 計 10.921 

-226-



8目 健康県づくり推進費

事 業名 本年度 前年度 比 較
財

国蔵克却金

源

起債

健康政策課(内線 :7202)

(単位:千円)

内 訳
備考

その他 一般財源

ウォーキング立県と

っとり事業 6， 315 6， 199 116 6， 315 
トータルコスト 11， 732千円(前年度 9，377千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 ウォーキングシスァムやポイント制度の普及、補助金交付事務

コヨ鏡蜘政策目標t開 生涯スポーツ等の健康づくりの地域への浸透、検診の受診の向上等を進め、男性

の平均寿命の全国順位を女性と同様、上位10位まで引き上げます。

事業内容の説明
事業の目的・概要
健康・長寿のJ鳥取県を目指すため、一次予防としての運動習慣を定着させることが必要であり、誰

でも手軽に取り組めるウォームキングを普及させ、県民が日常的にウォーキングに取り組む「ウォーキ
ング立県j を目指した各種事業を展開する。

2 主な事業内容
( 1 )ケータイで健康づくりウォーキング推進事業 2， 325千円

県民の日常的なウォーキングの推進のため、鳥取県ケータイで健康づくりウォーキングシステム「と
りっぽ(歩)Jを活用してウォーキングに取り組んでもらえるよう、とりっぽ(歩)の運用及び普及
を図る取組を実施する。
ア 「とりっぽ(歩)Jの運用

県民が日常的にウォーキングに取り組む意欲に繋がるよう、一定距離に達した者等への記念品(パ
ッジ)等の付与を行うほか、とりっぽ(歩)の利用促進のため県内にある魅力的なウォーキングコ
ースやウォーキング大会のコースのシステム登録や、 19のまち認定大会で「とりっぽ(歩)Jを
周知する取組を実施する。(委託先・「ウォーキング立県 19のまちを歩とう事業J実行委員会)

イ 「とりっぽ(歩)Jのシステム保守管理委託
ホスティングサービス及びシステムの障害対応等

(2)ウォーキング立県 19のまちを歩こう事業 2， 240千円
県民が多くのウォーキング大会に参加する意欲に繋がるよう、実行委員会が認定する県内ウォー

キング大会の参加者に、大会ごとにポイントシールを 1枚配付し、ポイントシールを 3枚又は5枚
集めて応募した者に抽選により特典をプレゼントする。

また、 1 9のまちを歩くことを目標とするスタンプラリーも併せて実施し、 19のまち全てを完
歩し r1 9のまちを歩こうパスポート」に全てのスタンプを貯めた者には、 1 9のまち達成記念品
を進呈する。(委託先・「ウォーキング立県 19のまちを歩とう事業」実行委員会)

(3 )ウォーキング立県推進事業補助金 1， 750千円
ウォーキング大会を新規又は拡充して開催する団体等に開催経費等について助成する。

実施主体 市町村、企業、 NPO法人、各種団体等
対象事業 (1)県内で新規に開催されるウォ キング大会 (5団体)

(2 )通年の大会にノルディックウォーキング部門を加え拡充しで実施
する大会 (5団体)

補助率 (1)補助率 1/2 (上限:250千円)
(2 )補助率 1/2 (上限:100千円)

3 これまでの取組状況、改善点
誰でも手軽に取り組める運動としてウォーキングに着目し、これまで、ウォーキング大会を通じて

ウォーキングに取り組んでもらうための事業(ウォーキング立県 19のまちを歩こう事業、ウォーキ

ング立県推進事業補助金)や、日常生活でウォーキングに取り組んでもらうための事業(ケータイで

健康づくりウォーキング推進事業)を実施している。

県民へのウォーキングの推進は、着実に浸透しつつあるが、多くの県民に運動習慣を定着させてい

くためには、息の長い継続した取組が重要であり、平成26年度以降も引き続き地道に事業に取り組

んでいくことが必要である。
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健康政策課(内線 :7861)
8目 健康県づくり推進費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財源内訳 I 備考

国庫支出金|起債|その他|一般財源|

食ク育強化地事域業ネットワー| 
4， 0971 5， 5191 ム1，4221 921 4， 005 

1 事業の目的・概要

食育指導プログラムを活用したモデル事業の実施や食育関係者が各圏域での取組や課題を話し合う

場を設けるごとで、食育活動の地域への定着と食育実践者同士のネットワーク強化を図る。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区分 事 業 内 容 予算額

食育推進活動知事表彰 県内における食育活動の推進を奨励するため、他の模範とな 116 
り地域社会に貢献している食育推進活動を表彰する。

幼児の心と体を育てる -食育指導者研修会の開催 1，401 
クッキング活動実践モ -モデル事業の実施

デル事業 -実践報告会の開催

圏域食育推進ネットワ -ネットワ ク交流会の開催(先駆的活動事例の情報提供、関 1， 400 
ーク交流会・会議 係者の情報共有)

-ネットワーク会議の開催(圏域の個別課題を解決するための

取組を検討し実践する)

「健康を支える食文化」 ， r健康を支える食文化」専門会議の開催

推進事業 -食育体験イベントの開催

合計 4， 0971 
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8目 健康県づくり推進費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国間支出金

健康政策課(内線 :7861)

(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

事「業食の応援団」支援
4， 855 5，043 。188 4， 855 

トータルコスト 10，272千円(前年度10，604千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 補助金交付業務

工程表の政策目標(指標) いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の健

康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診率の

向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

事業の目的・概要 | 
栄養・食生活の改善及び食育の推進を目的として活動する団体に対して助成し、団体の強化と普及

啓発活動の支援を通じ、県民の健康増進を図る。

2 主な事業内容

(単位:千円)

実施主体 事業内容 予算額

鳥取県食生活改善推 0地域住民に対する食習慣改善講習会の開催 2，253 
進員連絡協議会補助 0会員に対する教育研修の実施

金(補助率:定額) 0組織強化のための支援

(社)鳥取県栄養士会 0生活習慣病予防のための栄養教室の開催、個別栄養相 2，602 
補助金(補助率:定 談の実施

額) 0子どものための食育教室の開催

合計 4， 855 
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8目 健康県づくり推進費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国間支出金

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

食推物進事ア業レルギ一対策
504 1. 220 ム716 504 

ト ー タ ル コスト 2， 052千円(前年度 2，809千円) [正職員:O. 2Al 
主な業務内容 食物アレルギー対策推進会議、研修会開催の委託

工程表の政策目標(指標) 全ての世代が健康に関心を持ち、「日常的な運動文化Jr健康を支える食文化Jr心
と体の健やか文化」の 3つの柱で県民運動に取り組み、社会全体で「健康づくり

文化」を創造します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

本県には食物アレルギー診療において中心的な役割を果たす専門医療機関が存在せず、それぞれ

の医療機関が個別に対応しているのが現状である。大学病院関係者、食物アレルギー専門医、学校

関係者等で構成する食物アレルギ一対策推進会議を設置し、専門外来設置までの聞に対応可能な本

県の地域特性に合った効果的な食物アレルギ一対策を検討・実施する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 内 h廿h 予算額

食物推アレルギ 0食物アレルギ対策推進会議の設置 504 
対策進事業 <検討内容>
(委託) -食物アレルギ一治療及び医療体制の実態把握

-専門医療機関の設置を含めた効果的な医療提供体制の検討
-学校現場等での対応方策 l

-患者への情報提供・相談体制の整備等
0委託先
鳥取県医師会

0委託内容
①食物アレルギ一対策推進会議の開催
②医療従事者向け資質向上研修会の開催
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8目 健康県づくり推進費

事業名 本年度 前年度 比較

健康政策課(内線:78 6 1・7202)
(単位:千円)

財 源 内 訳
備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(基金繰入金)

死業み地)域対んづ策なく緊でり急支事強え業化あ(事う自
31. 719 64，518 ム32，799 1，432 25， 625 4，499 

(雑入)
47 

(財産収入ll ) 

トータ Jレコスト 40， 232干円(前年度 78，023千円) [正職員:!. 1人、非常勤:5. 0;人]
主な業務内容 相談支援業務、普及啓発業務、従事者研修、補助金事務等

工程衰の政策目標(指標) 自死予防に関する正しい知識の普及やうつ病対策等を関係機関と連携して実

施することにより、自死者数を現在よりも減らす実践活動に取り組みます。

事業内容の説明 u鳥取県自死対策緊急強化基金」充当事業]

事業の目的・概要

「鳥取県自死対策緊急強化基金」を活用し、自死を防ぐための相談体制の整備、人材養成、自死遺

族支援、普及啓発、市町村への支援など自死対策を総合的に推進し、地域で見守る体制を整備し、自

死の防止を図る。

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業メニュー 事業内容 予算額

相談窓口の整 O各福祉保健局及び精神保健福祉センターでの各種相談の対応 4， 276 
4庸 0心の健康と暮らしの法律相談会の開催

(場所.県立・市町村図書館やハローワーク)

0鳥取いのちの電話支援事業

-相談員確保、資質向上のための研修等に助成(補助率・定額)

0相談窓口担当者連絡会の開催

特色ある自死 or眠れてますか?睡眠キャンペーン」 2， 588 
予防対策の推 . r睡眠障害」などをキーワードにし、各国域の実情に応じて

進 講演会や研修会等を開催

0人形劇派遣事業

. r眠れてますか?睡眠キャンペーン」の一環として作成した

人形劇を市町村主催の研修会等に派遣し、うつ病に対する理

解を促進

精神医療体制 0かかりつけ医と精神科医との連携会議 2， 217 
の充実 -かかりつけ医と精神科医とのネットワーク構築

0かかりつけ医心の健康対応力向上研修

-かかりつけ医うつ病対応力向上研修(委託先・各地区医師会)

-思春期への対応力向上研修(委託先:県医師会)

0医療従事者等関係者研修

-精神科を有する医療機関の医療従事者等を対象とした資質向上

研修会(委託先:県医師会)

自死遺族への 0自死遺族の集い 1， 339 
ケア -開催場所・鳥取市と米子市で交互に開催

-開催頻度毎月 l回

0自死遺族自助グループへの支援

-自死遺族自助グループに対し、その活動が定着するよう、活

動費等について助成(補助率:4/弘一部10/10)
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自死予防の普10非常勤職員の配置 1 17.088 
及啓発 10自死予防の広報

0自死予防リーフレット等啓発物の作成

自死予防県民 10 r心といのちを守る県民運動」の運営 1 2.073 
運動の推進 | ・自死対策の運動体として、当事者意識を持って地域で自ら自死巴

対策を推進していく組織として設置、会議を開催 l 

Oゲートキーパー養成研修

「きづき」、「つなぎ」、「見守り」に重点をおいてゲートキーパ

ーを養成

自死対策の総10地域自死対策情報センターの運営 1 2. 022 
合的推進 | ・精神保健福祉センター内に地域自死対策情報センターを設置

基金運用

合計

し、情報共有等関係機関のネットワーク強化を図る。
・人材育成等研修会の開催

0鳥取県自死対策緊急強化基金の運用益の積立

※自死予防ゲートキーパー

1161 

31. 719 

地域や医療、保健、福祉、職場、教育等の分野における支援活動において、自死のサインに気づ

戸き、見守り、必要に応じて関係する専門相談機関h つなぐ役割が期待される人材。

3 これまでの取組状況、改善点

(1)取組状況
-相談窓口担当者連絡会を各圏域で開催。

-睡眠障害に着目した「眠れてますか ?J睡眠キャンペーンを推進。うつ病の早期発見、早期治療

につなげる。
・精神医療体制の充実。

-ゲートキーパー養成研修及びゲートキーパー養成指導者向けの研修を開催。
・家族の集いの開催、自助グループへの支援等自死遺族へのケア。等

(2 )改善点

・基金が終アした後も地域での対策が進められるよう、市町村と連携しながらうつ病対策等心の健
康づくり及び人材養成に重点を置いて取り組む。
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8目 健康県づくり推進費

事業名 本年度 前年度 比 較
財

国陣支出金

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

源 内 訳

起債 その他
備考

一般財源

事ひ業きこもり対策推進
9，419 7，447 1，972 3， 619 5， 800 

トータルコスト 24， 123千円(前年度22，541千円) [正職員 1. 9人]

主な業務内容 とっとりひきこもり生活支援センター委託実施、家族教室等の実施等

工程表の政策目標(指標) 自死予防に関する正しい知識の普及やうつ病対策等を関係機関と連携して実

、施することにより、自死者数を現在よりも減らす実践活動に取り組みます。

事業内容の説明

事業の目的・概要

ひき乙もり状態にある者及びその家族に対する相談支援等やひきこもり支援に携わる関係者に対す

る研修を行い、ひきこもり者が社会参加ができる環境を整える。
一、

2 主な事業内容
、

(単位.千円)

区分 事業内容 予算額

家族教室・ 0家族同士の話し合いやひきこもりの学習等を行う家族教室の実 285 
精神科医師 施

の専門相談 0精神科医師による随時相談の実施

地域ケアネ 0関係者(市町村職員、民生児童委員等)の資質向上のための研 75 
ットワーク 修会の開催

事業 0相談事例や処遇方針についての検討

とっとりひ 0ひきこもり者に対する生活・就労支援を中心とした相談事業と 9，059 
きこもり生 社会参加促進事業(職場体験)をNPO法人等に委託して実施

活支援セン

ター r一一相談事業(園112、県112) ーー 「体験事業(単県)ー

-コーディネーターの配置 (2名) -協力事業所と提携し

-関係機関への情報提供 た職場体験事業

-相談支援事業

-関係機関との連携(個人の状況に

応じて関係機関につなげる)

合計 9，419 

(参考)

ひきこもり:様々な要因の結果として、社会参加(義務教育を含む就学、非常勤職を含む就労、家

庭外での交遊など)を回避し、原則的に6ヶ月以上にわたって概ね家庭にとどまり続

けている常態。(他者と関わらない形での外出している場合も含む)

ひきこもりには、確定診断がなされる前の精神障害がふくまれている可能性がある。

r 
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8目 健康県づくり推進費

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

事業名 I "" """ "" I u. "" I 財 源 内 訳 |本年度|前年度 |比較 備考

糖尿病予防対策連携

強化事業

上ニZ止::IAト
主な業務内容
工程都政策目標骨醐

事葉丙蓉あ説明

1 事業の目的・概要

l I >u' '̂ I 回転制金 l起債 iその他 l一般財源 l

212312.5331 ム川 1 l' 1 2. 1231 
9. 088千円(前年度 9.683千円) [正職員:O. 9人]

業務の委託、制度の普及、関係者を集めた会議の開催

特定健康診査、特定保健指導の充実等により、メタボリツクシンドロームの改善
及び糖尿病等の生温萱慣病の発生予防を推進します。

糖尿病は、脳卒中や急性心筋梗塞の重大なリスク要因であるが、本県でも糖尿病予備群や糖尿病

有病者の推定数に増加の傾向が見られる。

そのため、県民が安心しでかかりつけ医療機関で糖尿病の初期治療が受けられる体制の構築を図

るため、鳥取県・糖尿病医療連携登録医制度の安定した継続を図る。

:<登録医制度の概要>ー

! 鳥取県糖尿病対策推進会議が指定する研修会で、日本糖尿病学会基準に基づく診断方法や糖尿

!病の適切な治療方法について受講した県内医師を登録医として登録。

i 健診結果で、糖尿病「要再検Jr要指導Jr要医療」となった者へその笠録医医療機関を案内す
lることにより、糖尿病の適切な初期治療が受けられる体制整備を図る。

2 主な事業内容
(1)鳥取県・糖尿病医療連携主主録医制度の実施 1， 457千円

ア委託先
鳥取県医師会(鳥取県糖尿病対策推進会議)

イ 実施内容
(ア)鳥取県糖尿病対策推進会議の開催

[開催回数]

年 2回程度
[協議内容]

・鳥取県・糖尿病医療連携登録医制度について

・かかりつけ医と糖尿病専門医の連携方法について

・かかりつけ医を対象とした糖尿病研修会の開催について

(イ)かかりつけ医を対象とした研修会の開催

糖尿病医療連携登録医を登録していくため、受録要件となる研修会を各圏域で開催する。

(ウ)登録医制度の県民への周知

・市町村や事業所における健診結果阻付の際に、糖尿病「要再検Jr要指導Jr要医療」

の者の受診案内に登録医療機関一覧も同時に配付するなどし、周知を行う 0

・ホームベージによる登録医の掲載。

(2)圏域ごとの糖尿病対策の推進 666千円

も各圏域ごとの糖尿病対策の推進のため、関係機関との連携強化と、地域の各圏域の実情に合

わせた対策を推進する。

[実施内容]

・関係機関の担当者を集めての糖尿病研修会の開催

.糖尿病予防啓発の実施
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8目 健康県づくり推進費

健康政策課(内線:7202) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
財 源 内 訳

備考
回目E支出金 起債 その他 一般財源

慢予性防対腎策臓病事業(CKD) 
786 839 ム53 786 

トータルコスト 1， 560千円(前年度1.633千円) [正職員 O. 1人]
主 な業務内 容 関係者を集めた研修会の開催

工程表の政策目標(指標) 特定健康診査、特定保健指導の充実等により、メタボリツクシンドロームの改善

及び糖尿病等の生活習慣病の発生予防を推進します。

事業内容の説明 階| 
1 事業の目的・概要

慢性腎臓病 (CKD)は、将来透析に至る可能性がある生命に関わる重大な疾患であるが早期段

での受診・治療や生活習慣の改善により進行を抑えことも可能である。

そこで、 CKDを早期に発見し受診・治療につなげるための検査の必要性、要指導対象者への効果

的な生活指導等、地域での予防の取り組みの体制を整えていく目的で研修会を開催する。

2 主な事業内容 fヘ

(単位.千円)

区 分 事 業 内 n甘- 予算額

慢性腎臓病 (CK 研修会の開催 786 
D)予防対策事業 内 容:慢性腎臓病の病態、血清クレアチニン検査の特性

透析療法の理解、透析患者の生活

要指導対象者に対する適切な予防方法

予防活動の仕組みづくり 等

講師:腎臓病専門医、先進地の自治体職員等

対象者:各市町村保健師・栄養士、

特定健康診査保健指導従事者等

福策課祉保)健管部理運(健営康費政 1， 000 2，755 ム1.755 1，000 

トータルコスト 35， 826千円(前年度 38，503千円) [正職員:4. 5人]
主な業務内 容 課内総括業務、連絡調整業務等

工程表の政策目標(指標)

事業内容の説明

健康政策課内の総括、課内外の連絡調整に係る経費である。
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9回 生活習慣病予防対策費

事業名 本年度 前年度 比較
日オ

国庫支 起債
出金

健康政策課(内線:7202) 

(単位:千円)

源 内 訳
備考

その他 一般財源

康(新づ)く歯り推と進口腔事業の健 8， 509 8. 509 8， 509 

トータ jレコスト 13， 926千円(前年度 O千円) [正職員:0.7人]

主な業務内容 「鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例」の制定に伴う宣伝広報及び記念行事の

開催

工程表の政策目標(指標)， いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の

健康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診率

の向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

歯と口腔の健康施策については、「鳥取県健康づくり文化創造プラン (H2 5 ~ 2 9)Jで推進

しているところであるが、この度、県民の生涯にわたる健康の保持増進に寄与するととを目的とした

『鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例』が平成25年 12月27日に施行された。

計画及び条例の趣旨を踏まえ、総合的な歯科保健施策が展開されるよう歯科団体及び行政、県民が

協働していく必要がある。

そこでJ鳥取県歯と口腔の健康づくり推進条例の制定を周知するとともに、歯科保健条例制定に係る

記念フォーラムを開催する。

2 主な事業内容

(1)記念行事(想定) (5，034千円) (2 )条例制定に伴う広報 (3， 387千円)

名称歯科保健条例制定記念フォ ラム .動画作製

日時平成26年 11月8日(いい歯の日)頃 年代別の正しい歯のみがき方

場所 とりぎん文化会館(梨花ホール他) (むし歯は幼児期から学齢期に好発し、

内容 歯周病は、成人の 7~8 割が擢患する細
①基調講演(大ホール) 菌感染性疾患。 DγD等を配布して、保

歯の健康づくりをテーマに著名人による講演 育所、幼稚園、学校、公民館等で活用し

②表彰式及び事例発表 てもらう。)

-よい歯のコンクール表彰式 .リーフレット制作

-お口を使った遊びのモデル闘取組発表 歯科疾患(むし歯、歯周病、口腔がん

-むし歯予防フッ化物洗口取組発表 等)及び口腔機能に関する知識の普及媒

-その他歯の健康づくりの取組事例等 体。(公民館、薬局、高齢者施設等に配布。)

③フィナーレ(合唱「歯みがきの歌J)

(1) ~ (2)の企画・運営は、プロポーザル審査会で審査の上、業者を決定 (88千円)

3 これまでの取組状況

08020運動推進協議会の開催(年 l困)

0各種歯科保健統計の収集・分析・公表(1歳6か月児、 3歳児、保育所幼稚園、小中学校、歯周

疾患検診等、県民歯科疾患実態調査は5年毎)

0県ホームページによる普及啓発

0むし歯予防フッ化物洗口マニュアル、保護者説明リーフレットの作成 (H23) 
O食べる力を育むために係る冊子の作成[お口を使った遊び (H22)、取組事例集 (H2 4) 1 
O歯周病と糖尿病の重症化予防リーフレットの作成 (H2 5) (医科歯科連携体制の構築)
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健康政策課(内線:7769) 
9目 生活習慣病予防対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般

財源
(新)がん情報発
信事業 2. 566 2. 566 1. 283 1. 283 

トータルコスト 5. 662千円(前年度 O千円) [正職員:0.4人]
主な業務内容 内容検討、新規事業に係る関係機関との調整業務等
工程表の政策目標路欄 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的な

がん対策の推進を図る。
事業内容の説明

事業の目的・概要
がん患者を含む県民に対し、がん療養に役立つ有益な情報を網羅した県民目線のわかりやすいがん

専用ウェブサイトを構築する。

また、かかりつけ医を通じたがん検診受診啓発を行い、さらなる検診受診率の向上を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)
区分 事業内容 予算額

鳥取県がん情報 がんの療養に役立つ情報やがん統計データなど、がん患者がにとっ

ナビサイト て有益な情報を公開するためのがん専用ウェブサイトを構築する。 2.032 
あわせて、冊子「がん患者のための地域の療養情報サポートブック」

を作成し、がん専用サイトとの連携によりがん情報提供体制の充実を
図る。

く内容〉がん専用ウェブページ作成、冊子作成 9.000部
く財源〉国庫1/2、県1/2

かかりつけ医連 県民に、がん検診を定期的に受診することの大切さを理解して頂く
携受診勧奨強化 ためのわかりやすいリーフレットを作成。医療機関において、かかり 534 
事業 つけ医から広く県民(主に検診未受診者)に対し、受診を勧奨して頂

くととにより、新規の受診者の増加(受診率向上)を図る。
く委託先〉鳥取県健康対策協議会

〈内容〉リーフレット作成 50.000部
く財源〉国庫1/2、県1/2

計 2. 566 

3 これまでの取組状況、改善点

(1 )取組状況

0県ホームページ(がん登録情報、がん拠点病院情報、市町村がん検診窓口など)

0がん検診受診啓発(テレビ、ラジオ、ポスター、冊子等)

0冊子「がん患者のための地域の療養情報サポートブックJ(平成23年度)

0がん経験談冊子 t平成23年度)

(2)主な改善点

0がんに係る情報について、県民にとってわかりやすく、情報が探しやすく、かっ、充実した内

容となるよう情報提供の質の充実に取組む。

0がん検診受診率向上に向けた取組を開始した平成21年度以降、本県のがん検診受診率、受診者

数は年々上昇傾向にあり、取組の成果が徐々に出始めたところである。目標とする受診率50%
達成に向け、新たなアブローチにより新規受診者のさらなる増加に取組む。
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9目 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線 :7769)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国席支出金 起債 その他 一般

財源

(新)肝臓がん予防

戦略事業 1. 763 。1， 763 881 882 

ト タルコスト 4， 085千円(前年度 O千円) [正職員:0.3人]
主な業務内容 精検費用償還払い業務、手帳作成業務、新規事業に係る関係機関との調整業務等

工程表の政策目標脂燭 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的な
がん対策の推進を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要
肝炎ウイルス検査陽'性となった者に対し、初回の精密検査費用の自己負担相当額を助成(初回精密

検査費用の無料化)することにより、精密検査へのアクセス向上を図り、早期に適切な治療に繋げ、

肝臓がんなどの重症化予防を図る。

あわせて、肝炎ウイルス陽性者が定期的に受検する精密検査の結果を記録する「かんぞうの手帳」

を作成。定期的な精密検査受診の促進を図る。

2 主な事業内容 (単位:千円)

区分 事業内容 予算額

初回精密検査受 県及び市町村が実施する肝炎ウイルス検査受診者のうち、検査の結

検支援(自己負 果、陽性と判定された者が早期に適切な治療に繋がるよう、初回の精

担額助成) 密検査に係る自己負担相当額を助成する。 1， 507 
〈対象者人数>200名想定/年

〈助成上限額>7，533円 ※一般的な初回精密検査費(初診料、血液

検査料、腹部エコー) X3割
〈実施主体〉県 ※償還払い制度を想定

く財源〉国庫補助112
く実施期間>3年同(平成26年度~平成28年度)

定期精密検査受 肝炎ウイルス陽性者となった者は、病変の早期発見のため、年2回

検支援(かんぞ 程度、定期的に精密検査を受け続ける必要がある。精密検査の受診結

う手帳) 果の記録及び日常生活の留意点などを記載した「かんぞう手帳」を本 256 
県独自に作成し、県及び市町村等を通じ肝炎ウイルス陽性者に配布。

適切な治療・療養生活に結び付けるためのツールとして活用頂く。

く手帳作成部数>10，000部
〈配布対象者〉県及び市町村が実施する肝炎ウイルス検査の結果、陽

性と診断された者

〈実施主体〉県

〈財源〉国庫112、県112
休日・夜間肝炎 就業者等、平日の昼間に肝炎ウイルス検査を受診することが難しい方

ウイルス検査 への配慮として、保健所における夜間・休日の検査体制を構築する。

〈休日・夜間検査>3保健所×約2時間×年4回程度

計 1. 763 
3 これまでの取組状況、改善点

(1 )取組状況

0県内3保健所及び県が委託した県内130の医療機関において、肝炎ウイルス検査を実施

o r鳥取県肝臓病月間(毎年7月)Jにテレビやラジオなど各種広報媒体を活用した啓発を実施

0市町村等の保健師、県内医療機関の看護師等を対象とした医療従事者研修会の開催 等

(2 )主な改善点

0肝炎ウイルス陽性者の定期的な精密検査の受検(習慣化)に向けた支援について、新たに取組

むことにより、肝臓がん予防のさらなる推進を図る。
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9回 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線 :7769)
(単位:千円)

財 源 内 訳
事業名 本年度 前年度 比較 備考

国蹴支出金 起債 その他 一般

財源

(雑入)

がん対策推進事業 129， 840 127， 867 1， 973 63，913 43 65， 884 

ト タルコスト 182，465千円(前年度 181， 886千円) [正職員・ 6.8人，非常勤職員:4.7人]
主な業務内容 がん検診啓発・受診体制整備業務、関係機関との調整業務予補助金交付業務

工程表の政策目標骨猷菊 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的な

がん対策の推進を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要
平成25年度か百平成29年度までの第2次「鳥取県がん対策推進計画」の目標達成のため、総

合的かつ計画的にがん対策を強化、推進する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 予算額
がん検診受診率向 がん死亡率20%減少のため、がん検診の受診率 50%を目標に定

上プロジェクト20 め、達成するための対策として次の事業に取り組む。 23， 322 
14 
市町村がん検診 がん検診の受診率に優れ、又は受診率向上に向けて創意工夫を凝ら
表彰事業 した取組みを積極的に進めた市町村を表彰することにより、優良事例 124 

を紹介すると色も陀取組の喚起を図る。 [財源]国1/2，県1/2
大腸がん検診特 大腸がんの早期発見・早期治療及び検診受診率向上を推送進付させるた
別促進事業 め 市町村が大腸がん検診キット(便潜血検査)を直接 又は健康 689 

相談員等を介し配布する場合に必要となる費用の一部を県が補助し、
さらなる受診率向上を図る。 [財源]単県

休日がん検診支 県民が休日にがん検診を受診できる機会を増やすため、市町村が休

援事業 日にがん検診車を使用する場合に必要となる検診車休日割増費用のー 5， 134 
部を支援する。 [財源]国1/2，県1/2

鳥取県がん検診 がん対策の推進に協力していただける企業をパ トナ企業として
推進企業アクシ 認定。企業と連携してがん対策の推進に取り組むほか、企業トップを 3，924 
ョン 対象としたがんセミナーを開催する。

また、認定企業での優良な取組を広く県民に紹介し、企業が取り組
むがん対策の気運の醸成を図る。 [財源]園1/2，県1/2

出張がん予防教 がん死亡率の減少のためには、子どもの頃からがんになりにくい生

室 活習慣を身につけることや定期的にがん検診を受診する習慣が効果的 2， 337 
であることから、がん予防教育を実施する学校や企業等に対し、講師
の派遣及び教材の提供を行うロ [財源]国1/2，県1/2

がん検診受診率 がん検診受診の受診啓発について、ァレピ、フジオ、新聞のほか、
向上総合啓発事 大型ショッピングセンターでのイベント開催など。各種メディアを連 9， 706 
業 携させたキャンペーンを展開する。 [財源]国1/2，県1/2
地域でがんを考 県福祉保健局が中心となり、診各体圏域(県東部、中部、西部)の動関係
える協議会 者が連携し、地域に密着した検 制、受診率向上対策、啓発活等 1， 408 

について協議し、がん対策推進を図る。 [財源]国1/2，県1/2
がん対策推進県民 医療、大学、がん患者など、各団体の代表者を委員とし、広い立場

会議 から本県のがん対策について協議頂くため「鳥取県がん対策推進県民 1，923 
会議」を開催する。 [財源]国補1/2，県1/2

がん先進医療費に 高額な医療費が発生するがんの先進医療について、県民が少しでも

対する貸付利子補 利用しやすいよう、先進医療費を金融機関から借り受けた場合、その 540 
給支援 利子の一部を支援する。 [財源]単県

がん患者団体活動 県ががん患者団体の活動を促進するため、がん患者団体を対象とし

促進支援事業 た研修、意見交換会を開催する。 [財源]国1/2，県1/2 406 
小児がん対策推進 がんになった子供や、子供をもつがんになった親に対する心理社会

事業 的支援の充実のための研修会を実施する。 [財源]国1)2，県1/2 710 
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禁煙治療費助成事 禁煙治療で保険適用の対象(ブリンクマン指数(1日の喫煙本数×
業 喫煙年数) 200以上)とならない、喫煙期間の短い若年者等が早期 903 

に禁煙治療を開始できるよう、治療費の保険適用相当額 (7割)を支
援する。 [財源]国1/2，県1/2，一部単県

がん診療連携拠点 県内のがん診療の拠点として国が指定するがん診療連携拠点病院が
病院機能強化事業 実施する医療従事者研修、拠点病院・地域医療機関問の連携及び院内 53， 440 

がん登録などの事業に対して財政支援を行う。 [財源]国1/2，県1/2
がん専門医療従事 がんに関する専門的な知識と技術を有する医療従事者(認定看護師

者育成支援事業 など)の育成に取り組む地域がん診療連携拠点病院及び準ずる病院に 8， 167 
対し、育成に要する経費の一部を補助するロ [財源]国1/2，県1/2

がん専門医等資格 がん治療に係る専門医等の新規資格取得を促進させるため、資格審
取得支援事業 査に必要となる費用の一部を支援するととにより、県内がん医療水準 1， 417 !、

の更なる向上を図る。 [財源]国1/2，県1/2
がん放射線診療体 県民が質の高いがん医療を受けられるよう、専門的知識が求められ
制強化事業 る放射線治療にかかる協議を、鳥取県がん診療連携会議の分科会「放 464 

射線治療部会」で行う。 [財源]園1/2，県1/2
院内がん登録拡大 県内全体のがん医療の実態把握及び医療水準向上のため、拠点病院
支援事業 以外でがん診療を行う病院への院内がん登録の拡大を図る。あわせて、 18，664 

「鳥取県院内がん情報センター」を設置し、県全体のがんに係る情報
収集・情報発信を強化する。 [財源]国1/2，県1/2

がん医療等対・策推 がん医療の質の向上及びがん死亡率の高い要因等について、より詳
進モデル事業 細な実態把握と、それに基づく有効ながん対策を探るため、公募型の 9， 258 

調査及び対策推進事業を実施する。 [財源]国1/2，県1/2
がん対策推進強化 各種がん対策事業を遂行するために必員要となる体制整備として、健
体制整備 康政策課及び各福祉保健局に非常勤職 を各l名づっ配置する。 10，626 

[財源]国112，県1/2
dEh ZA  言十 129，840 

3 これまでの取組状況、改善点

(1 )取組状況
「第二次鳥取県がん対策推進計画(平成25年度~平成29年度)Jや平成22年に制定された

「鳥取県がん対策推進条例」を契機に設置した「がん対策推進県民会議」での意見を踏まえ、がん

予防、がんの早期発見、がん医療の推進、がん登録の推進、がん患者の社会生活の質の向上等各分

野にわたり、総合的ながん対策に取り組んでいる。

特に平成25年度は全国に比べ高いがん死亡率を減少するための事業(肝臓がん予防緊急戦略事

業、がん医療等対策推進モデル事業)及び子どもの頃からのがん予防教育の推進、小児がん患者へ
の支援、がん患者への就労支援についての対策を強化、実施した。

(2)主な改善点

0がんに係る情報提供の充実を図るため、がん専用ウヱブサイトを構築するほか、かかりつけ医

と連携したがん検診の受診勧奨を行い受診率向上に向けた対策の強化を図る。(新規事業「が

ん情報発信事業Jで別途要求)
0肝炎ウイルス検査陽性となった者が早期に適切な治療に繋がるよう、「かんぞう手帳Jを記布

するほか、初回の精密検査費用の自己負担分を助成し、肝臓がんなどの重症化予防を図る。(新

規事業「肝臓がん予防戦略事業」で別途要求)
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健康政策課(内線 :7769)
9回 生活習慣病予防対策費 (単位〈千円)

事業名 本年度 前年度 比較
~t 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

肝臓がん明干炎)対策

事業 56，465 54， 710 1， 755 35，913 20， 552 

トタルコスト 58， 787千円(前年度 57，093千円) [正職員:O. 3人]
主な業務内容 肝炎ウイルス検査の実施、市町村の実施する肝臓がん検診の精度管理・評価業務

工程表の政策目標錦繍 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的ながん

対策の推進を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要

肝炎ウイルスの早期発見、早期治療を促進するため、肝炎ウイルス検査体制を充実し、県民が検査

を受けやすい体制を整備する。

2 主な事業内容
(単位 f千円)

区 分 内 n乍乍ヨー 予算額
保健所・医療機関肝 肝炎ウイルスの早イ期ル発ス検見査、早期治療を促すため、保健所及び医療機 656 
炎ウイルス検査 関において肝炎ウ を無料で実施する。

【対象者]

• 39歳以下の希望者

働き世代への無料肝
ーーー職.，場'!，oJ歳定以期主健主診tの巨匠受社診庇等君に主Eあ~jわuせ.~~て王者肝宅炎套ウ警イを受ル診ヌ検で蚕きなを両か陣っ受た秀診望で者き

51. 246 
炎ウイルス検査アク るよう、医療機関等と連携し、県が実施している医療機関無料肝炎ウ
セス向上事業 イルス検査へのアクセス向上を図る。

[対象者]

肝臓がん権患率が高まる働き世代 (40歳から59歳)の者のうち、過
去に肝炎ウイルス検査を受診した経験がなく、市町村が実施する肝炎
ウイルス検査を受診することが困難な者

[期間]平成25年度~平成27年度までの3年間
ストップ肝臓がん啓 平成25年度に新設した鳥取県肝臓病月間 (7月)に肝臓がん予防や 3， 155 
発事業 肝炎ウイルス検査等の重要性について、テレビ・ラジオCM等の広報

媒体を活用して県民へ周知する。

肝会炎医療従事者研修 肝疾患診療連携拠点病院、肝疾患専門医療機関、市町村及び県保健 390 
所に在籍する看護師、薬剤師及び保健師等を対象に、肝炎に関する病
態、治療方法、各種制度等の総合的な知識の習得を目的とした研修会

を開催し、肝炎ウイルス検査後のフォローアップや受診勧奨などの働
きかけを推進する。

肝臓がん検診等精度 肝炎検査等の精度管理の向上を図り、肝臓がんの早期発見と死亡率 695 
管理 の低下を図る。

-肝炎対策協議会の開催

-肝臓がん検診従事者講習会、症例検討会の開催、追跡調査の実施

肝炎対策啓発冊子等 肝炎ウイルス検査陽性者及び肝炎患者に対して定期検査の受診、 323 
作成 適切な医療へつなげるため、冊子等により啓発を図る。

A 口 計 56， 465 

3 これまでの取組状況、改善点

(1 )取組状況

0県内3保健所及び県が委託した県内130の医療機関において、肝炎ウイルス検査を実施

or鳥取県肝臓病月間(毎年7月)Jを新設し、テレビやラジオなど各種広報媒体を活用した啓発を実施

0市町村等の保健師、県内医療機関の看護師等を対象とした医療従事者研修会の開催

(2)主な改善点

肝炎ウイルス検査陽性となった者が早期に適切な治療に繋がるよう、「かんぞう手帳」を配布するほ

か、初回の精密検査費用の自己負担分を助成し、肝臓がんなどの重症化予防を図る。(新規事業「肝臓

がん予防戦略事業」で別途要求)
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9目 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線 :7769)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

(雑入)

肝炎治療特別促進事業 134.762 121. 468 13. 294 65. 853 17 68.892 

トータルコスト 137. 858千円(前年度 124.646千円)

[正職員:0.4人、非常勤職員・1.0人、臨職:O. 8人]
主な業務内容 肝炎治療に係る受給券交付業務、治療費支払業務

工程表の政策目標出掛鶏

事業内容の説明

事業の目的・概要

高額な治療費が必要となる肝炎治療費の一部を公費負担することにより、肝臓がんへの進行予防及

び肝炎治療の促進を図る。

2 主な事業内容

肝炎治療受給者証交付申請者に対し、県が認定審査の上、肝炎治療受給者証を交付し、指定する医療

機関等に受給者証を提示する乙とにより、保険医療費の月額自己負担上限額を上回る額を助成(現物支

給)する。

区 分 内 ~ 
治療の対象者 B型及びC型ウイルス性肝炎の根治を目的として行うインターフエロ

ン治療及びB型ウイルス性肝炎に対して行われる核酸アナログ製剤治

療を受ける者 (助成期間:原則1年間)

医療費 肝炎治療に対する医療費の助成

医療費公費負担額:127. 850千円

その他経費 診療報酬支払事務委託料、非常勤職員、臨時職員経費等:6.912千円

， 

、、
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9自 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線:7769) 
(単位:千円)

財 源 内 訳

事業名 本年度 前年度 比較 備考|
国庫支出金 起債 その他 一般財源

生活習慣病検診等精

度管理委託事業 21， 079 20， 269 810 2，643 18， 436 
ト タルコスト 27， 270千円(前年度 26，624千円) [正職員:0.8人i
主な業務内容 市町村実施の各種がん検診等の精度管理、市町村との調整業務等

工程表の政策目標t笥菊 第一次がん対策推進計画に基づき、がん死亡率の減少などを目的とした総合的なが|
ん対策の推進を図る。

事業内容の説明

事業の目的・概要

健康増進法等により県の役割に位置付けられている市町村が行うがん検診等の精度管理について、

鳥取県健康対策協議会に委託して実施するとともに、県民の健康増進の推進を図るため、県民の健康

に関する調査研究や、県民を対象とした啓発講演会等を実施する。

また、委託先である鳥取県健康対策協議会の体制維持のため、事務局経費を負担する。

2 主な事業内容

(単位:千円)

区 分 事 業 内 H廿h 予算額

①生導活事習業慣病管理指
診者管結に理対果指すを評導る協価能議力・会分向析上(のしB部、た会専め)の門講的を設見習地会け、かを市開ら町催の村助す言がる実並。施びすに検る各診種関検係

1，989 

②事が業ん検診精度確保 胃、子、宮各が、肺ん検、乳、 大の腸相などのが・検ん検討診会の精度管す理を徹底す 2， 831 
るため 診で互評価 を開催る。

③事肺診業読が影ん委医療員機会関開検催
医す療る機関検診の読影委員会を開催し、読影上の問題点等を検 599 

言す

④価生ん分登活析録習事)慣業病(登地録域評が 県内向医療機登関てめ解録やにおいて、 がんに擢患した行患ス者をう導。を登録し、 疾患 7， 162 

の動 につい 析し、 予標祈準防を対化行策デうの評タ価べをまた、がん に係る 一 一 入し、登録情
報のとりまと 統計分

⑤事県業民健康調査研究 県民の健康に関する諸問題についての調査研究事業を実施す 2， 973 
る。

⑥生ミナ活ー習開慣催病事対業策セ 一次予防に重点をおいた生活間習慣保病健対衛策生セミナー及載びし健健康フ 1. 450 
オーラムの開催発と併行せて、新に 情報を掲 康に
関する一般啓をう。

②務健局康強対化策対協策議事会業事
事務.事総局運務務営局費専の(任連た絡職め員調の経人整費件、費理事(会l人費)等)

3，652 

③事務費 423 

fi 計 21. 079 

※①~⑤については、鳥取県健康対策協議会へ委託して実施
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9回 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線:7202) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比 較
目オ 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 ー般財源

健康増進事業
31， 713 41. 564 ム9，851 16，379 15. 334 

トータルコスト 34， 035千円(前年度 43，947千円) [IE職員 O. 3人]
主な業務内容 市町村が実施する健康診査、健康教育等の経費補助、市町村との調整業務等

工程表の政策目標(指標) 特定健康診査、特定保健指導の充実等により、メタポリツクシンドロームの改善

及び糖尿病等の生活習慣病の発生予防を推進しますロ

事業内容の説明

事業の目的・概要

市町村が健康増進法に基づき実施する健康診査等に要する費用の一部を補助する。

2 主な事業内容
(単位:千円)

区分 事業内容 予算額

健康増進事業費補助金 31，連38
r 

ユー受診者自

13 
ュー受診者自

事務費 275 

dロh 言十 31，713 
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事

9回 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線:7202) 
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

起債 その他
備考

国庫支出金 一般財源

2特事定定業保健康健診指査導推・ 69， 630 72， 505 ム2，875 69， 630 

トータルコスト 83， 560千円(前年度86，804千円) [正職員:1. 8人]
主な業務内容 関係機関との調整、研修会の開催、市町村への負担金交付事務等

工程表の政策目標 特定健康診査、特定保健指導の充実等により、メタボリツクシンドロームの改善及び

(指標) 糖尿病等の生活習慣病の発生予防を推進します。

事業内容の説明

事業の目的・概要

市町村(国民健康保険)などの医療保険者に義務化された内臓脂肪型肥満(メタボリツクシンドロー

ム)に着目した特定健康診査・特定保健指導を円滑に推進するための事業を実施する。

2 主な事業内容

(単位・千円)

区 分 事 業 内 n甘- 予算額

特定健康 特定健康診査・特定保健指導において、質の高い効果的な保健指導

診査・特 を実施するため、特定健康診査・特定保健指導に携わる従事者を対象 233 
定保健指 とした研修会を開催する。

導従事者 [対象] 市町村保健師、管理栄養士、医師、看護師等

研修会の [内容】 効果的な保健指導の実践(講義及び演習)

開催 実施回数:1回

特定健康 市町村が実施する特定健康診査・特定保健指導に対し、国民健康保

診査・特 険法第 72条の4の規定(平成 20年4月1日施行)に基づきその経 69， 397 
定保健指 費の 1/3を負担する。

導事業 [実施主体:市町村]

[事業内容]

0特定健康診査の実施

医療保険者が、 40~74歳の加入者を対象として、毎年度計

画的に実施する内臓脂肪型肥満に着目した健診を実施する。

0特定保健指導の実施

特定健康診査の結果により、内臓脂肪型肥満等の改善が必要な

者に、毎年度計画的に実施する生活改善に向けた支援を行う。

[負担割合:国 1/3、県 1/3、市町村 1/3J 

合計 6止630
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9自 生活習慣病予防対策費 I

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

新歯科保健対策 (8
020運動)推進事 2， 387 2， 240 147 591 1. 796 
業

トータルコスト 24，056千円(前年度 24，483千円) CiE職員:2.8人]
主な業務内容 8020運動推進協議会、地域歯科保健推進協議会、 8020運動普及啓発事業等

工程表の政策目標醐 いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の

健康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診

率の向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明
事業の目的・概要

県民一人ひとりが生涯自分の歯でおいしく食べ、豊かな生活を送ることができるよう、 J鳥取県8
020運動の目標(健康づくり文化創造プラン)達成に向け、歯科保健対策の推進を図る。

※8020 (はちまるにいまる)運動=80歳になっても自分の歯を 20本以上保つ運動

2 主な事業内容
(単位:千円)

事業内容 予算額
， 8020運動推進協議会 l回/年 434 
， 8020運動推進協議会専門委員会 2回/年

-地域歯科保健推進協議会 2回/年X3圏域 837 

-歯の衛生週間棺談事業(委託先:県歯科医師会) 290 

-口腔衛生関係者研修会 l回/年 30 

-普及啓発事業(親子・高齢者よい歯のコンクール等) 796 

dロh 計 2， 387 
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9目 生活習慣病予防対策費

事業名 本年度 i前年度 |比較

健口食育プロジェクト

事業~目指そう!噛ミ

ング 30 (カミングサ
ンマル)~

1. 936 2， 433 ム497

M 
国席支出金

967 

健康政策課(内線:7202) 
(単位:千円)

源内訳|出ー
川清考

起債|その他|一般財源

969 

トータルコスト

主な業務内容

l 1， 997千円(前年度 12，760千円) [正職員:1.3人]

歯科からの食育支援体制の整備、保育所における「お口を使った遊び」の普及、

子どもの口腔機能向上協力医認定制度等

工程表の政策目標(指標)Iいきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の

健康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診

率の向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

県民が生涯にわたって安全で快適な食生活を営むために、歯科領域から口腔機能について学ぶ機

会を増やす「食べ方支援」に関わる人材を育成する。

2 主な事業内容

(1)健口キッズ支援コース((小児期))(1， 280千円)

「上手に噛めない子や食事時間が長い子」等、保育の場において「食べるカ」支援が望まれて

いる乙とから、幼児等の口腔機能アンケート調査及びおロの遊びメニューを普及する。

0保育士等人材育成研修会(1回/年X3圏域)

0口腔機能巡回指導 (3圏域:実施主体福祉保健局)

地域の歯科衛生士・言語聴覚士を派遣し、保育所等でお口を使った遊びのメニューを実践

定着する。

0かみかみレシピの活用・普及

歯科団体、市町村、栄養士会、食生活改善推進員連絡協議会等の食育関係団体と連携し、

平成 25年度にかみかみレシピ集を作成した。平成 26年度はレシピ集を料理講習会等で活

用していただき県民に口腔機能に関する知識普及を図る。

(2 )事務費(128千円)

0子どもの口腔機能向上協力医認定に係る認定証作成費

O各福祉保健局事務費(講習会、報告書作成等)

(3 )相談先の体制整備 (528千円)

0子どもの口1空機能向上協力医認定講習会 (2回受講、県外大学教授想定)

O歯科健康教育媒体の活用(国歯科医師が保育所等で健康教育を行う等)

0県民への協力医の周知・情報提供(ホームページ等)
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9目 生活習慣病予防対策費

事業名 本年度 前年度 比較
財

国庫支出金

健康政策課(内線 :7202)
(単位:千円)

源 内 訳
備考

起債 その他 一般財源

むし歯予防フッ化物

洗口事業 6， 630 4， 202 2，428 3， 098 3， 532 
~つよい歯つくるセ

カンドステージ~

トータルコスト 9， 510千円(前年度 6，585千円) [正職員:0.4人]

主な業務内容 フッ化物洗口マニュアルを作成するとともに、市町村と連携しながら、むし歯予

防に有効なフッ化物洗同法を保育所・幼稚園~小・中学校等で普及する。

工程表の政策目標路樹 いきいきと健康な入生を送るため、、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の健

康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診率の

向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明

1 事業の目的・概要

子どものむし歯予防法のーっとして効果の高い「フッ化物洗口」を県内保育所及び幼稚園、小学

校、中学校、特別支援学校で実施し、永久歯のむし歯擢患率の減少を図るロ
、、

※ フッ化物洗口の作用(厚生労働科学明究 H 15フッ化物洗口実施マニュアルより)

1.歯質の強化(酸に溶けにくい、丈夫な歯をつくる)
2.歯の萌出後のエナメル質の成熟促進
3. 初期う蝕 (CO)の再石灰化とう蝕の進行抑制
4.口腔内細菌の代謝活性抑制作用(細菌が糖質を取り込むのを抑制し、酸産生を低下)

2 主な事業内容

子どものむし歯予防に効果の高いフッ化物洗口法(うがい)を普及・実施できる体制を整備する

ため、社団法人鳥取県歯科医師会へ委託し、以下の取組を行う。

(単位:千円)

区 分 事 業 内 令nヨhー 予算額

フッ化物洗口推進 -フッ化物洗口マーユアル(鳥取県版)の作成

検討会 -具体的実施方法の検討 140 
-フッ化物洗口評価方法の検討

フッ化物洗口の -県内施設50か所程度で実施することとし、実施にあたっては、

実施 市町村及び所管の福祉保健局と連携して行う。 2. 970 
(東部:20圏、中部:1 0圏、西部20園)

(内容)

①事前打合せ(職員勉強会)

② 保護者説明会

③ 洗口開始目指導

④ 洗日開始後調査
J ⑤ 園児歯みがき指導

事務費等 事務補助2名 (1名追加)、歯科健康教育用ァキスト、 3，520 
報告書作成

1'1 言十 6，630 
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9回 生活習慣病予防対策費

健康政策課(内線:7202・7769・7227)

(単位:千円)

|本年度
財 源 内 訳

事業名 前年度 比 較 備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

歯周病と糖尿病を予
防する!医科・歯科 1， 117 1， 117 。 1. 117 
連携推進事業
ト タルコスト 2， 665千円(前年度 2，706千円) [正職員:O. 2人]
主な業務内容 業務の委託、制度の普及、歯科・医科の連携のあり方検討等

工程表の政策目問調 いきいきと健康な人生を送るため、食習慣の改善や運動習慣の定着、歯・口の
健康維持など、生活習慣病の改善対策を進め、特定健診受診率・歯科検診受診
率の向上や生活習慣病死亡者数の抑制を図ります。

事業内容の説明
事業の目的・概要
糖尿病は、脳卒中や急性心筋梗塞の重大なリスク要因であるが、本県でも糖尿病予備群や糖尿病

有病者の推定数に増加の傾向が見られる。
また、歯周病は糖尿病と同じく慢性疾患であるが、 40歳以上の県民の 81. 8 %が歯周病に擢

患しており、そのうち重症化しているものは、 41. 7 %で者あのる。
歯周病と糖尿病は因果関係があり、両疾患に穣患している 場合、同時に治療することが効率

的で早期快復につながるととから、歯科医科連携の連携体制を構築する。

2 主な事業内容
(1)推進体制検討会の開催(別途、鳥取県糖尿病対策推進会議で計上)

歯周病と糖尿病の重症化予防のための推進体制を構築するため、歯科と医科での連携
方策等の検討。

(2 )研修会の開催 (2回/年)
歯科と医科の関係者に対して歯周病と糖尿病の関係性について研修を行う。

(3 )普及啓発・情報発信
-リ1ーフレット作成検討会 (2回)
-普及啓発リーフレットの作成・配布

(4)実施方法
一般社団法人鳥取県歯科医師会に委託

石綿健康被害救済基 (7， 200) 県費負担
金拠出事業 1~， ~80 12， 480 。 12， 000 480 7，680 
ト タルコスト 12， 480千円(前年度 13，274千円) [正職員:0.0人]
主な業務内容 業務の委託、制度の普及、歯科 d医科の連携のあり方検討等

工程表の政策目標錯楊
業務内容の説明

事業の目的・概要
石綿健康被害者に対する救済給付に充てるため設けられた石綿E律健康被害救済基金に対して拠出する

ものである。〔根拠法令・石綿による健康被害の救済に関する法 (平成 18年2月施行))

2 主な事業内容
石綿健康被害救済基金負担金 12，480千円

※都道府県は環境省からの要請額 (92億円)を平成 19~2 8年度の 10年間で拠出
(年間 9. 2億円)

本県の全体拠出額(124， 800千円)のうち 1年分 (12，480千円)である。

(注)起債欄の上段()書きは交付税措置を除いた額である。
備考欄の県費負担は、起債欄の()書きの金額と一般財源の金額を加算したものである。
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健康政策課(内線7227)

9自 生活習慣病予防対策費 (単位:千円)

事業名 1 本年度 前 年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

元健康増進センタ一等 (雑入)

庁舎管理費 3. 554 3，445 109 634 2. 920 
トータルコスト 5， 102千同(前年度 5，034千円) [正職員:0.2人]

主な業務内容 財産貸付手続き、施設管理業務等

工程表の政策目標崎欄

業務内容の説明

元健康増進センタ一等の施設管理を行うために要する経費である。

中部総舎事務所福祉保健局(電話:0858-23-3146) 
9目 生活習慣病予防対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

{地方機関計上予算) 204 2.407 ム2，203 102 102 
めざせ受診率50%1
中部地区がん検診受診

率向上推進事業

ト タルコスト 204千円(前年度7，968千円) [正職員:O. 0人]
主な業務内容 シンポジウム企画・開催、健康づくり推進院研修会及び交流会企画・開催

工程表の目標母国務

事業内容の説明

事業の目的

平成23年度から平成25年度の3年間実施した「胃がん死亡ゼロのまち中部プロジェクト事

業」の取組を周知し、更なる機運の向上へつなげるとともに、プロジェクト事業で明らかになっ

た各市町の課題に応じた取組を進め、がん検診受診率向上を目指す。

2 主な事業内容

. r中部はひとつ がん検診といのちを考えるシンポジウム(仮称)Jの開催(1回/年)

-健康づくり推進員研修会及び交流会の開催(1回/年)

健康政策課(内線 72 2 7) 
9目 生活習慣病予防対策費 (単位:千円)

事業名 本年度 前年 度 比較
財 源 内訳

備考
国庫支出金 起債 その他一般財源

[廃止]がん死亡率減 ‘ 
少戦略事業 o 1. 2， 599 ム2.599 
トータJレコスト 。千円(前年度15，310千円) [正職員:0目。人] 屯.

主な業務内容 肝炎ウイルス検査業務、新規事業に係る関係機関との調整業務等

工程表の目標倍程舟 がん対策の推進、がん死亡率の減(平成19年度を基準とし、 10年以内に20%減)

事業内容の説明

がん対策推進事業、肝臓がん(肝炎)対策事業に組み替えて実施する。
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